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ノロジーを融合した高性能セルのた

めの基礎的材料研究 
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０．事業の概要 

 本事業では、反応・劣化メカニズムに係る知見並びにナノテクノロジー等の 先端技術の融合に

より、触媒・電解質膜・ＭＥＡ等の新材料研究を実施し、高性能・高信頼性・低コストを同時に実

現な高性能セルのための基礎的技術を確立することで固体高分子形燃料電池の本格普及に資するこ

とを目的とする。２０１４年度（平成２６年度）末に、－３０℃で起動し、 高１００℃での作動

が３０％ＲＨ（相対湿度）で可能なＭＥＡを開発し、自動車用を想定した燃料電池セルとして、電

極触媒の白金使用量は現状の１／１０とするとともに、効率は定格２５％で６４％ＬＨＶ、耐久性

は５，０００時間作動及び６万回の起動停止が見通すことを目標とする。これらの目標達成のため

に、渡辺プロジェクトリーダーの下に優秀な研究者を結集し、集中的な研究体制で、以下の４項目

の研究開発を総合的・一体的に推進する。 

 ① 劣化機構解析 

 ② 高活性・高耐久性の触媒開発 

 ③ 広温度範囲・低加湿対応の電解質膜開発 

 ④ 自動車用ＭＥＡの高性能・高信頼化研究 

 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性に

ついて 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術

の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組んで

いくことが不可欠である。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示し、官民

双方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和され、官民において長期

にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となることを目指し「エネルギーイノベーションプログラ

ム」が制定された。本事業は、その「エネルギーイノベーションプログラム」の一環として実施す

る。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 
事業の目標 

－３０℃で起動し、 高１００℃での作動が３０％ＲＨ（相対湿度）で可能なＭＥＡを開発す

る。なお、自動車用を想定した燃料電池セルとして、電極触媒の白金使用量は現状の１／１０とす

るとともに、効率は定格２５％で６４％ＬＨＶ、耐久性は５，０００時間作動及び６万回の起動停

止が見通せるものとする。 

事業の計画内容 

主な実施事項 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014  

①劣化機構解析 

 
  

  

 

  

②高活性・高耐久

性の触媒開発 

 

 

 

  

 

  

③広温度範囲・低

加湿対応の電解

質 

 

 

 

  

 

  目標 MEA 性能・耐久性を有

する膜開発 
低温下、高温低加湿下

での作動確認 

新規電解質膜の開発 
有望な電解質膜 

候補探索 

耐久性を有する触媒開発

Ｐｔ量 1/10 で発電確認 

新規触媒・担体

材料開発 新規触媒の開発

劣化機構解析 

手法開発 
劣化機構解析手法開発の改良 

触媒・電解質膜・MEA 開発に FB

耐久性向上への FB 
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④自動車用ＭＥＡ

の高性能・高信

頼化研究 

ｚｚｚ

 

 

  

 

  

 

開発予算 

（会計・勘定別

に事業費の実

績額を記載）

（単位：百万

円） 

会計・勘定 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 総額 

一般会計 0 0   0

特別会計 

（一般・電源 

・需給の別） 2,258 1,840   4,098

加速予算 
（成果普及費を含

む） 
0 0   0

総予算額 2,258 1,840   4,098

開発体制 

経産省担当原課 
資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部  新エネルギー対策課・

燃料電池推進室 

プ ロ ジ ェ ク ト

リーダー 
渡辺 政廣（山梨大学 燃料電池ナノ材料研究センター長・教授） 

委託先 

国立大学法人 山梨大学 

株式会社カネカ 

株式会社東レリサーチセンター 

富士電機ホールディングス株式会社 

田中貴金属工業株式会社 

株式会社島津製作所 

パナソニック株式会社 

情勢変化への対

応 
特になし 

中間評価結果へ

の対応 
 

  
評価に関する事

項 

事前評価 ２００８年度実施 担当部 燃料電池・水素技術開発部 

MEA 評価方法検討 

触媒・膜特性と MEA 特性 

の相関把握 

触媒・膜特性を活かす 

MEA 開発  

終目標を達成する 

MEA 開発 Ｐｔ量 1/10 で発電確認 

中間評価 ２００９年度 中間評価実施、２０１２年度 中間評価実施予定 

事後評価 ２０１５年度 事後評価実施予定 

Ⅲ．研究開発成果

について 

①劣化機構解析 ・高耐久性担体に担持した触媒と市販の標準触媒において、電解液中での起動

停止サイクルを模擬した FCCJ のプロトコルによる評価で、活性面積、酸素

還元活性、H2O2生成率の経時変化の定量的評価法を確立した。 

・ 市販 Pt/GC （Pt を高分散したｸﾞﾗﾌｧｲﾄ化ｶｰﾎﾞﾝ）の 30 倍以上もサイクル寿

命が長い Pt/GC をナノカプセル法によって合成できた。 

・ 電解質膜の劣化試験に関しては、まず、山梨大学で市販フッ素樹脂系電解

質膜を種々の条件で混合ガス曝露試験し、東レリサーチセンターにおいて分

解生成物を精密分析することに成功した。また、炭化水素系膜の劣化生成物

分析も実施した 

②高活性・高耐

久性の触媒開発 

・ ナノカプセル法電極触媒合成時の金属塩/界面活性剤モル比を変えるのみ

で、触媒粒径を自在に制御することに初めて成功した。 

・ エネファーム低コスト、コンパクト化に直結する現行の CO 選択酸化触媒に

替わり得る高性能 CO 選択メタン化触媒を開発した。 
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③広温度範囲・

低加湿対応の電

解質 

・スルホン酸化ポリエーテル電解質膜で、低加件で高いプロトン導電率を発現

できる構造を提案し、顕著な性能向上効果を発見した。 

④自動車用ＭＥ

Ａの高性能・高

信頼化研究 

・電極触媒の有効性を評価する新しい手法を開発した。この新評価法により種

動的条件での特性差を指標化できることがわかり、今後の触媒低減の重要指

針となることを明らかにした。現状実用条件での触媒の利用率は約 10％程

度で、大きな改善余地を残すことを示せた。 

投稿論文 「査読付き」１３件、「その他」９４件 

特  許 「出願済」１８件、「登録」０件、「実施」０件（うち国際出願０件） 

その他外部発表 

（ プ レ ス 発 表

等） 

プレス発表 

・エネファーム向け燃料処理装置用の高性能触媒を開発高性能触媒開発 

・山梨大学燃料電池ナノ材料研究センターの本格稼働及び開所式 

Ⅳ．実用化、事業

化の見通しに

ついて 

本事業の実用化は、プロジェクトで開発された MEA 構成材料あるいは そのベースとなる基盤技術

（知財）が 燃料電池自動車あるいは 定置用等燃料電池関連製品に採用されるところまでを目指

す。 

２０２０年頃の想定される燃料電池自動車に本事業で開発した材料あるいはそのベースなる特許等

の知財が活用されることを目指す。 

 

Ⅴ．基本計画に関

する事項 

 

作成時期 ２００８年１月 作成 

変更履歴 

２００８年７月 改訂（イノベーションプログラム基本計画の制定により、｢（1）研

究開発の目的｣の記載） 

２００９年３月 改訂（人材育成活動に関する事項を明記） 
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プロジェクト用語集 
 

 用語 定義 

い イオノマー 高分子において、その疎水性の主鎖の一部に少量の親水性のイオン基（カルボン

酸、スルホン酸などの塩）が置換されたもの。 

イオン交換容量 単位樹脂量あたりのイオン交換に関わる全てのイオン交換基数で、単位は meq/g、

略称はＩＥＣ(Ion Exchange Capacity)。一般的にはより高いＩＥＣを有する電解質膜の

ほうがより高いプロトン導電率を示す傾向がある。現在のフッ素系電解質膜は 1 程

度、炭化水素系電解質膜は 1-2.5 程度を有する。 

イオンチャンネル イオンが透過する経路。高分子電解質においては、イオンチャネルの連結性が導電

率向上に大きく影響すると考えられている。 

易動性水素 分子内及び分子間での移動度の高い水素。分子間イオンコンプレックスや水素結合

が、プロトン伝導や膜の安定性に寄与することが期待できる。 

か 化学炎法 揮発性金属化合物または金属蒸気と他の気体とを反応させ、その後凝縮・核成長さ

せ、粒子を形成する手法の一つ。 

ガス拡散層 単電池の電極を構成する部材であり、触媒層のある面と、セパレータと直接接する面

があり、電気を通す機能や化学反応に必要な空気と水素を効率よく導く機能を持つ。

ガス透過率 単位体積・時間あたりに膜中を透過するガス(酸素や水素)の体積量。電解質膜にお

いては、ガス透過(クロスリーク)に伴う副反応により触媒劣化が予想されるため、より

低いガス透過率が望まれる。 

カソード質量比活性 カソードの触媒単位重量あたりの活性。本件では、単セル電圧 0.9V における白金 1g

あたりのセル電流量とした。 

活性化エネルギー 何らかの化学現象を生じるのに必要なエネルギー。プロトン伝導において導電率の

温度に対する傾きが見かけの活性化エネルギーにあたり、導電機構を解析する重要

な指針となる。 

カップリング反応 二つの化合物を選択的に結合させる方法。銅やパラジウムなどの遷移金属触媒を

用いて炭素と炭素を結合させるカップリング反応法が多く知られている。HiPer-FC 研

究項目③3)においてヨウ化パーフルオロスルホン酸基をハロゲン置換フルオレンに

導入する反応は、銅触媒を用いた Ullmann カップリング反応と呼ばれる。 

ガラス転移温度 非晶質(アモルファス)固体へのガラス転移が始まる温度。高分子電解質膜は一般に

剛直な非晶質ガラス状態であり、ガラス転移温度以上で流動性を有するゴム状態へ

と変化する。電解質膜のガラス転移温度が燃料電池の運転作動温度付近あるいは

以下の場合、電解質膜が形状維持が困難であり、重大な問題となる。フッ素系電解
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質膜が一般に 100℃以下であるのに対し、炭化水素系電解質膜の多くは 150℃以上

であり、高温作動が期待される。 

き 求核置換重合法 反応の中心となる求電子剤に対して求核剤が求核攻撃し、脱離基が脱離する反応を

利用した重合法。ポリエーテルの場合、塩基性条件においてフェノーラートイオンが

求核剤となり、ベンゼン環上にあるフッ素と置き換わりエーテル結合を形成、その反

応の繰り返しにより重合体、ポリマーが得られる。 

く クラスタ構造 同種の原子及び分子がファンデルワールス力や静電的相互作用、水素結合、金属

結合、共有結合などによって数個～数十個、もしくはそれ以上集合した構造。高分子

電解質膜においては、効率良いイオン伝導を実現するため、親水部がイオンクラスタ

構造を形成し、かつ有効なイオンチャネルを形成することが重要である。 

グラフト共重合 2 種類以上のモノマーを用いる共重合のうち、幹となる高分子主鎖にところどころに

枝のように他の重合体(側鎖)が配列している櫛状高分子を合成する方法。 

クリーンディーゼル車 ポスト新 長 期 規 制 （２０１０年 （平 成 22 年 ）排 出 ガス規 制 。欧 米 の規 制 レベ

ルと同 等 の世 界 最 高 水 準 の規 制 ）に適 応 する PM や NOx の排 出 量 が少

ないディーゼル車 。 

こ 高酸化・高加水分解耐性 燃料電池作動中に発生する酸化剤(ヒドロキシラジカルなど)や、加湿ガスやカソード

反応により生じる水による高分子電解質の構造劣化・分解が起こりにくい特性。 

高次構造 高分子において高分子鎖を構成する単位の種類とその配列順序を一次構造と呼ぶ

のに対する、個々の高分子鎖の立体配置(二次構造)や折り畳み構造(三次構造)など

の空間配置構造。 

固体高分子形燃料電池 電解質に固体のプロトン交換膜を用いる燃料電池。【電解質として，パーフルオロエ

チレンスルフォン酸系膜などを用いる。電池作動温度は，常温～80 ℃である。】 

し 質量活性 触媒 Pt 1g あたりの活性支配電流値。 

触媒利用率(UPt) 幾何学的な Pt 表面積(TEM-SPt)に対する、電気化学的に活性な Pt 表面積(ECA-

SPt)の割合のこと。幾何学的な Pt 表面積は透過電子顕微鏡像などから、電気化学

的に活性名 Pt 表面積はサイクリックボルタンメトリから算出される(UPt＝ ECA-SPt 

/TEM-SPt×100) 

触媒有効性 Effectiveness:触媒有効性指標のこと（ＥfPt））。MA/MAmax として定義される。 

シンクロトロン放射光 X 線光源として他の光源より 3～4 桁強く、その他の特徴も蛍光 X 線分析に有利に

働く。偏光特性は SN 比向上に用いられている。連続スペクトルである光を単色化す

ることにより、特定の微量元素を検出することができる。 

親水部・疎水部 水分子と親和性の良い部たとえばスルホン酸基などを親水部、一方水との親和性が

悪い(一般には油との親和性が良い)部を疎水部と呼ぶ。 

す スクリーニング 様々な状況や条件の中から必要なものを選出すること。 
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そ 相分離構造 物質の状態や性質の異なる領域(相)が分離している構造。親水部及び疎水部はそ

れぞれ集合し合い相を形成、お互いが分離した構造を形成する。 

ソフトテンプレート法 規則性メソ構造体を形成する手法の一つ。界面活性剤分子の自己集合組織などを

鋳型（テンプレート）として用いる。鋳型を構成する分子が互いに結合を持たないこと

から「ソフトテンプレート」と呼ばれる。 

た 炭化水素系電解質膜 デュポン社の Nafion に代表される含フッ素系電解質と対照的に、フッ素をほとんど

（または全く）含まず、炭素、水素、酸素、窒素、硫黄などを主な構成元素とする電解

質膜。一般的には優れた耐熱性及び機械特性を有する芳香族炭化水素高分子、例

えばポリイミド、ポリエーテル、ポリフェニレンなどが用いられる。 

ち 超強酸性基 100%硫酸より高い酸性度を示す酸性基が、超強酸性基と定義される。アルキルの水

素がフッ素で置換されたパーフルオロアルキルに置換したスルホン酸基(パーフルオ

ロスルホン酸基)は、フッ素の電子吸引性により、硫酸の 1000 倍以上の非常に強い

酸性度を示す。 

て 

 

電極触媒 電極の電気化学反応の速度を促進させる触媒。 

電極触媒用電解質 ＰＥＦＣの触媒層において、触媒(担体)を結着するための電解質。バインダー、イオノ

マーと表現されることが多い。電解質膜とは異なる特性も求められる。 

電解質 空気極，燃料極間のイオン伝導を行う物質。 

テンプレート法 規則的メソ構造体を形成する手法の分類で、相分離法や結晶化法とは異なり、鋳型

（テンプレート）の形状を目的物質に転写することによって構造を制御する手法。 

と 特異吸着 ここでは、白金触媒の高分子電解質による被毒を示す。詳細なメカニズムは検証中。

な ナノカプセル法 山梨大学で開発した触媒の合成方法。金属塩及び／又は金属錯体の中から選ばれ

た活性金属の前駆体、親水基を有する溶媒及び非水溶性溶媒を混合してナノカプセ

ル溶液を調製し、還元性を有する非水溶性液を加え加熱してナノカプセル内部にて

金属粒子を形成すると同時に担体に担持する手法。 

ね 熱水耐性 高分子電解質膜の、耐加水分解性を評価するための試験。ＦＣＣＪの“固体高分子形

燃料電池の目標・研究課題と評価方法の提案”に示されている。 

は 灰化法 焼成後の残留物の重量を量り、金属含有量を求める方法。 

ハードテンプレート法 規則的メソ構造体を形成する手法の一つ。メソポーラスシリカなどの合成が容易で強

靭な規則的メソ多孔体を鋳型とすることにより、高温下でも鋳型の安定構造が保た

れ、幅広い組成の複合材料に適用できる。 

ふ フラディング カソードでの生成水がガス拡散層（Gas Diffusion Layer, ＧＤＬ）の細孔内部で凝縮し

て、反応に必要な酸素の供給が阻害される現象 

ブロック共重合 2 種類以上のモノマーを用いる共重合のうち、同一種の繰り返し構造が長く連続的に

繰り返されている高分子を合成する方法。ポリエーテルのブロック共重合において
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は、それぞれ組成(親水性・疎水性など)の異なるブロックオリゴマー(中分子量体)を

合成後、ブロックとブロックを組み合わせるマルチブロック化反応によりブロック共重

合体を得る。 

噴霧熱分解法 原料を溶液で混合し噴霧熱分解する. ことで組成の均一な多元系粒子を連続で合成

できる。 

噴霧プラズマ法 山梨大学で開発した触媒の合成方法。常圧プラズマ中に各種金属塩水溶液の微細

液滴を短時間滞留させることで、均質組成の金属複合酸化物の中空微粒子を簡便

に合成できる。 

ほ ホワイトピーク ＸＡＮＥＳスペクトルの吸収端ピーク：金属・酸素結合（酸化物形成）の度合の指針とな

る。 

ま 膜抵抗 膜中のプロトン伝導における抵抗。一般的には、単位面積当たりの抵抗値を指す膜

厚を考慮したプロトン導電率の逆数。 

マルチチャンネルフロー電

極法 

山梨大学で開発した触媒活性評価方法。0.5mm の薄い電解液フローチャンネルに層

流で電解液を流し、酸素の供給量を制御して、試験極の活性を測定。流れ方向に垂

直に試験極を４つ配列し、同じ雰囲気条件で同時に４つの触媒活性評価が可能。 

も モルフォロジー 形態のこと。高分子膜においては、その親水部・疎水部等によりミクロな相分離構造

が形成され、その形態のことを指す。 

り 律速段階 逐次反応において最も遅い素反応（過程）。 

Ａ ＡＦＭ 原子力間顕微鏡。先端の鋭いカンチレバー（探針）を用いて、試料表面をなぞる、ま

たは試料表面と一定の間隔を保ってトレースし、その時のカンチレバーの上下方向

への変位を計測することで試料表面形状の評価を行う測定装置。 

Ｃ ＣＬ キャタリストレイヤー(触媒層)の略称 

ＣＯ選択ﾒﾀﾝ化触媒 燃料処理装置においてメタン等の原燃料から水素を製造する際に副生する一酸化

炭素(ＣＯ)をメタン(ＣＨ4)に変換する触媒のこと。二酸化炭素(ＣＯ2)からのメタン化は

抑制し、ＣＯのみの反応を選択的に促進することから「ＣＯ選択」と付けて呼ぶ。 

ＣＮＧ自動車 Compressed Natural Gas の略で圧縮天然ガスのこと。天然ガス自動車は、ＣＮＧを気

体のまま高圧で燃料容器に貯蔵する圧縮天然ガス自動車です。 

Ｄ ＤＳＳ Daily Start-up and Shut-down の略、毎日起動停止を繰り返す装置運転形態。 

Ｅ ＥＣＡ Electrochemically active surface area:電気化学的反応エリアのこと。PEFC では電気

化学的に活性な Pt 表面積として定義される。 

ＥfPt Effectiveness:触媒有効性指標のこと。MA/MAmax として定義される。 

Ｅ ＥＰＭＡ 電子線プローブ X 線マイクロアナライザ（Electron Probe Micro Analysis） 

電子線を物質の表面に照射し、そこから発生する特性 X 線を検出して元素を分

析する方法。μm オーダーの微小領域から分析が可能。 
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Ｆ ＦＣＣＪ 燃料電池実用化推進協議会。我が国における燃料電池の実用化と普及に向けた課

題解決のための具体的な検討を行い、政策提言としてとりまとめ、国の施策へ反映さ

せること目的に設立された団体。自動車メーカ、家庭用燃料電池メーカ、ガス会社、

石油メーカ等からなる。 

ＦＴ－ＩＲ フーリエ変換赤外分光法（Fourier Transformed Infrared Spectroscopy） 

物質を透過した赤外線の強さを縦軸に波数（1cm あたりの波の数）を横軸にして分子

の赤外線吸収を調べ、そのパターンから化合物の定性、強度から定量を行う方法。

特に化合物が有する官能基の判別に利用される。 

Ｇ ＧＤＬ Gas diffusion layer:ガス拡散層のこと。 

ＧＰＣ ゲル浸透クロマトグラフィー（Gel Permeation Chromatography）。ポリマーなどの試料

を溶解して移動相とともに多孔質ゲルを充填したカラムに導入し、分子サイズの大き

いものから溶出させて分離し定量する方法。高分子材料の各種平均分子量を調べる

のに用いられる。 

Ｈ ＨＨＶ 高位発熱量。燃料を完全燃焼させたときの水蒸気の凝縮潜熱を含めた発熱量。【通

常は単位量当たりの発熱量で示す。】 

Ｉ ＩＣ イオンクロマトグラフィー（Ion Chromatography）。希薄な電解質溶液を移動相、低交

換容量のイオン交換樹脂を固定相に用いたクロマトグラフィーで電気伝導度により検

出を行う。無機イオン、低分子量の有機イオンの定性・定量が可能。 

ＩＣ／ＭＳ イ オ ン ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ー ／ 質 量 分 析 法 （ Ion Chromatography / Mass 

Spectrometry）。ＩＣと質量分析計をオンライン接続した分析方法で、ＩＣで分離された

各イオンの質量を調べることが可能。 

ＩＣＰ－ＭＳ ICP-MS (高周波誘導結合プラズマ発光-質量分析)：プラズマ（ＩＣＰ）をイオン源として

使用し、発生したイオンを質量分析部（ＭＳ）で検出します 

ＩＥＣ  Ion exchange capacity：イオン交換容量のこと。プロトン伝導性を担うスルホン酸基の

密度として定義され、IEC (meq/g) = 1000 / EW で算出される。なお「EW（equivalent 

weight, 等価質量）」は乾燥したナフィオン（プロトン型）1 グラム当たりのスルホン酸

基のモル数である。 

Ｉｎ－ｓｉｔｕ ＴＥＭ 

 

本プロジェクトで導入した高分解能の透過型電子顕微鏡。触媒等の新規合成材料を

各種反応性ガス雰囲気や温度に晒した際の反応過程を 0.1nm の高分解能で観察で

きる。 

Ｉｎ－ｓｉｔｕ ＸＰＳ 

 

Ｘ線光電子分光 (X-ray photoelectron spectroscopy)：サンプル表面にＸ線を照射し、

生じる光電子のエネルギーを測定することで、サンプルの構成元素とその電子状態

を分析することができる。 

Ｊ ＪＨＦＣ 水素・燃料電池実証プロジェクト（Japan Hydrogen ＆ Fuel Cell Demonstration 

Project）」。経済産業省が実施する燃料電池システム等実証試験研究補助事業に含

http://ja.wikipedia.org/wiki/X%E7%B7%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E5%AD%90
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まれる「燃料電池自動車等実証研究」と「水素インフラ等実証研究」から構成されるプ

ロジェクトです。ＪＨＦＣプロジェクトでは、各種原料からの水素製造方法、現実の使用

条件下でのＦＣＶ（燃料電池自動車）の性能、環境特性、エネルギー総合効率や安全

性などに関する基礎データを収集・共有化し、本格的量産と普及の道筋を整える。 

Ｌ ＬＣ／ＭＳ／ＭＳ 液体クロマトグラフィー／タンデム質量分析法（Liquid Chromatography / Mass 

Spectrometry / Mass Spectrometry）。ＬＣの分離物に対して１段目のＭＳで分子イオ

ンなどの特定イオンを選択しＡｒなどとの衝突により分解させて２段目のＭＳにより特

定イオンの分解物のマススペクトルを得る方法。このマススペクトルから特定イオン

の化学構造を推定可能。 

 ＬＨＶ 低位発熱量。燃料を完全燃焼させたときの水蒸気の凝縮潜熱を差し引いた発熱量。

【通常は単位量当たりの発熱量で示す。】 

Ｍ ＭＡ Mass activity:質量活性のこと。Pt1g 当たりの電流密度として定義される。 

ＭＡｍａｘ Maximum mass activity:最大質量活性のこと。1atm の酸素雰囲気下における、Pt1g

当たりの活性支配電流密度(チャンネルフロー二重電極法（ＣＦＤＥ)にて測定)として

定義される。 

ＭＥＡ Membrane Electrode Assembly:膜電極接合体のこと。 燃料極(負極)、固体高分子膜

(電解質)、空気極(正極)を貼り合わせて一体化した燃料電池システムの最少構成単

位である。 

ＭＰＬ 拡散層の一部として用いられるマイクロポーラスレイヤーの略称 

Ｎ ＮＭＲ 核磁気共鳴法（Nuclear Magnetic Resonance）。外部静磁場に置かれた原子核は固

有の周波数の電磁波と相互作用（核磁気共鳴）するが、この周波数が分子内での原

子の環境によってわずかに変化することを利用し、化合物の化学構造を分析する方

法。 

ＮＯｘ 
窒素酸化物。一酸化窒素 (ＮＯ)、二酸化窒素 (ＮＯ2)、亜酸化窒素（一酸化二窒素）

(Ｎ2Ｏ)、など。化学式のＮＯｘから「ノックス」ともいう。物質が燃焼するときにも一酸化

窒素や二酸化窒素などが発生する。炭化水素（ＨＣ）と反応して、光化学スモッグを発

生させたり、酸性雨の原因となる大気汚染原因物質である。 

Ｐ ＰＥＦＣ 固体高分子形燃料電池。 

ＰＭ パティキュレートマター。浮遊粒子状物質のことで、主成分は、黒煙（すす）である。Ｎ

Ｏｘと同様に大気汚染の原因である。 

ｐＫａ 酸解離定数を示す記号で、その数が小さいほど強い酸を意味する。アルキルスルホ

ン酸において pKa は-1 程度、パーフルオロスルホン酸は-4 程度を示す。(pKa 

Database からの計算値, ACS/Lab Co.) 

ＰＲＯＸ 選択酸化(Preferential Oxidation)の略称。燃料処理装置において、製造した水素ガス

中に残存する一酸化炭素を外部から混合した空気により酸化し二酸化炭素として除

去する触媒を指す。 

Ｓ Ｓ／Ｃ steam/carbon モル比。燃料処理装置の運転条件の一つで原燃料に含まれるカーボ

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%80%E9%85%B8%E5%8C%96%E7%AA%92%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%8C%E9%85%B8%E5%8C%96%E7%AA%92%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%9C%E9%85%B8%E5%8C%96%E7%AA%92%E7%B4%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%A9%E8%B3%AA
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%87%83%E7%84%BC
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%A7%E6%B0%97%E6%B1%9A%E6%9F%93
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ンに対して添加する水蒸気の比を示したもの。原燃料が都市ガスの場合、S/C は 3

程度が普通。 

Ｓ ＳＥＭ 走査電子顕微鏡（Scanning Electron Microscope）。真空中に置かれた試料の表面を

1～100nm 程度に絞った電子線で 2 次元走査を行い、試料表面から発生する二次電

子や反射電子を検出して試料表面の顕微鏡像を得る手法。 

光学顕微鏡に比べて焦点深度が 2 桁以上深く、nm スケールの分解能が得られる。 

ＳＰＥ スルホン化ポリエーテルの略称 

ＳＰＩ スルホン化ポリイミドの略称 

ＳＴＥＭ Scanning transmission electron microscopy (走査透過電子顕微鏡)：試料位置で電

子ビームを集光し、試料の各部位毎にその散乱強度を計測してイメージ化。ナノ粒子

等の微細構造解析・観察ができる。 

ＳＴＭ ＳＴＭ（走査トンネル顕微鏡）：非常に鋭く尖った探針を導電性の物質の表面または表

面上の吸着分子に近づけ、流れるトンネル電流から表面の原子レベルの電子状態、

構造など観測できる。 

X ＸＡＦＳ ＸＡＦＳ(Ｘ線吸収端微細構造)は、特定原子付近の構造状態を知ることができ、材料

分析等に用いる。 

ＸＡＮＥＳ ＸＡＮＥＳ(X-ray Absorption Near Edge Structure)：原子の配置の対称性や電子状態

等を解析。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8E%A2%E9%87%9D
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B0%8E%E9%9B%BB%E6%80%A7
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A1%A8%E9%9D%A2
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%90%B8%E7%9D%80
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%88%86%E5%AD%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%B3%E3%83%8D%E3%83%AB%E5%8A%B9%E6%9E%9C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E5%AD%90%E7%8A%B6%E6%85%8B
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

 

１． エネルギー政策上の位置付け 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術の

開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組んでいく

ことが不可欠である。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示し、官民双方が

この方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和され、官民において長期にわたり

軸のぶれない取組の実施が可能となることを目指し「エネルギーイノベーションプログラム」が制定

された。本事業は、その「エネルギーイノベーションプログラム」の一環として実施する。 

 我が国におけるエネルギー供給の安定化・効率化、地球温暖化問題（ＣＯ２）・交通量の多い都市部

等における地域環境問題（ＮＯＸ、ＰＭ等）の解決のためには、国全体として省エネルギーを推進す

るとともに、新エネルギー技術の開発、コスト削減及び利便性・性能の向上に積極的に取り組むこと

が極めて重要である。燃料電池は、上記の目的達成に向けたキーテクノロジーとして、その実用化へ

の期待が高い。 

「第３期科学技術基本計画」（２００６年３月）においては「先進燃料電池システムと安全な革新的

水素貯蔵・輸送技術」が戦略重点科学技術として選定された。 

「新・国家エネルギー戦略」（２００６年５月）では、２０３０年に向け運輸部門の石油依存度が８

０％程度となることを目指し必要な環境整備を行うことを目標として、燃費改善、燃料多様化ととも

に、電気・燃料電池自動車等の開発・普及促進が掲げられている。この中で、水素・燃料電池技術は

新エネルギーイノベーション計画のうち、革新的なエネルギー高度利用の促進等として位置づけられ、

その中で、燃料電池の重要なアプリケーションの一つである燃料電池自動車が、クリーンエネルギー

である水素を使い、走行することから、「次世代自動車」と位置づけられ、燃料電池の抜本的低コス

ト化や耐久性・効率の更なる向上といった課題解決に向けた技術開発・実証研究を引き続き推進する

ことが記載されている。 

「経済成長戦略大綱」（２００６年７月）においては、燃料電池車は運輸エネルギーの次世代技術開

発の重点分野として位置付けられている。 

「エネルギー基本計画」（２００７年３月）では、多様なエネルギーの開発、導入及び利用の施策の

一つとして、燃料電池自動車に関する技術開発の推進が挙げられている。燃料電池本体の抜本的低コ

スト化や耐久性・効率の更なる向上、安全・簡便・効率的かつ低コストな水素製造・貯蔵・輸送技術

の確立が不可欠であり、こうした課題解決に向けた技術開発・実証研究を引き続き推進すること、と

定められている。 

「次世代自動車・燃料イニシアティブ」（２００７年５月）においても燃料電池技術開発の重要性が

述べられている。 

｢Cool Earth －エネルギー革新技術計画｣（２００８年３月）では、世界全体の温室効果ガスの排出

量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期目標を達成するために選定された、エネル



ギー分野における２１の革新的技術開発に、燃料電池自動車、定置用燃料電池が含まれている（図Ｉ

－１）。 

｢環境エネルギー技術革新計画｣（２００８年５月）では、低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦

略において、需要側技術として燃料電池自動車を、また、水素利用については効率的な水素貯蔵・輸

送技術、化石燃料に依存しない水素製造の低コスト化等を、開発の必要な技術として位置付けている。 

｢低炭素社会づくり行動計画｣（２００８年７月）では、排出量のうち約２割を占める運輸部門から

の二酸化炭素削減を行うため、次世代自動車（ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイブ

リッド自動車、燃料電池自動車、クリーンディーゼル車、ＣＮＧ自動車等）について、２０２０年ま

でに新車販売のうち２台に１台の割合で導入するという目標の実現を目指すとしている。 

 

「Cool Earth－エネルギー革新技術 技術開発ロードマップ」
【出典：経済産業省】

 

出典：経済産業省『Cool Earth－エネルギー革新技術計画』 

図Ｉ－１ 重点的に取り組むべきエネルギー革新技術 

 

このように、「燃料電池・燃料電池自動車」は継続して、政策上の、重要な技術分野となっている。 

 

２． 研究開発政策上の位置付け 

 経済産業省は、政策を踏まえて、全ての研究開発プロジェクトを７つの｢イノベーションプログ
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ラム」の下で体系的に推進している。そのうちの一つ｢エネルギーイノベーションプログラム｣に、

｢固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発／劣化機構解析とナノテクノロジーを融合した高

性能セルのための基礎的材料研究｣（以下、本事業という）は含まれている。 

 我が国が持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術の開発、導入・普及により

世界に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組むことが不可欠であるが、エネル

ギー技術開発には長期期間と大規模投資を必要とするとともに将来の不確実性が大きいことから、

民間企業が持続的に取り組むことは容易ではない。｢エネルギーイノベーションプログラム｣は、

政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示し、官民双方が方向性を共有し、長期にわた

り軸のぶれない取組の実施を可能にすることを目指して、制定されている。 

 ｢エネルギーイノベーションプログラム｣は、５つの柱、総合エネルギー効率の向上、運輸部門

の燃料多様化、新エネルギー等の開発・導入促進、原子力等利用の推進とその大前提となる安全

の確保、並びに、化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用、から構成されている。本

事業は、運輸部門の石油依存度を２０３０年度までに８０%程度とすることを目指す、運輸部門

の燃料多様化のための研究開発施策として位置付けられているとともに、他の３つの柱、総合エ

ネルギー効率の向上、新エネルギー等の開発・導入促進、化石燃料の安定供給確保と有効かつク

リーンな利用にも寄与する研究開発施策として位置付けられている。 

 

３． ＮＥＤＯ事業としての妥当性 

 燃料電池自動車及び定置用燃料電池の普及には、技術進展だけでなく、制度の整備、インフラ

ストラクチャの建設、社会的な理解推進・受容が必要である。そのために、上述したように重要

な政策として位置付けられるとともに、技術開発と制度があわせて検討されている。そのため、

新エネルギー・省エネルギーに係る国家プロジェクトをマネジメントするＮＥＤＯの関与が不可

欠である。具体的には、燃料電池自動車の普及には、安全性の確認、規制の見直し、水素供給ス

テーションとのインターフェース等が不可欠である。このため、本事業の推進とあわせて、例え

ば、｢水素社会構築共通基盤整備事業｣では安全の確認、規制の再点検に必要な技術開発、データ

収集・提供等を行うとともに、国際標準化、国際基準調和の活動を支援している。 

 燃料電池の技術開発は、複数の研究事業を連携・整合して進めることが必要であることから、

ＮＥＤＯの関与は不可欠である。具体的には、後述するような高度な計測・解析手法を開発して

いる独立行政法人産業技術総合研究所 固体高分子形燃料電池先端基盤研究センター（ＦＣ－Ｃ

ｕｂｉｃ）との連携が求められる。また、燃料電池自動車で要求される燃料品質は、｢水素製

造・輸送・貯蔵システム等技術開発｣、｢水素先端科学基礎研究事業｣等に対するリクワイメント

となる。 

 燃料電池自動車の普及、水素供給インフラストラクチャの確立は、我が国一国だけで成し遂げ

られるものではなく、また、世界的な広がりがあってこそエネルギー・環境に大きな効果をもた

らすものである。国際的な関係の構築においても、ＮＥＤＯの関与は有効である。例えば、本事
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業においては、ＮＥＤＯ燃料電池水素技術開発部、産業技術総合研究所エネルギー技術研究部門、

米国ロスアラモス国立研究所水素燃料電池研究所の間で情報交換等に係る覚書を締結しているが、

ＮＥＤＯは米国エネルギー省担当部署との折衝を経産省と連携して担っている。 

 

４． 事業の背景 

燃料電池技術は、地球環境・エネルギーセキュリティ・経済の持続的成長という「３つのＥ」を同

時に達成する上で最も期待がかかる重要技術であり、我が国のみならず、世界各国が熱心に国際競争

を展開している。我が国における燃料電池・水素関連の技術開発については、２００１年１月の「燃

料電池実用化戦略研究会報告書」（以下「戦略報告書という。」を出発点として官民協力による様々な

取り組みが始まった。２００２年２月には、第１５４回国会における内閣総理大臣施政方針演説で、

「燃料電池は、水素をエネルギーとして利用する時代の扉を開く鍵です。自動車の動力や家庭の電源

として、３年以内の実用化を目指します。」と言及され、政府が一丸となって燃料電池の開発を進め

ることが宣言された。総理の施政方針演説を受け、燃料電池の技術開発は加速化され、あわせて燃料

電池自動車と水素ステーションに関する実証実験である。「燃料電池システム等実証研究（ＪＨＦ

Ｃ）」もスタートした。２００２年の総理の施政方針演説は、我が国における水素・燃料電池技術に

関する取り組みを大幅に加速させ、我が国が燃料電池の分野でのリーダーシップを担う結果となった。

現在、日本の大手自動車メーカ３社であるトヨタ自動車、日産自動車、本田技研のすべてが独自開発

の燃料電池自動車を実用化しており、その技術レベルも世界最高水準を達成している。また、近年、

燃料電池自動車（ＦＣＶ）は、セルスタックのコンパクト化や耐久性向上が進んでいる。加えて、Ｊ

ＨＦＣ プロジェクト等で大規模な実証走行が行われており、その有効性・実用性が検証されてきて

いる。 

このように我が国では燃料電池の研究開発が大きく進展したが、その一方で顕在化してきたのが、

完成度の高い既存の自動車との本質的な壁であり、コストの大幅な削減の必要性である。図Ｉ－２に

は燃料電池自動車（ＦＣＶ）のロードマップ（２００８）を示す。 

 



5000時間以上5000時間3000時間2000時間

-40℃～約100-120℃

２０２０～３０年頃
本格商用化

耐久性**

ｽﾀｯｸ製造原価

作動温度
（始動温度含む）

数十万円/kW

-30℃～約80℃ -30℃～約90℃

約5～6万円/kW

-30℃～約90-100℃

約1万円/kW

約50% (42%)約50% (42 %)車両効率*

約4000円/kW未満

２０１５年頃
普及初期

２０１０年頃
技術実証から社会実証へ

２００８年～
技術実証

現在
（2007年度末時点）

約1000時間

約80℃

JHFCでは2002年からこれまで約120
台が登録・参加し、約60万km走行とデー

タを着実に蓄積。
ＦＣＶの車両効率は、シャシダイナモ燃費測定

では約50％（‘04）から、約56％（’07）
へ向上。（JHFC実証事業ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ値）

スタックの軽量化・コンパクト化・高出力

化等の高性能化が進展

スタック高耐久化
（起動停止対応等）

高温・低加湿対応
（ＭＥＡ等）

貴金属低減

次世代技術を基盤とする
スタック高性能･高効率化

次世代周辺機器最適化 次世代周辺機器
低コスト化

長期的基礎・基盤技術による
高性能化

産学官の取組強化による
劣化メカニズム要因分析の進展

量産化対応（スタック・MEA）

次世代スタック部材最適化

スタック高耐久化技術最適
化（高温化対応）

次世代スタック
低コスト化・高耐久化

スタック・部材低コスト化

低温始動性の向上
（-30℃環境での始動を可能化）

スタック量産技術確立
→コスト低減

高性能スタック部材の大量
生産技術確立→コスト低減

セル・スタック評価解析手法確立

固体高分子形燃料電池（PEＦＣ）ロードマップ
（燃料電池自動車（ＦＣＶ））

～究極の次世代クリーン自動車である、ＦＣＶを将来的に普及し、ＣＯ２削減へ貢献～

（FCVスタックは約100kW程度と想定）

備 考

**「耐久性」には、必
要とされる運転条件

に応じた起動停止回
数に対応することも含
まれる。

セル内電極触媒・電解質膜・界面の反応メカニズム・物質移動現象の解明

無加湿ＭＥＡ、白金代替触媒（カーボンアロイ・酸化物系等）、高活性カソード触媒 等

高温・低加湿対応ＭＥＡ・セル（電解質膜・触媒含む）

高温・低加湿対応高耐久化スタック

次世代ＭＥＡ・セル・スタック技術

（数十万円以下/kW）

＜PEFCの主な研究成果・技術動向＞

約50% (42%)以上 60% (51%) 60% (51%)以上

実証段階の技術課題 普及初期に向けた技術課題 本格商用化に向けた技術課題
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備 考

* 「車両効率」は、LHVであり、
HHVは参考値として記載。

また、2007年度より燃費測

定モードが、10・15モードか
らJC08モードへの移行が始

まったところであるが、現時
点では、両モードの数値換

算に関するデータが十分に
揃っていないことから、10・
15モードで表記。

対応温度約90-100℃（＜約30%RH）、耐久性3000時間

対応温度約100-120℃（加湿器レス）、耐久性5000時間

長期的基礎・基盤技術の強化

 

図Ｉ－２ 燃料電池自動車（ＦＣＶ）のロードマップ（２００８） 

 

現状（２００７年末時点）において、１ｋＷ当たり数１０万円するコストを２０１５年時点で１万

円/ｋＷに、本格商用化が期待される２０２０～３０年頃には４０００円/kW と現状の１００分の１

までに低減させなければならないという大きな課題がある。耐久性については既存の自動車同様１０

年以上を担保する燃料電池の確立が必要である。これらの課題を克服するためには、単純な量産効果

やこれまでのエンジニアリング手法とは異なり、「原点回帰」によるサイエンスの基本に立ち返った

研究が不可欠であることが明らかとなった。 

 

 

５．事業の必要性 

ＮＥＤＯは図Ｉ－２に示したように、燃料電池自動車の普及初期を２０１５年と想定した技術ロー

ドマップ２００８を作成している。本ロードマップに添う形で、２００８年７月に燃料電池実用化推

進協議会（ＦＣＣＪ）は、ＦＣＶの市場化のマイルストーンを２０１５年とするとシナリオを発表し

た（図Ｉ－３）。 

 



（ＦＣＣＪ作成）

出典：NEDO シンポジウム『本格普及のための低コスト化技術課題開発について』 

図Ｉ－３ 燃料電池自動車導入普及のシナリオ 

 

ＦＣＶの市場化に向けて、産業界、学術界の有識者の意見を基にまとめた燃料電池自動車実用化の

課題を図Ｉ－４に示す。 
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ＦＣＶ実用化の課題整理

従来
車

現状ＦＣＨＶ 課 題

コスト ◎
1/100程度の低減が必要

(水素コスト低減も必要)

・材料コスト低減

・電池スタックの高出力・高性能化

・電池スタックシステム簡素化

・水素系システムの低コスト化

・製造技術、量産効果

耐久性 ◎
数倍向上が必要

（実使用条件）

・電解質膜・電極触媒の高耐久化

・劣化機構解析／劣化現象の解明

航続距離 ○ 水素搭載量に依存

・電池スタック高性能化

・水素搭載量向上

・燃料電池システム全体の軽量化

車内空間 ○ 荷物スペース等の制約 ・電池スタック・水素容器のコンパクト化

走行環境 △
車システムとして対応

(－40℃～)

・低温始動性/作動温度高温化

WtoW効率 △ ＩＣＥＶの２倍程度 ・電池スタックの高効率化、車両の軽量化

環境特性 △ Zero Emission
 

出典：NEDO シンポジウム『本格普及のための低コスト化技術課題開発について』 

図Ｉ－４ ＦＣＶ実用化の課題整理 

 

従来車と比較した際に、更なる改善が必要な課題はコストと耐久性であることがわかる。したがっ

て、これらの課題を解決するためには、耐久性を支配している劣化機構を解明するとともに、その対

策として、高性能化・高耐久性化を実現する電解質膜、電極触媒及びその接合体（ＭＥＡ）の新材料

開発が強く求められている。 

図Ｉ－５には、燃料電池スタックの耐久性とコストに関する現状のレベルと２０１０年以降に目標

値を示す。 
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現状の課題

耐久性向上、燃料電池スタックコスト低減が大きな課題。

小型化、効率向上、低温始動性、そして耐久性とコストをバランスさ
せた総合的な技術開発が必要。

4000円未満1万円

5-6万円

数十万円

1000時間

3000時間

5000時間

 

出典：NEDO シンポジウム『本格普及のための低コスト化技術課題開発について』 

図Ｉ－５ 燃料電池スタックの耐久性、コスト目標 

 

図からわかるように、耐久性、コストともに、大幅な改善が必要であり、そのためにはサイエンス

の基礎に立ち返った取り組みが求められる。 

 このように、サイエンスの基礎に立ち返って劣化機構を解明するような長期に渡る研究を実施する

ことは、民間企業だけの努力では困難である。また、最終目標である革新的なＭＥＡ材料開発を効率

良く実施するためには、サイエンスに立ち返って基礎研究を行う学術界と電解質材料メーカ、電極触

媒材料メーカ、ＭＥＡ開発メーカ等の産業界が一体となった産学連携による集中的な取り組みが必須

である。 

 

 

６．海外の情勢について 

 米や欧州、アジアで基礎研究や新材料の研究開発が活発に行われている。特に米国ではＤＯＥの水

素プログラムを中心に燃料電池業界のニーズを強く反映した電極触媒、電解質膜や物質移動等に関す

る研究が多く実施されている。ＤＯＥ水素プログラムは、ＤＯＥが実施している燃料電池及び水素に
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関する研究開発の総称である。ＤＯＥ水素プログラムは２００３年１月にブッシュ大統領が発表した

水素燃料電池自動車や基盤技術の開発促進を行う５ヵ年計画である水素イニシアティブ（Hydrogen 

Fuel Initiatives）に基づいて実施されてきている。図Ｉ－６には、水素・燃料電池に関する予算の

推移を示している。  

 

出典：2008 DOE Annual Merit Review Meeting 

図Ｉ－６ ＤＯＥの水素・燃料電池関連予算の推移 

 

ブッシュ前大統領の水素イニシアティブ声明後、予算の増強が行われ、ここ数年は、年間３００億

円規模で推移しており、水素・燃料電池の研究開発国がバックアップしていることがわかる。ＤＯＥ

水素プログラムは、産業界、学会、国立研究機関、連邦政府及び国際機関とのパートナーシップのも

とで取り組まれている。対象とする範囲は、水素の製造・輸送・貯蔵技術、輸送用及び分散型定置式

発電、携帯用機器の電源のための燃料電池技術の開発である。また、安全性や標準化、実使用環境下

での水素や燃料電池技術の実証、重要なステイクホルダーへの教育にも取り組んでいる。２００８年

のＤＯＥ水素プログラムの燃料電池研究開発に関する事業予算は＄６２．１Ｍ（約６５億円）であっ

た。図Ｉ－７に２００６年から２００８年までのテーマ別の予算の推移を示す。 
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出典：2008 DOE Annual Merit Review Meeting 

図Ｉ－７ 燃料電池関連のテーマ別予算 

 

２００７年度までは、電解質膜（Membrane）関する予算が＄１４Ｍで一番多かったが、２００８年

度には、触媒（Catalyst）に関する予算が大幅に増額されており、触媒研究が強化されていることが

わかる。図Ｉ－８には、２００８年度のテーマ別の予算配分を示す。 

 

 

出典：2008 DOE Annual Merit Review Meeting 

図Ｉ－８ ２００８年度の燃料電池関連テーマ別予算配分 
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電解質膜（Membrane）、電極触媒（Catalysts）、解析（Characterization/Analysis）で、燃料電池

関連予算の約半分を占めている。劣化等の現象メカニズム解明と材料開発に多くの予算が割り当てら

れており、米国政府が新材料開発の支援に積極的であることがわかる。 

 欧州では、ＤＯＥの水素プログラムに相当するものとして、燃料電池・水素ジョイント・テクノロ

ジーイニシアティブ（ＦＣＨ ＪＴＩ）プログラムが実施されている。ＦＣＨ ＪＴＩプログラムに

は、２００８年から２０１３年の間に、４億 5000 万ユーロが投入される予定である。このため、実

際の実行組織である燃料電池・水素ジョイントアンダーテイキング（ＦＣＨ ＪＵ）が２００８年１

０月に設置された（設置期間は２０１７年１２月まで）。ＦＣＨ ＪＵのでは、燃料電池自動車に関

して、以下の目標を掲げている。 

 ・システムコスト：約１００ユーロ/kW 

 ・自動車用システムの耐久性（駆動用）：５０００時間 

 燃料電池の研究開発において、現状では、日本の技術は世界トップレベルと言われている。しかし

ながら、上述したように米国は国を挙げた支援策による研究開発の強化を進めている。このように国

際競争が激化するなか、日本が引き続き、世界トップの技術レベルを維持していくためには、国プロ

による継続的な支援が必要である。 

 

 

７．実施の効果 

  ｢環境エネルギー技術革新計画｣（２００８年５月）では、２０３０年における世界市場規模を、

燃料電池自動車では３兆円以上と予測している。予測根拠が明示されていないが、２０３０年時点で、

例えば、燃料電池自動車の生産台数を約１００万台と仮定し、一台の価格が３００万円（現状では数

千万円）とすると３兆円となる。 

 図Ｉ－９には、株式会社富士経済が予測した燃料電池市場の推移を示す。 
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ベースデータ出典：株式会社富士経済『燃料電池関連関連技術・市場の将来展望（２００８年度版）』 

図Ｉ－９ 燃料電池の市場規模 

図からわかるように、燃料電池自動車の市場規模は年々拡大し、２０２０年度では約９０００億円

と予測されている。一台の価格を３００万円として、年間の生産台数を３０万台とした予測結果であ

る。２００９年度から市場導入が開始された家庭用燃料電池の２０２０年の市場規模予測２５００億

円に比べても、燃料電池自動車の市場規模は大きく、その経済効果への期待は大きい。 

 

 

８．事業の目的 

燃料電池の本格的普及には、コストの低減並びに性能、耐久性及び信頼性の向上という多様な要素

を満たす革新的なブレークスルーが産業界より待望されており、そのためには、サイエンスに立ち

戻った研究開発が必要である。本事業では、反応・劣化メカニズムに係わる知見ならびにナノテクノ

ロジー等の最先端技術の融合により、触媒・電解質膜・ＭＥＡ等の材料研究を実施し、高性能・高信

頼性・低コストを同時に実現可能な高性能セルのための基礎的技術を確立することで、固体高分子形

燃料電池の本格普及に資することを目的とする。 

 

 

 

 

I-12 
 



９．ＮＥＤＯ ＰＥＦＣ技術開発プログラム上の位置付け 

 図Ｉ－１０には、ＮＥＤＯが実施している固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）のプログラムの概要

を示す。 

2010年2009年2008年2007年2006年2005年

革新的計測・解析
手法開発

燃料電池先端科学研究事業
（FC-Cubic）

燃料電池先端科学研究事業（METI事業）

燃料電池システム等実証研究
（JHFC）

燃料電池システム等実証研究（METI事業）

2011年～

固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発 新規事業
（検討中）

基礎的共通的課題
（反応機構・劣化メカニズム解明）

要素技術開発

次世代技術開発

2008～2014年度
HiPer-FCプロジェクト

実証研究

革新的MEA
材料開発 材料開発の指針

反応・劣化ﾒｶﾆｽﾞﾑ
の知見

PEFC研究開発の
総合的取り組み

 

図 Ｉ－１０ ＮＥＤＯ ＰＥＦＣプログラム 

 

象を解明し、材料開発の指針を提示するた

による反応・物質移動に

関

前述した燃料電池の政策を受けて、ＮＥＤＯでは、ＰＥＦＣに関する種々のプログラムを実施して

いる。燃料電池自動車の実証研究としては、「燃料電池システム等実証研究」において、水素燃料電

池実証プロジェクト（ＪＨＦＣ）が行われており、燃料電池自動車の有用性が検証されてきている。

「固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発」では、ＰＥＦＣの研究開発が総合的に行われている。

基礎的・共通的課題（反応機構・劣化メカニズム解明）では、産学連携によるコンソーシアムを組成

し、耐久性向上・低コスト化のブレークスルーを図るための基礎的共通的課題の研究開発を実施して

いる。要素技術開発では、大幅な耐久性向上、低コスト化及び効率向上を実現する電解質膜・電極触

媒、ＭＥＡ、周辺機器、改質器等の先端的な要素技術開発を実施している。次世代技術開発では、燃

料電池自動車等の本格普及期に求められる技術レベルに到達するために取り組むべき技術課題に対す

る革新的なアプローチの基礎的・革新的研究開発及び燃料電池セル・スタック内の様々な反応メカニ

ズムや物質移動現象を科学的に明らかにするための基礎的な研究開発を実施している。「燃料電池先

端科学研究事業」においては、反応・物質移動に関する現

めの、革新的な計測・解析手法の開発を実施している。 

 基礎的・共通的課題（反応機構・劣化メカニズム解明）の取り組みの結果、反応・劣化メカニズム

に関する多くの知見が得られてきている。また、燃料電池先端科学研究事業

する現象解明の取り組みによって、材料開発の指針が提示され始めた。 
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反応・劣化メカニズムの知見”と

 

 図Ｉ－１１には、ＰＥＦＣの次期事業のコンセプトを示す。 

以上のような背景に基づいて、本事業では、これまで得られた“

“材料開発の指針”を活用し、革新的な材料の開発を実施する。

高度計測・解析技術
・反応機構・劣化機構解明

・現象解明のための解析評価技術

・実験解析と計算科学の連動

実用化技術開発

触 媒
?低白金化技術

（白金使用量1/10）

?脱白金技術

（非貴金属、カーボン合金）

膜・電極接合体(MEA)
?革新的電解質膜

?高温・低加湿でのイオン伝導性向上

?広温度・広湿度範囲の耐久性向上

?劣化メカニズム解明・制御手法

次世代技術開発

大幅な低コスト化に資する技術開発

国際標準化

IEC/TC105

 

図Ｉ－１１ ＰＥＦＣ次期事業のコンセプト 

 

目 高度計測・解析技術開発を一体的に実施する。 

Ｉ－１２には、ＰＥＦＣ次期事業の概要を示す。 

 

ＰＥＦＣの次期事業では、燃料電池の実用化を推進するため、大幅なコスト化に資する材料開発を

的としている。このため、ＭＥＡの開発、触媒開発、

図



2014年20132012年2011年 年2010年 2015年～

固体高分子形

実用化戦略的

～2009年

固体高分子形燃料電池実用化推進技術開発（次期事業）
燃料電池

技術開発
材料開発

膜・電極接合体（MEA）

2008～2014年度
HiPer-FCプロジェクト

新規触媒

高度計測・解析技術

実用化技術開発

次世代技術開発

１

する現象解

新的なＭＥＡ材料の開発が産業界より要

 そ 材料開発に関する取組を検討するために、ＮＥＤＯは２００７年１月に、｢固体高分

形燃料電池の高耐久化への展望｣と題したシンポジウム等を開催し、ＭＥＡの高耐久化のための課

を整理してきた。また、ＮＥＤＯは２００７年４月に燃料電池・水素技術開発ロードマップ２００

量普及に向けた研究開発の目標値を明らかにしてきた。 

 

 

図Ｉ－１２ ＰＥＦＣ次期事業の概要 

 

材料開発には、ＭＥＡ開発と新規触媒開発が予定されているが、本事業は材料開発の中核を似合う予

定となっている。 

 

 

０．本事業開始に向けたＮＥＤＯの準備 

 ＮＥＤＯは、｢固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発｣（２００５～２００９年度）において

も、燃料電池に係る技術開発を総合的に進めてきている。その中で、反応・劣化メカニズムに関する

多くの知見が得られてきた。また、燃料電池先端科学研究事業による反応・物質移動に関

明の取り組みによって、材料開発の指針が提示され始めてきた。一方、燃料電池自動車の実用化の主

たる課題としては、燃料電池のコスト低減と耐久性の向上であるが明らかになり、その解決にはＭＥ

Ａ材料開発がキーであることがわかってきた。このため、革

望された。 

こでＭＥＡ

子

題

６を作成し、燃料電池自動車の大

これらの検討結果に基づいて、本事業の基本計画を２００７年１２月に提示したうえで、研究内容、

技術課題等に対する意見を当該分野に関連する専門家の方を中心として幅広く求めることを目的とし

たワークショップを、２００８年１月に開催した。その場において、本事業のプロジェクトリーダー

として、ＮＥＤＯが山梨大学 燃料電池ナノ材料研究センターの渡辺教授を指名した。 

 これらの検討過程を通じて、ＮＥＤＯは次の３点に留意して、本事業の計画・体制の構築に努めた。
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ためには基礎に立ち返った研究が必要であること 

 

ためのキーとなる技術である。「燃料電池・燃料電池自動車」はエネルギー革新技術として、

社会的な必要性が高く、政策的な位置付けも明確となっている。また燃料電池自動車の予測市場規模

は大きく、対投資効果としても大変大きい。また燃料電池自動車の普及には、水素ステーション等の

インフラ整備も不可欠である。燃料電池の開発と水素インフラ整備のための技術開発は密接な連携が

求められ、一体で運営することが求められる。 

米国では、ＤＯＥ傘下において、国を挙げて研究を支援しており、国際競争が激化している。ＮＥ

ＤＯはこれまで継続して、燃料電池の研究開発を支援しており、本事業によってこれまで実施してき

たＰＥＦＣ事業の研究成果の活用が期待される。 

 一方、燃料電池自動車を大量に普及されるための課題であるコスト低減、耐久性向上の技術ハード

ルは高い。また、ＭＥＡ材料は多岐に渡り、１企業の努力では目標達成は困難である。したがって、

サイエンスに立ち返った研究が必要であり、産学連携による取り込みが有効である。 

 このような背景から、本事業はＮＥＤＯがこれまでの知識、実績を活かして推進すべき事業と考え

る。 

 ・ＭＥＡ材料開発にブレークスルーをもたらす

・強力なプロジェクトリーダーの存在が有効であること 

 ・可能な限り研究者を結集し、情報交換・研究交流を密に実施するための集中的な研究体制を構築

すること 

 

 

１１．ＮＥＤＯ事業としての意義 

 これまで説明してきたように、自動車用燃料電池のＭＥＡ材料は、燃料電池自動車の大量普及を実

現する
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ＩＩ．研究開発マネジメントについて 

 

１． 事業の目標 

燃料電池自動車の本格的普及には、コストの低減並びに性能、耐久性及び信頼性の向上という多様

な要素を満たす革新的なブレークスルーが産業界より待望されており、そのためには、サイエンスに

立ち戻った研究開発が必要である。２００５年度から実施している「固体高分子形燃料電池実用化戦

略的技術開発」では、固体高分子形燃料電池の高効率化・高信頼性化・低コスト化に向けて燃料電池

セル・スタックの反応・劣化メカニズムの解明を実施してきたところである。今後はこれらの知見を

革新的材料の開発へと発展させていく必要があり、これまでに得られた知見に基づいて固体高分子形

燃料電池の最も重要な要素である触媒、電解質膜及びＭＥＡ（膜・電極接合体）の材料研究を実施し

て高性能・高信頼性・低コストを同時に実現可能な高性能セルのための基礎的技術を確立することが

喫緊の課題である。 

そこで、本事業では、反応・劣化メカニズムに係る知見並びにナノテクノロジー等の最先端技術の

融合により、触媒・電解質膜・ＭＥＡ等の新材料研究を実施し、高性能・高信頼性・低コストを同時

に実現可能な高性能セルのための基礎的技術を確立することで固体高分子形燃料電池の本格普及に資

することを目的とする。また、本事業の実施により、今後の研究開発及び利用を支える優秀な人材の

養成・確保等に大きく貢献することが期待される。 

具体的には、以下の目標の達成を目指す。 

＜最終目標２０１４年度（平成２６年度）末）＞ 

 －３０℃で起動し、最高１００℃での作動が３０％ＲＨ（相対湿度）で可能なＭＥＡを開発する。

なお、自動車用を想定した燃料電池セルとして、電極触媒の白金使用量は現状の１／１０とするとと

もに、効率は定格２５％で６４％ＬＨＶ、耐久性は５，０００時間作動及び６万回の起動停止が見通

せるものとする。 

 

プロジェクトの最終目標値は図ＩＩ－１に示す燃料電池自動車（ＦＣＶ）のロードマップ２００６

に準拠している。 

 



無加湿MEA、白金代替 ・低酸素過電圧触媒等

5000時間5000時間3000時間2000時間

-40℃～100-120℃＜

発電効率：ＬHV (ＨHV)

長期的課題の反映
（性能・コスト確保が前提）高温･低加湿対応技術に

目処（単セルレベル）
対応温度約90-100℃（＜約30%RH）
耐久性3000時間
（低コスト化が見込めること）

次世代技術

高温･低加湿対応技術開発
高温･低加湿対応MEA開発
（電解質膜、触媒を含む）
高温対応セパレータ
損失の少ない加圧系

高温･低加湿対応技術コスト低減・
高耐久化（スタックレベル）
対応温度100-120℃（加湿器レス）
耐久性5000時間
（低コスト化が見込めること）

２０２０～３０年頃
（次世代車本格普及）

耐久性

製造価格

作動温度*
（始動温度含む）

数十万円/kW

-20℃～約80℃ -30℃～約90℃

5～6万円/kW
(想定10万台/年）

-30℃～90-100℃＜

約1万円/kW
(想定100万台/年）

50% (42%**) 50% (42%**) ＜約50% (42%**)車両効率 60% (51%**) 60% (51%**)

約4000円/kW未満
(約100万台/年）

２０１５年頃
（初期車普及・次世代車実証）

２０１０年頃
（初期車限定導入）

２００７年頃
（初期車実証）現在

長期的課題解決技術

約1000時間

約80℃

備 考

「発電効率」「耐久性」「製
造原価」は同時に達成が

期待される指標。ただし、
互いにトレードオフの関係

にある。

*「作動温度」は始動温度を

含む。作動温度はスタック
イメージを表すものであり、
上記３指標を満たすことが
最優先。

**HHV数値は参考値

ＰＥＦＣ(自動車用)技術開発の展開

劣化・反応機構解明
スタック耐久性・信頼性向上策

補機ロス低減

スタックコンパクト化のための
最適化・高性能化

スタック高耐久化
（起動停止対応等）

高温・低加湿対応
（ＭＥＡ等）

貴金属低減

次世代技術を基盤とする
スタック高性能･高効率化

次世代周辺機器最適化
次世代周辺機器

低コスト化（性能を維持）

長期的課題の解決による
高性能化（コスト増無）

セル・スタック評価解析手法確立

量産化対応（スタック・MEA）

次世代スタック部材最適化

スタック高耐久化技術最適
化（高温化対応）

次世代スタック
低コスト化・高耐久化

スタック・部材低コスト化

周辺機器の部品点数削減・
低コスト材料化→コスト低減

スタック量産技術確立
→コスト低減

高性能スタック部材の大量
生産技術確立→コスト低減

スタック高効率化

セル・スタック評価解析手法確立

燃料電池技術開発ロードマップ概要版

 

図ＩＩ－１ ＰＥＦＣ（自動車用）技術開発の展開（２００６） 

 

 また、本事業が７年間と長期に渡ることからから、以下に示す中間目標を設定した。 

＜中間目標①２００９年度（平成２１年度）末）＞ 

広温度領域（室温～１００℃）での高精度な電極触媒の劣化解析試験法及び高温低加湿下での炭化

水素系電解質膜の劣化加速試験法を確立するとともに、材料作製、耐久試験及び解析を一体的に実

施し得るクリーンな研究開発環境を整備し、各試験機器の精度を確認する。 

 

本研究開発で目標とするＭＥＡ性能を実現するためには、ＭＥＡの性能悪化、品質低下等の要因で

あるコンタミ（不純物質）等の影響を十分に排除した研究環境が求められる。このため、本事業の実

施に当たっては、クリーンルーム、クリーンリフトによる防塵環境を整備する。また、本研究開発に

おいては、世界最高性能の計測装置を活用したメカニズム解明を行う。このために必要とされる防振

及び磁気漏洩シールドを実施した実験環境を整備する。したがって、研究開始からの２年間は、研究

環境を整える必要があるため、＜中間目標①２００９年度（平成２１年度末）＞には、材料作製、耐

久試験及び解析を一体的に実施し得るクリーンな研究開発環境の整備と各試験機器の精度確認を目標

値に設定した。また、ＭＥＡの開発に当たっては、先ず、材料開発の方向性を明らかにするために劣
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化解明が求められる。そこで、劣化解明を精度良く効率的に実施するため、劣化試験方法の確立を目

標値として設定した。 

 

＜中間目標②２０１２年度（平成２４年度）末）＞ 

開発した試験法及び整備した研究開発環境を活用し、電解質膜の開発については低温下（－３

０℃）及び高温低加湿下(１００℃、３０％ＲＨ)での作動確認、ＭＥＡの開発については電極触媒

の白金使用量が１／１０での発電確認を行う。 

 

本事業の最終目標では５０００時間作動及び６万回の起動停止の耐久性が求められる。加速試験方

法を活用するものの、耐久性評価には時間を要する。そこで、研究５年目に当たる２０１２年度（平

成２４年度）の＜中間目標②＞では、初期性能として、目標性能達成することを念頭に、電解質膜の

開発については低温下（－３０℃）及び高温低加湿下(１００℃、３０％ＲＨ)での作動確認、ＭＥＡ

の開発については電極触媒の白金使用量が１／１０での発電確認を目標値として設定した。 

 

 

２．事業の計画内容 

本事業の最終目標で設定したＭＥＡ性能を達成するためには、耐久性を改善し、コスト低減を図る

ために白金使用量を低減する必要がある。このため、劣化メカニズムを解明し、ＭＥＡを構成してい

る主要な要素である電極触媒及び電解質膜の革新的な材料を開発する必要がある。このような背景の

もと、上記の目標を達成するため、以下の４つの研究開発項目を実施する。また、各研究項目は相互

のフィードバックを必要とし、それぞれの開発成果を適用する必要が関係しているため、図ＩＩ－２

に示すように総合的に一体的に推進する。 

【研究開発項目① 劣化機構解析】 

 各種劣化モードにおける加速試験法を開発するとともに、劣化機構解析結果を新材料開発にフィー

ドバックするために、電極触媒の負荷変動及び不純物による劣化速度と機構の解析、炭化水素系電解

質膜の高温・低加湿下における劣化速度・機構の解析並びに電池内反応分布と劣化機構の解明等を実

施する。 

【研究開発項目② 高活性・高耐久性の触媒開発】 

高活性と高負荷変動耐性を両立させるために、劣化機構解析等で得られた知見に基づき、高活性・

低溶解性白金合金触媒及び高電位安定性担体・担持触媒並びに高活性・高耐久性・低Ｓ／Ｃ（水蒸気

／炭素比）燃料改質系触媒等の開発と評価を実施する。 

【研究開発項目③ 広温度範囲・低加湿対応の電解質膜開発】 

自動車用燃料電池で想定される広温度範囲、低加湿条件に対応するために、高プロトン導電率・高

形状安定性炭化水素系電解質膜及び高酸化・高加水分解耐性炭化水素系電解質膜の開発と評価並びに

高温低加湿及び低温での特性改善等を実施する。 



【研究開発項目④ 自動車用ＭＥＡの高性能・高信頼化研究】 

自動車用燃料電池において想定される作動条件に対応した、高触媒利用率炭化水素系ＭＥＡ並びに

温度サイクル・負荷変動安定炭化水素系ＭＥＡ等の開発と評価を行う。 

 

①劣化機構解析

④自動車用MEAの
高性能・高信頼化研究

③広温度範囲・低加湿対応の
電解質膜開発

②高活性・高耐久性の触媒開発

総合的・一体的
に推進

開発成果適用

開発成果
適用

相互フィードバック

相互
フィードバック

 

図ＩＩ－２ 研究開発項目の推進体制 

 

研究の推進に当たり、研究マップとして、触媒・膜材料・ＭＥＡ材料と最終目標の関係を図ＩＩ－

３に示す。 

合成 評価 劣化解析 最終目標

混合ガス曝露試験

高酸化・
高加水分解耐性

炭化水素膜
一次・高次構造
モルフォロジー高温低加湿対応

炭化水素膜

高活性・高耐久性白金合金
触媒

高電位安定性担体・担持合
金触媒

高電位安定性担体

部位

膜

ｲｵﾉﾏｰ

触媒

フィードバック

プロトン導電率
ガラス転移温度

ガス透過率
機械強度

精密・高速
電気化学評価

ナノ構造・電子構造の体系的
複合評価

単セル／ショートスタック運転
試験

熱水試験

乾湿ｻｲｸﾙ

炭化水素膜劣化
ﾌﾟﾛｾｽの解明と抑制

－30～100℃、
低加湿30%RH

運転可能なMEA

性能回復手段

高性能高耐久性
低コスト改質触媒

炭化水素膜加速劣化試験法
の確立

高性能高耐久性
低コストPt合金触媒

起動停止／負荷変動電位ｻ
ｲｸﾙ

ｶﾞｽ不純物／
電解質分解生成物

添加

MEA

化学・熱的に安定
な高分子電解質

触媒利用率向上指針

改質活性評価
DSS起動停止

負荷変動
温度ｻｲｸﾙ

高活性・
高耐久性・低S/C燃料改質

触媒

起動停止
負荷変動
温度ｻｲｸﾙ

高触媒利用率
炭化水素系MEA

高プロトン導電率・高形状安
定性

炭化水素膜

 

図ＩＩ－３ 研究マップ 

 

本研究マップに示すように、劣化メカニズム解析の結果を適宜フィードバックし、触媒・膜材料・
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ＭＥＡ材料開発を相互に連携して実施する。 

研究開発のスケジュールを図ＩＩ－４に示す。 

 

劣化機構
解析

高活性・
高耐久性の
触媒開発

目標 MEA性能
・温度,RH
・効率
・耐久性
・ｺｽﾄ（Pt1/10）

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
MEA性能
・温度,RH
・ｺｽﾄ（Pt1/10）

・劣化試験法
・研究環境

整備

広温度範囲・
低加湿対応の
電解質膜開発

自動車用MEA
の高性能・
高信頼性化
研究

劣化機構解析手法開発 劣化機構解析手法の改良

触媒・電解質膜・MEA開発にFB 耐久性向上へのFB

新規触媒・担体材料開発

有望な電解質膜候補探索

新規触媒の開発

Pt量1/10で発電確認

耐久性を有する触媒開発

新規電解質膜の開発

低温下、高温低湿度下での作動確認

目標MEA性能・耐久性を
有する膜開発

MEA評価方法検討

触媒・膜特性とMEA特性
の相関把握

触媒・膜特性を活かすMEA開発

Pt量1/10で発電確認

最終目標を達成するMEA
開発

 

図ＩＩ－４ 研究開発スケジュール 

 

７年間の事業期間において、２年目と５年目に中間評価を実施し、必要に応じて研究の方向性を見

直す予定である。 

 

３．研究の実施体制 

本事業はＮＥＤＯ技術開発機構がプロジェクトリーダーとして委嘱する、国立大学法人山梨大学 

燃料電池ナノ材料研究センター センター長の渡辺政廣教授の下で実施する。渡辺教授は、燃料電池

研究の黎明期から現在までの永年にわたり、触媒機構研究から新材料開発、性能実証までの幅広い範

囲で、最先端の研究を行い、世界の燃料電池研究をリードしてきた第一人者である。最近では２００

７年に、水素経済のための国際パートナーシップ研究開発に関し「2007 IPHE Technical 

Achievement Award」を受賞するなど、その研究成果や功績は世界的に広く認められている。また、

２００５年度からＮＥＤＯで実施している「固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発／基礎的・

共通的課題に関する技術開発／固体高分子形燃料電池内の物質・反応分布の分析・可視化システム開

発とＭＥＡ・セル設計への応用」のプロジェクトリーダーとして高い知見と指導力を発揮し、優れた

成果を挙げてきた。さらに２００３年から実施された文科省リーディングプロジェクト「次世代型燃

料電池」においてプロジェクトリーダーを務め、優れた成果を挙げてきている。したがって本事業の
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ＰＬとして最もふさわしい者と判断している。また、研究開発の効率的推進及び技術情報の管理等の

観点から、プロジェクトリーダーの下に研究者を可能な限り結集して研究開発を実施する。 

 図ＩＩ－５には研究実施体制を示す。 

（株）カネカ ③④ （電解質膜合成とMEA化）

①劣化機構解析

②高活性・高耐久性触媒開発

③広温度範囲・低加湿対応電解質膜開発

④自動車用MEAの高性能・高信頼化研究

富士電機ホールディングス（株） ②

（触媒のスタック評価）

ＮＥＤＯ技術開発機構

プロジェクトリーダー：
渡辺政廣（山梨大学教授）

パナソニック（株） ① （実用セル/スタック評価）

田中貴金属工業（株） ② （触媒実用性評価）

東京大学 ①② （分光法触媒解析）

早稲田大学① （燃料電池反応解析）

（株）島津製作所 ① （反応分布解析）

（株）東レﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ ① （電解質劣化機構解析）

<共同実施>

山梨大学

 

＊共同実施先である東京大学はＨ２０年度のみの実施。 

図ＩＩ－５ 研究実施体制 
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 表ＩＩ－１には各実施先の予算を示す。 

 

表ＩＩ－１ 研究予算一覧表 

 研究予算（百万円） 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2011 総額 

通常 

予算 

補正 

予算 

通常 

予算 

      

山梨大学 1,400 748 1716      3,864 

カネカ 48 0 54      101 

東レＲＣ 24 0 30      54 

富士電機 33 0 32      65 

田中貴金属 2 0 2      4 

島津 1 0 1      2 

パナソニック 2  6      7 

総額 1,510 748 1840      4098 

 

図ＩＩ－２に示したように、主要な４つの研究開発項目は密接に繋がっており、設備等も共用して

いるため、テーマ毎の予算を明示するのは困難である。そこで開発予算については、実施者毎に年度

毎の予算を示した。 

２００８年度は補正予算が活用できたため、当初計画していたよりも主要な実験装置を早めに導入

することができた。その結果、２００９年８月に実施した本事業の研究拠点となる山梨大学 燃料電

池ナノ材料研究センターの開所式（図ＩＩ－６）に合わせて、主要な実験装置（表ＩＩ－２）の導入

を完了することができ、研究センターを本格稼働することができた。 

 



 

オフィス棟 

実験棟 

開所式 

図ＩＩ－６ 山梨大学 燃料電池ナノ材料研究センター 

 

表ＩＩ－２ 代表的な実験装置 

 設備名 特 徴 

1. In-situ 反応観察 

透過電子顕微鏡 

実条件に近い温度や雰囲気条件下で、試料に起る反応を、原子レ

ベルの分解能でリアルタイムに観察することができる。 

2. XPS  

（高温前処理装置付き） 

最高 1100℃で雰囲気制御可能な特殊セル中で試料を処理し、大気

暴露せずに触媒の電子構造解析を行うことができる。 

3. in-situ XRD 様々な温度（室温～1000℃）、雰囲気条件下で、触媒を構成する

金属や担体の結晶構造や結晶子径をナノレベルで解析できる。 

4. ＮＭＲ 高分子電解質膜の分子構造、電子状態を精密に解析することがで

きる。また、高分子電解質膜中のプロトン拡散係数を測定すること

ができる。 

5. ラマン顕微鏡 電解質膜中の分子構造の局所的な分光測定を行い、発電中の電解

質膜の水の状態や劣化過程を解析することができる。 

6. Ｅ－ＳＥＭ 様々な温度（-３０℃～１２００℃）、雰囲気条件下で、材料の構

造変化をサブミクロンレベルで観察できる。 

7. イオンクロマトーＭＳ 高分子電解質の分解化合物をイオンクロマトグラフで定量し、同

時に高分解能な飛行時間型質量分析計で定性分析を行うことができ

る。 

8. 低温電解質膜評価装置 高分子電解質膜のプロトン導電率を、-３０～８０℃の範囲で正確

に測定することができる。 
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４．研究内容 

 次に、研究開発項目毎の研究内容を説明する。 

①劣化機構解析 

 「①劣化機構解析」の実施体制を図ＩＩ－７に示す。 

 

 

山梨大学

　　1）電極触媒の負荷変動および不純物
　　　による劣化速度・機構の解析　
　　　ナノカプセル法、その他による高分散触媒の
　　　特性・耐久性を、新開発マルチチャンネル
　　　フロー二重電極セル（M-CFDE）を用いて評価

　　5)　燃料電池内反応分布と劣化機構の解明
　　　可視化装置を用いて、セル運転条件による
　　　劣化メカニズム解明

東レリサーチセンター
　4）　炭化水素系電解質の高温・低加湿
　　　下の劣化速度・機構の解析
　　　　

島津製作所
7)　劣化解析可視化装置の改良
　　　

パナソニック
　2）実用セル、スタックによるMEA化条件確立
　と、劣化メカニズム解析

東京大学
　3）　シンクロトロン放射光分光法による
　　　合金触媒のナノ構造・電子状態解析
　　　　

早稲田大学
6）　劣化機構可視化用新規
　プローブ色素膜の開発
　

＊共同実施先である東京大学はＨ２０年度のみの実施。 

図ＩＩ－７ 「①劣化機構解析」の実施体制 

 

「①劣化機構解析」は１）～７）の７テーマで構成される。各テーマの研究内容を以下に示す。 

 

１）電極触媒の負荷変動及び不純物による劣化速度・機構の解析（山梨大学） 

 各種劣化モードにおける加速試験法を開発するとともに、劣化機構解析結果を材料開発にフィード

バックするために、電極触媒の負荷変動及び不純物による劣化速度と機構の解析、炭化水素系電解質

膜の高温・低加湿下における劣化速度・機構の解析ならびに電池内反応分布測定に基づく劣化機構の

解析を行う。 

 

２）実用セル、スタックによる MEA 化条件確立と、劣化メカニズム解析（パナソニック） 

 実 MEA における電圧低下に対する過電圧の分離と、その過電圧変化が、触媒のもつ本質的な活性に

対して、材料、触媒層構造等のどの変化によるものかを解析し、劣化メカニズムを明らかにする。そ

の情報をフィードバックすることにより、より高性能、高耐久な材料開発に資する。 

 

３）シンクロトロン放射光分光法による合金触媒のナノ構造解析（東京大学） 
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 実用燃料電池内部をその場で観察できる新たなセルを開発し、シンクロトロン放射光分析により合

金触媒のナノ構造解析を行う。 

 

４）炭化水素系電解質の高温・低加湿下の劣化速度・機構の解析（東レリサーチセンター） 

 炭化水素系膜においては各種の化学構造を有するポリマーが開発されているが、実機を用いた耐

久性試験では長時間が必要なため簡便に耐久性を評価する劣化加速試験が強く望まれている。また、

炭化水素系電解質膜の劣化機構は未だ明確にされておらず劣化の指標となる化合物も見出されていな

い。本テーマでは電解質膜の劣化評価法を含めた劣化加速試験法を確立するとともに、炭化水素系電

解質膜の高温・低加湿下を含めた条件下での劣化機構解析と劣化速度の評価を行う。 

 

５）燃料電池内反応分布と劣化機構の解明（山梨大学） 

本テーマでは、「NEDO 燃料電池可視化プロジェクト」で得られた成果である燃料電池内の酸素分圧

可視化技術を発展させて、燃料電池内の反応分布と劣化挙動の解明を行うことを目的としている。

燃料電池内の酸素分圧可視化技術は新しい技術であり、この技術を燃料電池開発に結びつけるため

には、位置･時間分解能および測定精度を向上させる必要がある。それに加えて温度及び水蒸気分圧

可視化を実現し、酸素・温度・水蒸気分圧の可視化を一つのセル内で行うことが可能になれば、反

応分布と劣化機構の解明は加速される。また、触媒カーボン担体が劣化するときには、カーボンが

酸化されて二酸化炭素が発生する。この二酸化炭素の発生を検出するための、新しい装置設計も目

指す。 

 

６）劣化機構可視化用新規プローブ色素膜の開発（早稲田大学） 

燃料電池内の反応分布の可視化を行うためには、酸素分圧の可視化精度を向上させるとともに、

セル内の反応によって変化する温度の分布や触媒担体の劣化によって生じる二酸化炭素の分布を測

定する新たな手段が必要とされる。そのために、新たな酸素分圧測定用の色素膜を開発するととも

に、温度および二酸化炭素を検出できる新規色素膜の開発を目的とする。 

 

７）劣化解析可視化装置の改良（島津製作所） 

燃料電池内の反応分布の可視化を行うためには、酸素分圧の可視化精度を向上させるとともに、

セル内の反応によって変化する温度の分布や触媒担体の劣化によって生じる二酸化炭素の分布を測

定する新たな手段が必要とされる。そのために、テーマ６）劣化機構可視化用新規プローブ色素膜

の開発で早稲田大学から供給された新たな温度測定および二酸化炭素色素を用いて、可視化装置の

改良や新たなシステムの設計を行う。 

 

② 高活性・高耐久性の触媒開発 

 「②高活性・高耐久性の触媒開発」の実施体制を図ＩＩ－８に示す。 



山梨大学 

１） 触媒作用支配因子の理解、新触媒設計 
のための基礎研究 

2) 高活性・高耐久性白金合金触媒の開発と評価

3) 高電位安定性担体・担持触媒の開発と評価 

4) 高活性・高耐久性・低 S/C 燃料改質触媒の開発と評価

田中貴金属

6) 高活性・高耐久性白金合金触媒の工業ﾌﾟﾛｾｽ検討

富士電機ホールディングス 

東京大学 (共同実施先)
5） in-situ XAFS を用いた新規開発ナノ粒子合金触媒

の構造と反応性の相関解明 

7) 新触媒のセル・スタック製作・評価 
 

＊共同実施先である東京大学はＨ２０年度のみの実施。 

図ＩＩ－８ 「②高活性・高耐久性の触媒研究・開発」の実施体制 

 

「②高活性・高耐久性の触媒開発」は１）～７）の７テーマで構成される。各テーマの研究内容を以

下に示す。 

 

１）触媒作用支配因子の理解、新触媒設計のための基礎研究（山梨大学） 

 本テーマでは、劣化機構解析等で得られた知見に基づき、高活性・低溶解性白金合金触媒及び高

電位安定性担体・担持触媒を開発するに際して、基本となる触媒作用支配因子の理解、新触媒設計の

ための基礎研究を行う。 

 

２）高活性・高耐久性白金合金触媒の開発と評価（山梨大学） 

 本テーマでは、高活性と高負荷変動耐性を両立させるために、劣化機構解析等で得られた知見に

基づき、高活性・低溶解性白金合金触媒及び高電位安定性担体・担持触媒を開発し、性能を評価する。 

 

３）高電位安定性担体・担持触媒の開発と評価（山梨大学） 

ＰＥＦＣでは、起動停止や燃料欠乏時にカソード電位が急激に１．３Ｖ以上に上昇し、炭素担体

の腐食やＰｔ触媒の活性表面積の減少等の劣化が起こる。そこで本テーマでは、固体高分子形燃料

電池の耐久性及び信頼性の向上のため、酸性環境下の高電位において耐久性が高く、ナノサイズの

Ｐｔ系触媒を高分散担持できる担体材料を開発する。 

 

４）高活性・高耐久性・低 S/C 燃料改質触媒の開発と評価（山梨大学） 

家庭用燃料電池システムあるいはＦＣＶの水素供給ステーションに応用可能な高効率かつコンパ

クトな天然ガス等の燃料改質装置の開発が重要課題である。例えば、家庭用システムでは水蒸気改

質、ＣＯ変性、ＣＯ選択酸化の３工程を経て都市ガスから水素の製造・精製を行っている。これら

に用いられる触媒は、性能向上とともに、家庭用システムに特有な日々の起動停止や運転条件変動

への耐久性向上、更にはコストの削減が望まれている。そこで本テーマでは、新規な触媒調製法を
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用いてこれらを満足する触媒を開発する。 

 

５）in-situXAFSを用いた新規ナノ粒子合金触媒の構造と反応性の相関解明（東京大学） 

稼動中の燃料電池内部の触媒の構造･電子状態や触媒表面の吸着種の解析を行ううえで、シンクロト

ロン放射光分光法は強力な手段となりうる。本テーマでは、実用燃料電池内部をその場で観察できる

新たなセルを開発し、シンクロトロン放射光分析により新規ナノ粒子合金触媒の構造と反応性の相関

解明を行う。 

 

６）高活性・高耐久性白金触媒の工業プロセス検討（田中貴金属工業） 

本テーマでは、物性評価およびチャンネルフロー電極法による活性評価によって、有望と絞り込ま

れた電極触媒材料に関して、作製プロセスを確立するとともに、その触媒の単セルの発電結果をプロ

ジェクトにフィードバックし、さらに高性能な触媒開発の方向性を見出す。 

 

７）新触媒のセル・スタック製作・評価（富士電機ホールディング） 

 実際のシステム、スタックに高活性・高耐久性のカソード触媒を適用するには、実用セル面積を有

するセル・スタックでの特性、および耐久性の検証が必要である。本テーマでは、実機相当の電極面

積を有するセル・スタックを製作し、初期特性，耐久性を評価するとともに、運転後の触媒を分析評

価し、触媒開発にフィードバックすることにより、実際のシステムで使用可能な触媒開発に寄与する。 

 

③広温度範囲・低加湿対応の電解質膜開発 

 「③広温度範囲・低加湿対応の電解質膜開発」の実施体制を図ＩＩ－９に示す。 

 

 

山梨大学

1） 高プロトン導電率・高形状安定性炭化水素膜の開発と評価

2） 高酸化・高加水分解耐性炭化水素膜の開発と評価

3） 高温低加湿および低温での特性改善

カネカ
4） 高プロトン導電率・高形状安定性を示す

炭化水素系電解質膜の製造法検討

5） 高酸化･高加水分解耐性の新型電解質膜の最適化

研究体制スキーム

 

図ＩＩ－９ 「③広温度範囲・低加湿対応電解質開発」の実施体制 
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「③広温度範囲・低加湿対応の電解質膜開発」は１）～５）の５テーマで構成される。各テーマの研

究内容を以下に示す。 

 

１）高プロトン導電率・高形状安定性炭化水素膜の開発と評価（山梨大学） 

 本テーマでは、固体高分子形燃料電池の本格普及に向けた炭化水素系電解質膜の開発を目的とし、

特に、自動車用燃料電池で想定される広温度範囲、低加湿条件に対応するため、高プロトン導電率・

高形状安定性な炭化水素系電解質膜を開発する。 

 

２）高酸化・高加水分解耐性炭化水素膜の開発と評価（山梨大学） 

 本テーマでは、固体高分子形燃料電池の本格普及に向けた炭化水素系電解質膜の開発を目的とし、

特に、自動車用燃料電池で想定される広温度範囲、低加湿条件に対応するため、高酸化・高加水分解

耐性な炭化水素系電解質膜を開発する。 

 

３）高温低加湿及び低温での特性改善（山梨大学） 

本テーマでは、固体高分子形燃料電池の本格普及に向けた炭化水素系電解質膜の開発を目的とし、

特に、自動車用燃料電池で想定される広温度範囲、低加湿条件に対応するため、高温低加湿及び低温

での特性改善などを実施する。 

 

４）高プロトン導電率・高形状安定性を示す炭化水素電解質膜の製造法検討（カネカ） 

本テーマでは、高プロトン導電率・高形状安定性を示す炭化水素電解質膜について、再現性ある合

成方法の確立、製膜条件の確立など主に製造方法の検討を行うことにより、実使用を視野に入れた検

討を行う。 

５）高酸化･高加水分解耐性の新型電解質膜の最適化（カネカ） 

本テーマでは、高酸化･高加水分解耐性の新型電解質膜について、再現性ある合成・製膜技術の確立、

一次構造・高次構造の影響確認など、主に最適化を行うことにより、実使用を視野に入れた検討を行

う。 

 

④自動車用ＭＥＡの高性能・高信頼化研究 

 「④自動車用ＭＥＡの高性能・高信頼化研究」の実施体制を図ＩＩ－１０に示す。 



山梨大学

1） 既存膜系MEAの限界把握

2） 高触媒利用率炭化水素系MEAの開発と評価

3） 温度サイクル・負荷変動安定炭化水素系MEA

の開発と評価

カネカ
4） 電極触媒用炭化水素系電解質の開発

研究体制スキーム

 

図ＩＩ－１０ 「④自動車用ＭＥＡの高性能高信頼性化研究」の実施体制 

 

「④自動車用ＭＥＡの高性能・高信頼化研究」は１）～４）の４テーマで構成される。各テーマの研

究内容を以下に示す。 

 

１）既存膜系ＭＥＡの限界把握（山梨大学） 

自動車用ＭＥＡの高性能・高信頼化研究において、共同研究参画企業や自動車業界各社との連携会

議をもとに、また定置用燃料電池への波及効果も踏まえて自動車用ＰＥＦＣの発電環境条件の把握と

試験項目の抽出する行うと共に、性能レベルへの触媒の寄与率を評価する新規手法の開発を行い、現

存膜系ＭＥＡの限界性能を把握する。 

 

２）高触媒利用率炭化水素系ＭＥＡの開発と評価（山梨大学） 

自動車用ＭＥＡの高性能・高信頼化研究において、独自開発した炭化水素系電解質膜およびイオノ

マーを用いたＭＥＡの基本製法、評価手法を開発することにより、高触媒利用率炭化水素系ＭＥＡの

開発と評価を行う。 

 

３）温度サイクル・負荷変動安定炭化水素系ＭＥＡの開発と評価（山梨大学） 

自動車用ＭＥＡの高性能・高信頼化研究において、自動車用燃料電池において想定される作動条件

を考慮し、現状技術の電解質膜、イオノマーを用いたＪＡＲＩ標準セル等の実用サイズのＭＥＡの製

法を検討し、起動停止、負荷変動、氷点下起動等の特性評価を行う。 

 

４）電極触媒用炭化水素電解質の開発（カネカ） 

自動車用燃料電池において想定される作動条件に対応した、高性能ＭＥＡの開発においては重要と

なる電極触媒層用炭化水素系電解質を開発する。 
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 上述してきた研究内容をまとめ、燃料電池自動車の課題と本事業が取り組む主な課題を表ＩＩ－３

に示す。 

 

表ＩＩ－３ 燃料電池自動車の課題と本事業が取り組む主な課題 

実用化に向けた

課題 
現 状 

本格普及時 

２０２０年～ 

本事業が取り組む 

主な研究課題 

燃料電池スタック 

の製造コスト 
数十万円／ｋＷ 約４千円／ｋＷ 

・安価な電解質膜の開発 

・白金電極触媒量の低減 

耐久時間 ３千時間程度 ５千時間以上 
・電解質膜の高耐久化 

・白金電極触媒の高耐久化 

作動温度 
約９０℃（最高温度） 

-３０℃環境での始動 

約１００-１２０℃（最高温度）

-４０℃環境での始動 

・セルの高性能化 

 

 

 

 

５．研究開発の運営管理 

 これまで説明してきたようの本事業で取り組む４つの研究項目は密接に関係しており、相互に

フィードバックを掛けたり、開発成果を適用するように、総合的・一体的に運営する必要がある。こ

のため各研究開発項目間あるいは実施先間の情報交換及び連携が求められる。図ＩＩ―１１には運営

管理体制を、表ＩＩ－４に開催実績を示す。 

 



【共同実施】

東大 分光法による触媒解析

早大 燃料電池反応解析

自動車業界
(FCCJ)

燃料電池先端科学研究事業
（FC-Cubic）

カネカ
電解質膜合成とMEA化

山梨大学
①劣化機構解析、②触媒研究開発
③電解質膜開発、④自動車用MEA

HiPer-FC
PL 渡辺 政廣

富士電機ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
触媒のスタック評価

東レリサーチセンター

電解質劣化機構解析

固体高分子形燃料電池
実用化戦略的技術開発

PL会議

田中貴金属
触媒実用性評価

パナソニック
実用セル/スタック評価

島津製作所
反応分布解析

共同研究

意見交換会

NEDO運営会議

実施者
会議

METI

 

図ＩＩ－１１ 運営管理体制 

 

 

表ＩＩ－４ 開催実績 

年度 ２００８ ２００９ 

月度 ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11

運営会議 ○      ○      ○      

実施者会議  ← ○ →  ← ○ →   ← ○ →  ← ○ →  

FC-Cubic 連携会議      ○   ○  ○        

ＰＬ会議          ○         

FCCJ との意見交換会    ○        ○       

 

 

５．１ ＨｉＰｅｒ－ＦＣプロジェクト運営会議 

委託先間の連携強化を図ると共に、ＮＥＤＯマネジメントの一貫として、ＮＥＤＯの意向をダイレ

クトに研究内容の反映させることを目的に、半年に一度程度の頻度で、全委託先が参加する運営会議

を実施している。本プロジェクト運営会議には、政策上の意向を反映されるため、経済産業省（ＭＥ
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ＴＩ）にも出席いただいている。表ＩＩ－５に開催日程を示す。 

 

表ＩＩ－５ HiPer-FC プロジェクト運営会議開催日程 

開催日 場所  参加者 

２００８年 ６月２７日 川崎日航ホテル 第１回運営会議（キックオフ式） 約３０名 

２００８年１２月 ９日 山梨大学 第２回運営会議 約３０名 

２００９年 ６月 ３日 山梨大学 第３回運営会議 約３０名 

２０１０年 ２月（予定）  第４回運営会議  

 

５．２ ＨｉＰｅｒ－ＦＣ実施者会議 

 運営会議に加えて、実施者間の情報交換、連携を強化する目的で、実施者のみによる会議「ＨｉＰ

ｅｒ－ＦＣ実施会議」を開催している。本会議は、各研究テーマ毎に開催され、山梨大学とテーマ実

施者の間で技術打合せを行っている。会議は四半期毎に１度の割合で開催されている。 

 上記会議の具体的な成果として、以下の示すような事例が挙げられる。 

 

（１）東レリサーチセンター 

 混合ガス曝露法による炭化水素系電解質膜（スルホン酸化ポリイミド）の加速劣化試験での分解生

成物の初期的分析において、ギ酸が検出された。その揮発性が高いことから、２段目のトラップにア

ルカリ溶液を使用して逃がさないように議論された。これにより、以後の混合ガス曝露法の分析と、

実機での排出水分析が正確に行えるようになった。 

 また、実施者会議での議論の結果、実機試験後の残存膜と排出水の分析値との比較を行い劣化加速

因子を検証することが有効であることが確認され、今後の課題に明記できた。 

 

（２）田中貴金属 

山梨大学で開発されたナノカプセル法による Pt-Co/C 触媒のスケールアップ合成（１～５ｇ）を

行った。山梨大学で調製した０．１ｇバッチの分析結果を共同で比較検討し、実施者会議を実施した。

その結果、バッチサイズを大きくすると、触媒中にコロイド保護剤に起因する成分が残留しているこ

とが示唆され、ろ過後の触媒を充分に洗浄すれば、この問題は改善できるとの見通しを得た。 

 

（３）カネカ 

本プロジェクトで山梨大学が開発した新型ブロックポリエーテル系電解質膜の製造・生成方法につ

いて、カネカが工業的な観点から検討を重ねた結果に関して、実施者会議で論議した。その結果、以

下の見解に至った。 

１）スルホン酸基を導入する反応は、これまで前駆体ポリマーを溶媒に溶解してスルホン酸化剤と反

応させる方法をとしていたが、前駆体ポリマーを成膜してスルホン酸化を行うことによっても同等の
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結果が得られることが分かってきた。これにより、目的とする電解質膜の製造時間・工程が大幅に削

減できる見通しがついてきた。 

２）前駆体ポリマーや電解質膜の精製にはこれまで過剰の水、希塩酸、メタノールで繰り返し洗浄を

行ってきたが、１/１０程度の溶媒量でも十分に精製できることが分かり、簡単な精製方法を見出す

ことが出来た。 

３）親水部、疎水部のブロック長最適化に関して、以前からカネカで進めてきた知見を生かして、最

適構造の絞り込みを短期間で行うことが出来てきている。 

 

５．３ 山梨大学を拠点とした集中的な研究体制 

 研究開発の効率的推進及び技術情報の管理等の観点から、プロジェクトリーダーの下に研究者を可

能か限り結集される研究体制としている。プロジェクトリーダー山梨大学の渡辺政廣教授の下に、国

内外から第一線の研究者を集めた研究体制を整えつついる。現在、米国、ドイツ、フランス、韓国、

中国の 5 カ国から９名の海外からの研究者を含めた３０名の研究者が結集しており、世界の国際共同

研究拠点として、世界に先駆けた研究を実施している。 

 

５．４ ＦＣＣＪ自動車ワーキングとの意見交換会 

 本事業の目的は燃料電池自動車用のＭＥＡを開発することである。そこで、自動車メーカの意向を

事業に適切に反映させるため、ＦＣＣＪステアリングコミティー 自動車用膜・触媒・ＭＥＡワーキ

ングとの意見交換会を半年に一度の割合で実施している。表ＩＩ－６に開催日程、表ＩＩ－７に参加

者リストを示す。 

表ＩＩ－６ ＦＣＣＪ自動車用ワーキングとの意見交換会開催日程 

開催日 場所  参加者 

２００８年 ９月 ２６日 ＮＥＤＯ川崎 第１回意見交換会 １６名 

２００９年 ５月 ２７日 ＮＥＤＯ白金台 第２回意見交換会 １４名 

２０１０年 １月（予定）  第３回意見交換会  

 

表ＩＩ－７ 参加者リスト 

氏名 所属、役職 

飯山 明裕 日産自動車（株） 総合研究所所 燃料電池研究室 室長 

大丸 明正 本田技術研究所 第１技術開発室 主任研究員 

里見 知英 燃料電池実用化推進協議会 企画第２部 部長 

篠原 和彦 日産自動車（株） 総合研究所所 燃料電池研究室 主管研究員 

高橋 剛 トヨタ自動車 FC 開発本部 企画総括室 室長 

広瀬 雄彦 トヨタ自動車 FC 開発本部 ＦＣ技術部 開発企画グループ 主査 

 



表ＩＩ－８には、意見交換会でＦＣＣＪから提示されて要望とプロジェクトで対応予定の内容を示す。 

 

表ＩＩ－８ ＦＣＣＪ要望とプロジェクト側の対応 

 提案（依頼事項） プロジェクト側の対応 

第１回 ・白金利用率の定量的な評価及び利用率向上 

・Ｆ系膜とＨＣ系膜の違いの再評価 

・白金利用率の定量的な指標検討を研

究内容に追加 

第２回 ・白金使用量 1/10 のシナリオ提示 

・白金触媒のＭＥＡ内での３次元的な有効性検討 

・革新的材料開発に必要な計測・解析ニーズ提示 

・白金 1/10 のシナリオ検討を実施 

 

表に示すように、工数・予算等の制約もあり、現状ではすべての項目に対応できてはいないが、優

先順位を付け、適宜対応していく予定である。昨年度実施した第１回の意見交換会で要望のあった

「白金利用率の定量的な指標」については、検討が進んでおり、研究成果の項で結果を記載している。 

このように産業界との意見交換会を通して、業界のニーズを適切にプロジェクトに反映している。 

 

 

５．５ 燃料電池先端科学研究事業（FC-Cubic）との連携 

ＮＥＤＯでは、図ＩＩ－１１に示すように、別途実施している｢燃料電池先端科学研究事業｣との連

携を促進し、相乗効果が得られるような運営を行なっている。 

研究開発おいて、材料開発と計測・解析は車の両輪に例えられ、その密接な連携が求められる。こ

のため、ＰＥＦＣの事業において、革新的な計測・解析手法を開発している『燃料電池先端科学研究

事業』と革新的な材料開発を実施している本事業『固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発／劣

化機構解析とナノテクノロジーを融合した高性能セルのための基礎的材料研究』は連携が求められる。

そこで、後述するようなイブニングセミナーを共同開催する等、情報共有化を進めてきた。更に、２

００９年度からは、図ＩＩ－１２に示すような広温度範囲・低加湿対応の電解質膜に関する共同研究

を開始した。 

・最先端材料提示
・計測ニーズ提供

・解析結果提示
・改良指針提供

新規HC膜開発 新計測・解析手法開発

AFM

NMR&MD計算

 

図ＩＩ－１２ 山梨大学とＦＣ－Ｃｕｂｉｃの共同研究 
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 ＨｉＰｅｒ－ＦＣプロジェクトで開発した新規炭化水素系電解質膜のモルフォロジーやプロトン移

動機構などを解析することを目的として、膜試料を産業技術総合研究所 固体高分子形燃料電池先端

基盤研究センター（ＦＣ－Ｃｕｂｉｃ）へ提供した。現在、ＦＣ－Ｃｕｂｉｃにおいて、電気化学Ａ

ＦＭ及び磁場勾配核磁気共鳴スペクトルの測定を行っている。 

 

 

５．６ 固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発内で連携 

ＮＥＤＯでは、図ＩＩ－１１に示すように、｢固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発｣の他プ

ロジェクトとの連携を促進し、相乗効果が得られるような運営を行なっている。具体的な例として、

図ＩＩ－１３に示すようなプロジェクトリーダー会議を適宜、開催している。 

 

・プロジェクトマネジメント
・プロジェクト間の情報交流

宮田シニアプログラムマネージャー

燃料電池先端科学研究事業
（材料、物質移動及び反応メカニズムを根本的に理解し、

革新的な計測・評価・解析技術の提 ）

PL：長谷川弘（センター長）

セル劣化要因の基礎研究
（三相界面に着目したセル劣化要因研究・

高耐久MEAの指針提言）

PL：内本喜晴（京大教授）

水管理によるセル劣化対策の研究
（水管理による自動車用PEFCのセル劣化現象解明
と対策の提言）

PL：堀美知郎（大同工大教授）

HiPer-FCプロジェクト

PL：渡辺政廣（山梨大教授）

セルの余寿命評価手法の開発
（空気中不純物の影響測定・高圧手法を用いた
劣化メカニズム解析・余寿命評価手法の開発）

PL：太田健一郎（横国大教授）

PL：藤井保彦（原研部門長）

物質移動現象可視化技術開発
（MEA内部での物質移動現象のin-situ計測・解析技術）

 

図ＩＩ－１３ ＰＬ会議 

 

 

２００８年度は「電極触媒劣化メカニズムについて」というトピックを取り上げ、２００８年

３月に表ＩＩ－９に示す参加者でＰＬ会議を開催した。 
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表ＩＩ－９ ＰＬ会議参加者リスト 

所属、氏名 担当プロジェクト 

同志社大学 稲葉 教授 低白金化技術 

京都大学 内本 教授 セル劣化要因の基礎研究 

横浜国大 太田 教授 セルの余寿命評価手法の開発 

産総研 FC-Cubic 長谷川 センター長 燃料電池先端科学研究事業 

日本原子力機構 藤井 部門長 物質移動現象可視化技術開発 

大同工大 堀 教授 水管理によるセル劣化対策の研究 

山梨大学 渡辺 教授 ＨｉＰｅｒ－ＦＣプロジェクト 

ＮＥＤＯ 宮田ｼﾆｱﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾏﾈｰｼﾞｬｰ オーガナイザー（カーボンアロイ触媒） 

 

電極触媒の劣化はさまざまプロジェクトの共通の課題であり、活発な議論を交された。今後も重

要度の高いトピックを取り上げ、適宜、ＰＬ会議を開催していく予定である。 

 

 

６． 情報の発信 

 委託先間の情報共有化、さらには、外部への情報発信を図るため、イブニングセミナー、ワーク

ショップ等を積極的に開催してきた。 

 

（１）山梨国際ワークショップ 

燃料電池に関わる国内外の第一線の研究者・技術者が一堂に会して、最新の研究成果の紹介、議論

を行うことにより、固体高分子形燃料電池の研究開発を加速することを目的として、第５回国際燃料

電池ワークショップ２００９を、山梨大学の主催で、２００９年８月２３日、２４日の２日間、甲府

富士屋ホテル（山梨県甲府市）において開催した。海外からの多数の出席者を含む約２００名が参加

し、燃料電池の最新の研究成果についての活発な口頭発表（１４件）、ポスター発表（６８件）が繰

り広げられた。トヨタ、日産、ホンダの３社の燃料電池自動車の試乗会も併せて実施され、また、家

庭用燃料電池や、モバイル用の燃料電池の展示８件なども行われた。参加者の間では活発な議論が行

われ、今後の燃料電池の研究開発にあたり、有益な情報交換の場となった（図ＩＩ－１３） 

 



  

      ポスターセッション               ＦＣＶ試乗会 

図ＩＩ－１４ 山梨国際ワークショップ２００９ 

 

（２）ＦＣ－Ｃｕｂｉｃとの合同イブニングセミナー 

 ＦＣ－Ｃｕｂｉｃと山梨大学との合同のイブニングセミナーを２００８年１１月１７日に、ＦＣ－

Ｃｕｂｉｃにおいて開催した。約８０名が出席し、燃料電池用の電解質膜の研究を主テーマとして、

双方から研究状況についてプレゼンを行い、情報の共有化を図った。 

 

（３）ＬＡＮＬ－ＡＩＳＴ－ＮＥＤＯワークショップ 

ＮＥＤＯは、産総研 ＦＣ－Ｃｕｂｉｃとともに、２００８年９月８日から９月１１日にかけて、

第３回「日米燃料電池・水素技術ワークショップ」を米国カリフォルニア州・サンディエゴで開催し

た。本ワークショップは、燃料電池・水素技術開発分野における基礎研究レベルの底上げを図り、早

期の実用化に向けた技術を確立することを目的としたものであり、第１回 米国ニューメキシコ州・

サンタフェ（２００６年 8 月）及び第２回 都内会議場（２００７年１０月）に引き続いて開催した

ものである。ＮＥＤＯ、産総研（ＡＩＳＴ）、ＬＡＮＬ関係者及び日米の大学・国立研究所の研究者

合わせて約６０名が出席し、終日活発な議論を交わした。燃料電池技術開発における重要な基礎研究

のテーマである「燃料電池基幹技術（触媒、電解質、物質移動）の特性向上」について、現状技術レ

ベルの把握と今後の研究開発について議論を交わした。本ワークショプには山梨大学からも多くの先

生方が参加しており、日米における燃料電池の基礎研究レベルの底上げに大きく貢献している。 
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       講演会                 グループディスカッション 

図ＩＩ－１５ ２００８ＬＡＮＬ－ＡＩＳＴ－ＮＥＤＯワークショップ（米国加州・サンディエゴ） 

 

 

７．人材育成 

本事業では、得られた成果を普及・定着させるとともに、燃料電池技術分野を今後確実に大きな産

業に発展させるため、近い将来を担う若手研究者等の人材育成活動を行うことにより、当該分野の基

礎・基盤技術の底上げを図ることも目的の一つとしており、以下の示すような人材育成の活動を実施

している。 

 

（１）山梨大学における燃料電池教育 

大学院の学生に対して、以下のような、電気化学、固体表面、燃料電池材料、燃料電池反応、燃料

電池設計等に関する講義を行っている。また、学部４年生、大学院の学生に対しては、個別の研究指

導、研究分野単位のミーティング等を毎日実施している。この他、外部講師による集中講義、国際燃

料電池ワークショップへの参加や来年から開催を検討しているサマーセミナーの企画、開催なども

行っている。企業や県などからの社会人の大学院への入学を受け入れたり、また、県との連携等で広

く人材の育成を図っている。これらを通じて、近い将来を担う若手研究者等の人材育成を行うことに

より、本事業により得られた成果を普及・定着させるとともに、燃料電池技術分野を今後確実に大き

な産業に発展させることをため、基礎基盤技術の底上げを図っている。 

＜大学院学生を対象とした講義例＞ 

・応用電気化学特論第一 

・電気化学材料特論 

・固体表面化学特論 

・燃料電池ナノ材料特論 

・燃料電池反応解析特論 

・燃料電池設計科学特論第一 

II-23 
 



II-24 
 

・燃料電池設計科学特論第二 

・燃料電池科学技術英語特論 

・クリーンエネルギー変換工学特論 

・燃料電池システム工学特論 

 

（２）山梨大学 燃料電池ナノ材料研究センターを活用した人材育成 

山梨県、山梨大学と協力の下、実験棟に併設するオフィス棟において、将来の燃料電池の技術開発

を担う、産業界、大学等の若手研究者の育成を図る場として、各種セミナー、講演、研修等を開催す

る予定である。 

 

 

７．情勢変化への対応 

 特になし。 

 

 

８．評価に関する事項 

 事前評価については、２００７年度に実施された。「固体高分子形燃料電池の基礎的研究開発に

関するワークショップ」（２００８年１月９日開催）により、研究の内容や技術課題等に対する

意見を、燃料電池分野に関連する専門家等から聴取して、基本計画の策定等に反映した。事前評

価書は、別添のとおり。 

 



Ⅲ. 研究開発成果 

 
１．研究の概要 

Ⅱ. 2 に述べたように、事業の目的は、 

「反応・劣化メカニズムに係わる知見ならびにナノテクノロジー等の 先端技術の融合

により、触媒・電解質膜・MEA 等の材料研究を実施し、高性能・高信頼性・低コストを同時

に実現可能な高性能セルのための基礎的技術を確立することで、固体高分子形燃料電池の

本格普及に資することを目的とする。」 

であり、 終目標（２６年度末）、中間目標（２１年度末）、中間目標（２４年度末）は、

以下の通り定められている。 

 

＜ 終目標２０１４年度（平成２６年度）末＞ 

 －３０℃で起動し、 高１００℃での作動が３０％ＲＨ（相対湿度）で可能なＭＥＡ

を開発する。なお、自動車を想定した燃料電池セルとして、電極触媒の白金使用量は現

状の１／１０とするとともに、効率は定格２５％で６４％ＬＨＶ、耐久性は５,０００

時間作動及び６万回の起動停止が見通せるものとする。 

<中間目標①２００９年度（平成２１年度）末）> 

 広温度領域（室温～１００℃）での高精度な電極触媒の劣化解析試験法及び高温低加

湿下での炭化水素系電解質膜の劣化加速試験法を確立するとともに、材料作製、耐久性

試験及び解析を一体的に実施し得るクリーンな研究開発環境を整備し、各試験機器の精

度を確認する。 

<中間目標②２０１２年度（平成２４年度）末> 

 開発した試験法及び整備した研究開発環境を活用し、電解質膜の開発については低温

化（-３０℃）及び高温低加湿下（１００℃、３０％ＲＨ）での作動確認、ＭＥＡの開

発については電極触媒の白金使用量が１／１０での発電確認を行う。 

 
これらの目標を達成するため、以下の４項目の研究開発を行う。 

① 劣化機構解析 

各種劣化モードにおける加速試験法を開発するとともに、劣化機構解析結果を材料開発

にフィードバックするために、電極触媒の負荷変動及び不純物による劣化速度と機構の解

析、炭化水素系電解質膜の高温・低加湿下における劣化速度・機構の解析ならびに電池内

反応分布測定に基づく劣化機構の解析などを行う。 

② 高活性・高耐久性の触媒研究・開発 

高活性と高負荷変動耐性を両立させるために、劣化機構解析等で得られた知見に基づき、

高活性・低溶解性白金合金触媒及び高電位安定性担体・担持触媒並びに高活性・高耐久性・
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低 S/C（水蒸気/炭素比）燃料改質触媒などの開発と評価を行う。 

 

③ 広温度範囲・低加湿対応の電解質膜開発 

車用燃料電池で想定される広温度範囲、低加湿条件に対応するために、高プロトン導電

率・高形状安定性炭化水素系電解質膜及び高酸化・高加水分解耐性炭化水素系電解質膜の

開発と評価並びに高温低加湿及び低温での特性改善などを実施する。 

④ 自動車用 MEA の高性能高信頼化研究 

自動車用燃料電池において想定される作動条件に対応した、高触媒利用率炭化水素系 MEA

並びに温度サイクル・負荷変動安定炭化水素系 MEA 等の開発と評価を行う。 

 

 以上の４項目の研究項目の実施内容、目標とスケジュールを記したのが、表Ⅲ-１である。 

２１年度末までの研究開発成果について、研究の背景、目標等を含め、Ｐ.Ⅲ-４以降に示

す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



表Ⅲ-１ 研究開発目標 

研究項目 第 1期（21 年度末） 第 2期（24 年度末） 第 3期（26 年度末） 

劣化機構解析 ◆耐久性のある触媒、電解質膜、ＭＥＡの研

究開発を行うため、劣化機構解析手法を開発

する。 

◆劣化に関わる因子の探求を行う。 

◆劣化機構解析のための試験・研究環境を整

備し、試験機器の精度を確認する。 

◆劣化機構解析手法の改善を図る。 

◆新規開発した触媒、電解質膜、ＭＥＡの

劣化機構を解析し、これら開発にフィード

バックする。 

◆劣化機構解析手法を確立し、ＭＥ

Ａの項に記した耐久性を有する触

媒開発、電解質膜開発に反映する。 

高性能・高耐久

の触媒開発 

◆新規触媒・担体の材料開発と製作手法のス

クリーニングを行う。 

◆触媒の製作・試験・研究環境を整備する。 

◆新規触媒の開発を進める。 

◆ＭＥＡとした時に、白金使用量が 1/10

で発電確認できる触媒の開発を行う。 

◆新規触媒の開発を進め、ＭＥＡの

項に記した性能、耐久性を有する触

媒を開発する。 

広温度範囲・低

加湿対応の電解

質膜開発 

◆電解質膜の有望な候補を探索する。 

◆電解質膜の製作、試験・研究環境を整備す

る。 

◆新規電解質膜の開発を進める。 

◆低温下（－30℃）及び高温低湿度下

（100℃、30％ＲＨ）での作動確認を行う。

◆新規電解質膜の開発を進め、ＭＥ

Ａの項に記した性能、耐久性を有す

る電解質膜を開発する。 

自動車用 MEA の

高性能・高信頼

化研究 

◆ＭＥＡの評価方法を検討する。 

◆触媒、電解質膜の特性がどうＭＥＡの特性

に反映されているのか把握する。 

◆ＭＥＡの製作、試験・研究環境を整備する。

◆触媒、電解質膜の特性を生かしうるＭＥ

Ａの開発を行う。 

◆電極触媒の使用量が 1/10 で発電確認を

行う。 

◆－30℃で起動し、 高 100℃での

作動が 30％ＲＨで可能なＭＥＡを

開発する。 

なお、自動車を想定した燃料電池

セルとして 

◆電極触媒の使用量は、現状の

1/10 とする。 

◆効率は定格 25%で、64%LHV。 

◆耐久性は 5000 時間作動、6 万回

の起動停止が見通せる。 
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２． 研究開発項目毎の成果 

①劣化機構解析 

 １）背景 

      固体高分子形燃料電池の本格普及には、高性能・高信頼性・低コストを同時に実現可

能な高性能セルのための基礎的技術を確立する必要がある。そのためには、触媒・電解

質膜・MEA 等の反応・劣化機構を解析し、新規ナノ材料を開発するための設計指針を得る

ことが重要である。そこで、各種劣化モードにおける加速試験法を開発するとともに、

劣化機構解析結果を材料開発にフィードバックするために、電極触媒の負荷変動及び不

純物による劣化速度と機構の解析、炭化水素系電解質膜の高温・低加湿下における劣化

速度・機構の解析ならびに電池内反応分布測定に基づく劣化機構の解析などを行う。 

２）目標（２１年度末） 

・ 耐久性のある触媒、電解質膜、ＭＥＡの研究開発を行うため、劣化機構解析手法を

開発する。 

・ 触媒、電解質膜の劣化に関わる因子の探求を行う。 

・ 劣化機構解析のための試験・研究環境を整備する。 

３）主な研究開発内容 

・ 高耐久性担体に担持した触媒と市販の標準触媒において、電解液中での起動停止サ

イクルを模擬した FCCJ のプロトコルによる評価で、活性面積、酸素還元活性、H2O2

生成率の経時変化の定量的評価法を確立した。 

・ 市販 Pt/GC （Pt を高分散したｸﾞﾗﾌｧｲﾄ化ｶｰﾎﾞﾝ）の 30 倍以上もサイクル寿命が長い

Pt/GC をナノカプセル法によって合成できた。（ 図Ⅲ-１） 

・ 電解質膜の劣化試験に関しては、まず、山梨大学で市販フッ素樹脂系電解質膜を種々

の条件で混合ガス曝露試験し、東レリサーチセンターにおいて分解生成物を精密分

析することに成功した。また、炭化水素系膜の劣化生成物分析も実施し、混合ガス

曝露法により劣化の程度を定量的に評価するための分析手順、分析条件を確立した。 

・ 新研究センターを建設し、劣化機構解析のための試験、研究環境を整備した。 

 ４）達成度 

   ・当初の目標を達成した。 

1 10 102 103 104 105 106 107 1080

500

1000

1500

Cycle number

M
as

s a
ct

iv
ity

 (0
.8

 V
) /

 A
 g

-1

ナノカプセル法  Pt/GC
市販 Pt/GC
市販 Pt/CB

市販Pt/GC （Ptを高分散したｸﾞﾗﾌｧｲﾄ化ｶｰﾎﾞﾝ）の30倍以上もサイクル寿命
が長いPt/GCをナノカプセル法によって合成できた。

サイクル寿命
(cycle)
51900
1600
700

30倍以上

2倍

1500

700

Pt
質

量
あ

た
り

の
活

性

起動停止サイクル回数

1 10 102 103 104 105 106 107 1080

500

1000

Cycle number

M
as

s a
ct

iv
ity

 (0
.8

 V
) /

 A
 g

-1

ナノカプセル法  Pt/GC
市販 Pt/GC
市販 Pt/CB サイクル寿命

(cycle)
51900
1600
700

30倍以上

2倍

市販Pt/GC （Ptを高分散したｸﾞﾗﾌｧｲﾄ化ｶｰﾎﾞﾝ）の30倍以上もサイクル寿命
が長いPt/GCをナノカプセル法によって合成できた。

700

サイクル寿命
(cycle)
51900
1600
700

30倍以上

2倍

サイクル寿命
(cycle)
51900
1600
700

30倍以上

2倍700700700

Pt
質

量
あ

た
り

の
活

性

起動停止サイクル回数

Pt
質

量
あ

た
り

の
活

性

起動停止サイクル回数

 

[ 図Ⅲ-１ ]  

Ⅲ-4 



 

②高性能・高耐久の触媒開発 

１）背景 

固体高分子形燃料電池には高価なPt系電極触媒が用いられている。燃料電池自動車FCV

のように燃料として純水素を供給した場合には、Pt アノード触媒での水素酸化反応速度

は十分速く、0.1 mg/cm2程度の Pt 量でも充分な性能が得られる。他方、Pt カソード触媒

の酸素還元活性は不充分であり、起動停止や負荷変動の繰り返しにより著しく劣化する。

そこで、本課題では、高活性と高負荷変動耐性を両立させるために、劣化機構解析等で

得られた知見に基づき、高活性・低溶解性白金合金触媒及び高電位安定性担体・担持触

媒を開発し、性能を評価する。 

定置用燃料電池あるいは FCV への水素供給ステーションに応用可能な高効率かつコン

パクトな天然ガス等の炭化水素燃料の改質・精製器の開発が重要課題である。そこで、

高活性・高耐久性・低 S/C（水蒸気/炭素比）燃料改質・精製触媒の開発と評価を行う。 

 

２）目標（２１年度末） 

・ 新規触媒・担体の材料開発と製作手法のスクリーニングを行う。 

・ 触媒の製作・試験・研究環境を整備する。 

３）主な研究開発内容 

・ ナノカプセル法電極触媒合成時の金属塩/界面活性剤モル比を変えるのみで、触媒粒

径を自在に制御することに初めて成功した。（図Ⅲ-２） 

・ エネファーム低コスト、コンパクト化に直結する現行の CO 選択酸化触媒に替わり得

る高性能 CO 選択メタン化触媒を開発した。（図Ⅲ-３） 

・ 新研究センターを建設し、触媒の製作・試験・研究環境を整備した。 

４）達成度 

   ・当初の目標を達成した。 
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・ 高濃度CO(～1%)の浄化に高性能を発揮、幅広い条件でCO<10ppmを実現可能

・ 貴金属の使用を抑え(Ru1wt%)、Niナノ粒子により高活性を実現

・ 外部空気の導入が不要で燃料処理装置のコスト低減と小型化が可能

使
用

可
能

温
度

(℃
)

250

200

150

100

300

0.6

入口CO濃度 (%)

0.4 1.00.8 1.20.20

温度ウィンドウ：⊿T

本開発
他研究機関
(⊿T=75℃)

市販A 
(⊿T=0℃)

CO<10ppm & 選択率>50%

⊿T=55℃

市販B 
(⊿T=26℃)

50 nm

Niナノ粒子

・ 高濃度CO(～1%)の浄化に高性能を発揮、幅広い条件でCO<10ppmを実現可能

・ 貴金属の使用を抑え(Ru1wt%)、Niナノ粒子により高活性を実現

・ 外部空気の導入が不要で燃料処理装置のコスト低減と小型化が可能

使
用

可
能

温
度

(℃
)

250

200

150

100

300

0.6

入口CO濃度 (%)

0.4 1.00.8 1.20.20

温度ウィンドウ：⊿T

本開発
他研究機関
(⊿T=75℃)

市販A 
(⊿T=0℃)

CO<10ppm & 選択率>50%

⊿T=55℃

市販B 
(⊿T=26℃)

使
用

可
能

温
度

(℃
)

250

200

150

100

300

0.6

入口CO濃度 (%)

0.4 1.00.8 1.20.20

温度ウィンドウ：⊿T

本開発
他研究機関
(⊿T=75℃)

市販A 
(⊿T=0℃)

CO<10ppm & 選択率>50%

⊿T=55℃

市販B 
(⊿T=26℃)

50 nm50 nm50 nm50 nm

Niナノ粒子

 

[ 図Ⅲ-3 ]  

 

③広温度範囲・低加湿対応の電解質膜開発 

 １）背景 

 現在の固体高分子形燃料電池で用いられている電解質膜はフッ素系電解質膜が中心

であるが、環境適合性・低コスト化の観点から非フッ素系電解質材料の開発が必須であ

る。本研究では、固体高分子形燃料電池の本格普及に向けた炭化水素系電解質膜の開発

を目的とする。特に、自動車用燃料電池で想定される広温度範囲、低加湿条件に対応す

るため、高プロトン導電率・高形状安定性炭化水素系電解質膜及び高酸化・高加水分解

耐性炭化水素系電解質膜の開発と評価並びに高温低加湿及び低温での特性改善などを実

施する。 

２）目標（２１年度末） 

・ 電解質膜の有望な候補を探索する。 

・ 電解質膜の製作、試験・研究環境を整備する。 

３）主な研究開発内容 

・ スルホン酸化ポリエーテル電解質膜で、低加湿条件で高いプロトン導電率を発現で

きる構造を提案し、顕著な性能向上効果を発見した。（図Ⅲ-４） 

・ 新研究センターを建設し、電解質膜の製作・試験・研究環境を整備した。 

４）達成度 

   ・当初の目標を達成した。 
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④自動車用 MEA の高性能・高信頼化研究 

 １）背景 

    本事業では、反応・劣化メカニズムに係わる知見ならびにナノテクノロジー等の 先

端技術の融合により、触媒・電解質膜・MEA 等の材料研究を実施し、高性能・高信頼性・

低コストを同時に実現可能な高性能セルのための基礎的技術を確立することで、固体高

分子形燃料電池の本格普及に資することを目的としており、MEA においては自動車用燃料

電池において想定される作動条件に対応した、高触媒利用率炭化水素系 MEA 並びに温度

サイクル・負荷変動安定炭化水素系 MEA 等の開発と評価を行うことを２００８年度から

２０１４年度までの全期間に渡る目的としている。 

 

１）目標（２１年度末） 

・ ＭＥＡの評価方法を検討する。 

・ 触媒、電解質膜の特性がどうＭＥＡの特性に反映されているのか把握する。 

・ ＭＥＡの製作、試験・研究環境を整備する。 

２）主な研究開発内容 

・ ＭＥＡの開発において、 電極触媒の有効性を評価する新しい手法を開発した。この

新評価法により各種動的条件での特性差を指標化できることがわかり、今後の触媒

低減の重要指針となることを明らかにした。現状実用条件での触媒の利用率は約

10％程度で、大きな改善余地を残すことを示せた。（図Ⅲ-５） 

・ 新研究センターを建設し、ＭＥＡの製作・試験・研究環境を整備した。 

３）達成度 

   ・当初の目標を達成した。 

Ⅲ-7 



H2/O2 H2/Air理想状態(CFDE) 
(O2) 小型セル

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

CFDE（O2） H2/O2 H2/Air
0

20

40

60

80

100

M
A 

at
 0

.7
6 

V
 (A

/g
)

E
f

E
f P

t
P
t

(
%
)

(
%
)

25％

13％

市販Ｐｔ/Ｃ触媒をもちいた小型セルでの実用作動条件での
現状の触媒有効性：ＥｆPt は H2/O2 25％、 Ｈ２／Ａｉｒ 13％

高活性触媒開発と触媒層構造設計により有効性を高めれば、白金使用量を
飛躍的に低減できる可能性がある

市販Pt/C触媒（TEC10E50E）、65℃、100％ＲＨ

MAmax

H2/O2 H2/Air理想状態(CFDE) 
(O2) 小型セル

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

CFDE（O2） H2/O2 H2/Air
0

20

40

60

80

100

M
A 

at
 0

.7
6 

V
 (A

/g
)

E
f

E
f P

t
P
t

(
%
)

(
%
)

H2/O2 H2/Air理想状態(CFDE) 
(O2) 小型セル

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

CFDE（O2） H2/O2 H2/Air
0

20

40

60

80

100

M
A 

at
 0

.7
6 

V
 (A

/g
)

E
f

E
f P

t
P
t

(
%
)

(
%
)

25％

13％

市販Ｐｔ/Ｃ触媒をもちいた小型セルでの実用作動条件での
現状の触媒有効性：ＥｆPt は H2/O2 25％、 Ｈ２／Ａｉｒ 13％

高活性触媒開発と触媒層構造設計により有効性を高めれば、白金使用量を
飛躍的に低減できる可能性がある

市販Pt/C触媒（TEC10E50E）、65℃、100％ＲＨ

MAmax

 
 
 
 [ 図Ⅲ-5 ] 

 
 

３．事業全体の成果 

[研究拠点の整備] 

 燃料電池ナノ材料研究センターの建設により、材料製作、耐久性試験及び解析を一体的に

実施しうるクリーンな研究開発環境を整備し、表Ⅲ-2 に示すように各試験機器の精度の確認等

を行い、研究拠点を整備した、当初の目標を達成した。 
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表Ⅲ-2 代表的な試験機器の精度等の確認 

 設備名 特 徴 確認状況 

1. In-situ 反応観察 

透過電子顕微鏡 

実条件に近い温度や雰囲気条件下で、試

料に起る反応を、原子レベルの分解能でリ

アルタイムに観察することができる。 

 

600℃に加熱した試料(Si/Graphite)に対し圧力1Paで酸素→Ar→水素の

順にガスを切り替え、試料に生じる酸化還元反応を TEM 像格子分解能

0.2nm で観察できた。この時の酸素から水素へのガス切替速度は 速

1min を達成した。また、ガスを供給しない真空状態での格子分解能は

0.1nm を達成した。 

2. XPS  

（高温前処理装置付

き） 

高 1100℃で雰囲気制御可能な特殊セル

中で試料を処理し、大気暴露せずに触媒の

電子構造解析を行うことができる。 

 

設置した前処理室中でアルゴンガス流通下、1100℃まで試料を加熱でき

ることを確認した。また実際の Ni 系複合酸化物触媒粉末を水素気流中

500℃で還元処理を行った後に、超高真空排気して XPS に移送・測定し

た結果、金属 Ni と酸化 Ni の存在比と結合状態を正確に測定することに

初めて成功した。 

3. in-situ XRD 様々な温度（室温～1000℃）、雰囲気条件

下で、触媒を構成する金属や担体の結晶構

造や結晶子径をナノレベルで解析できる。

室温～1000℃における試料(Sn0.96Sb0.04O2-δ)の結晶構造を酸素、窒素、4％

水素雰囲気中で測定し、解析することができた。また、PEFC 電極触媒

中の Pt ナノ粒子(平均粒子径 3.0nm)について、シェラー式及び小角散乱

測定を用いてその結晶子径を確認し、TEM での観察結果と一致すること

を確認した。 

4. ＮＭＲ 高分子電解質膜の分子構造、電子状態を

精密に解析することができる。また、高分

子電解質膜中のプロトン拡散係数を測定す

ることができる。 

高分子電解質やその原料となるモノマー化合物の分子構造、電子状態

を精密に解析することができること（特に、水素、炭素、フッ素の原子

核に関する）、また、高分子電解質膜中のプロトン拡散係数を 5mmTH/FG

プローブにおいて、 大発生勾配磁場強度が 30Ａ電源使用時に 0.9T/m

以上で測定することができることを確認した。 

5. ラマン顕微鏡 電解質膜中の分子構造の局所的な分光測

定を行い、発電中の電解質膜の水の状態や

面内の分解能 1 μm, 深さ方向の分解能 1 μm , 時間分解能 0.5 秒、

波数分解能 1 cm-1を達成している。現在は、反応条件下で、電解質膜内
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劣化過程を解析することができる。 

 

の化学状態測定に着手している。 

6. Ｅ－ＳＥＭ 様々な温度（-30℃～1200℃）、雰囲気条

件下で、材料の構造変化をサブミクロンレ

ベルで観察できる。 

ペルチェ素子を用いて-30℃～室温においてMEAの変化を加湿雰囲気

下で 1000～10000 倍にて観察できた。また、加熱ホルダを用いて、Pt

担持 Ti4O7触媒における Pt 及び Ti4O7の形状変化を室温～1200℃、300Pa

の N2雰囲気下で 5000～10000 倍にて観察できた。柿沼先生 

7. イオンクロマト－Ｍ

Ｓ 

高分子電解質の分解化合物をイオンクロ

マトグラフで定量し、同時に高分解能な飛

行時間型質量分析計で定性分析を行うこと

ができる。 

高分子電解質膜の分解化合物（特に、アニオン性化合物）を高速イオ

ンクロマトグラフで定量し、同時に高分解能な飛行時間型質量分析計(ダ

イナミックレンジが１０４以上)で定性分析(同位体の同定も可能)を行う

ことができることを確認した。 

8. 低温電解質膜評価装

置 

高分子電解質膜のプロトン導電率を、-30

～80℃の範囲で正確に測定することができ

る。 

高分子電解質膜のプロトン導電率を、-30～80℃ (温度制御精度は±

0.1℃以内)、5～95 %RH(>20℃、精度±3%RH 以内)の範囲で正確に測定

することができることを確認した。また、同時に 4 検体の試料の測定を

再現性よく迅速に行えることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．今後の課題 

 今後の課題について、テーマ別に以下に示す。 

①劣化機構解析 

・広温度範囲における電極触媒の劣化を解析する。 

・混合ｶﾞｽ曝露法により、炭化水素系電解質膜の分解生成物を同定し、劣化機構を解明する。 

②触媒開発 

・カソード質量活性が標準触媒の 3倍高い合金触媒を高耐久性担体上に合成し、負荷変動や起

動停止に対する耐久性を検証する。 

・高電位で安定な新規触媒担体を選定し、特性を評価する。 

・in situ XAFS により、触媒の局所構造の変化を解析する。 

③電解質膜開発 

・広温度範囲・低加湿条件で、高いプロトン導電率と安定性を両立できる炭化水素系電解質膜

の設計、合成を行う。 

④ＭＥＡ開発 

・新開発の触媒、炭化水素系電解質を用いた MEA の高性能化を図ると共に、新評価法により、

材料構造・作動条件などの実用条件の触媒有効性への寄与率とその性能レベルの把握を目指

す。 

 

 

５．知的財産権、成果の普及 

知的財産、成果の普及について、以下に示す。 

 Ｈ２０ Ｈ２１ 計 

研究発表・講演（論文発表、査読付き） ６ ７ １３件 

研究発表・講演（海外講演） １６ ３０ ４６件 

研究発表・講演（国内講演） ２８ ２０ ４８件 

特許等 １１ ７ １８件 

受賞実績 １ ― １件 

成果普及の努力（プレス発表等） ― ２ ２件 

新聞・雑誌等への掲載 ― ２５ ２５件 

 

 

６．事業全体の達成度 

以上述べてきたように、各研究項目に亘り、世界的にも初めての多くの成果を上げるとと

もに、研究拠点を整備し、本事業の中間目標（２００９年度（平成２１年度）末）を達成す

ることができた。 
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ⅠＶ．実用化の見通しについて 

 

１． 成果実用化の可能性について 

燃料電池の本格的普及には、コストの低減並びに性能、耐久性及び信頼性の向上という多様な要素

を満たす革新的なブレークスルーが産業界より待望されており、そのためには、サイエンスに立ち

戻った研究開発が必要である。本事業では、反応・劣化メカニズムに係わる知見ならびにナノテクノ

ロジー等の最先端技術の融合により、触媒・電解質膜・ＭＥＡ等の材料研究を実施し、高性能・高信

頼性・低コストを同時に実現可能な高性能セルのための基礎的技術を確立することで、固体高分子形

燃料電池の本格普及に資することを目的としている。このため、以下を目標としている。 

＜最終目標２０１４年度（平成２６年度）末）＞ 

－３０℃で起動し、最高１００℃での作動が３０％ＲＨ（相対湿度）で可能なＭＥＡを開発する。

なお、自動車用を想定した燃料電池セルとして、電極触媒の白金使用量は現状の１／１０とするとと

もに、効率は定格２５％で６４％ＬＨＶ、耐久性は５０００時間作動及び６万回の起動停止が見通せ

るものとする。 

したがって、本事業が目指す実用化は以下となる。 

＜実用化のイメージ＞ 

本事業の実用化は、プロジェクトで開発されたＭＥＡ構成材料あるいは そのベースとなる基盤技

術（知財）が 燃料電池自動車あるいは 定置用等燃料電池関連製品に採用されるところまでを指す。 

図ＩＶ－１には、事業化までのシナリオを示す。 

企業

HiPer-FC

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

自動車用ＭＥＡ開発

FCV一般ﾕｰｻﾞへの
普及開始製品開発

情報交換 MEA材料、パテント

 

図ＩＶ－１ 事業化までのシナリオ 

 

上述したように、ＦＣＣＪは２０１５年をＦＣＶの一般ユーザへの普及開始の年と位置付けている。

したがって、自動車メーカを始めとした各企業は２０１５年の商品化に向けた製品開発を準備してい

る。ＨｉＰｅｒ－ＦＣの成果としては、プロジェクトの初期段階では、情報交換が中心となる。すな
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わち、劣化機構解析等から明らかとなったメカニズムを提供し、製品開発に貢献する。プロジェクト

の後半には、本事業で開発したＭＥＡ材料や材料開発の基になっている特許等の知財を直接提供し、

製品開発に貢献していくことを目指す。 

 

２． 波及効果 

本事業における研究開発は、反応・劣化メカニズムに係わる知見ならびにナノテクノロジー等の最

先端技術の融合により、触媒・電解質膜・ＭＥＡ等の材料研究を実施し、高性能・高信頼性・低コス

トを同時に実現可能な高性能セルのための基礎的技術を確立することを通して、燃料電池、電気化学、

材料科学・技術の進歩に大きく貢献するものである。とりわけ、その波及効果としては、以下の３点

が上げられる。 

（１）人材育成による産業界の支援 

（２）国際共同研究の拠点 

（３）燃料電池関連産業による地域産業の振興 

 

（１）人材育成による産業界の支援 

本事業においては、基本計画に示すように人材育成活動を事業目的に掲げており、II．研究開発マ

ネージメントで説明したような以下の活動を通して、燃料電池技術分野を始めとした電池関連分野を

若手研究者の育成を実施する。 

 ・山梨大学における燃料電池教育 

 ・山梨大学 燃料電池ナノ材料研究センターを活用した人材育成 

 ・山梨国際ワークショップ等、各種ワークショップ、セミナーの開催 

本事業で経験を積んだ優秀な研究者を産業界に提供していくことにより、産業界の底上げを図るこ

とができる。 

 

（２）国際共同研究の拠点 

本事業の拠点となる山梨大学 燃料電池ナノ材料研究センターには、国内外から第一線の研究者を

集めた研究体制を整える。現在、米国、ドイツ、フランス、韓国、中国の５カ国から９名の海外から

の研究者が集結しており、今後もその数は増える予定である。したがって、燃料電池ナノ材料研究セ

ンターは燃料電池の国際共同研究の拠点としての役割を担う。したがって、地球温暖化対策等、グ

ローバルな課題の解決に際して国際連携が求められる中、国際共同研究の推進に貢献できる。 

 

（３）燃料電池関連産業による地域産業の振興 

燃料電池の研究開発、製品開発には、計測装置メーカ、材料メーカ、スタックメーカ、自動車メー

カ等の多くのメーカが係わっている。燃料電池自動車となると、更に、水素ステーションを含めたイ

ンフラの整備に携わるメーカが加わり、その裾野は広い。したがって、研究の進展に伴って、山梨県
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の地元メーカの活用あるいは、上記関係メーカの投資を呼び込むことができれば、地域産業の振興に

大きく貢献できると考える。山梨県では、横内知事を議長とし「山梨燃料電池実用化推進会議」を開

催し、燃料電池あるいは水素社会の実現に向けて、山梨県がリーダシップを取るビジョンを明らかにして

いる。その中で、燃料電池産業による地域活性化をうたっており、本事業は燃料電池の研究開発を通し

て、地域産業の振興に貢献できるものと考える。 

 

 



平成２０・０３・２５産局第５号   
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エネルギーイノベーションプログラム基本計画 

１． 目的 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構

築に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要すると

ともに大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組

を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方

向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和

され、官民において長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となる。以下に５つの政策

の柱毎に目的を示す。 

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界最高水準の省エネルギーを達成して

いる。今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエ

ネルギー利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部

門において、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する。 

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、我が国エネルギー需給構造上、最も脆弱

性が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となっ

ている。 

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存

度が８０％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向

性を共有しつつ、技術開発と関連施策を推進する。 

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温

暖化対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普

及へ向けての課題が存在する。 

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進

のための関連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。 

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー

源である。安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。 

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安

全保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、

我が国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、

その有効かつクリーンな利用を図る。 
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２．政策的位置付け 

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定） 

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、 

１． 総合エネルギー効率の向上に資する技術 

２． 原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術 

３． 運輸部門のエネルギー多様化に資する技術 

４． 新エネルギーに関する技術 

５． 化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術 

以上が位置づけられている。 

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月） 

世界最先端のエネルギー需給構造の実現を図るため 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 運輸エネルギーの次世代化計画 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。 

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。 

○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

資源・エネルギー政策の戦略的展開として 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

５． 資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化 

以上が位置づけられている。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 

「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・

継続的な排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要で

ある。環境と経済の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、

未利用エネルギーの利用等の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの

普及を図り、世界をリードする環境立国を目指す。」とされている。 
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３．達成目標 

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス向上」、

民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、エネルギー消費効率を２０３０

年度までに少なくても３０％改善することを目指す。 

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池

自動車などの導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年まで

に８０％程度とすることを目指す。 

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的な

エネルギー高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指す

ことで、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。 

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とする

ことを目指すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世

代軽水炉の開発、軽水炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策な

どの技術開発を推進する。 

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先

端的な技術開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリ

ーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指す。 
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４．研究開発内容 

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

４－Ⅰ－ⅰ．共通 

（１）エネルギー使用合理化技術戦略的開発（運営費交付金） 

①概要 

省エネルギー技術開発の実効性を高めるために、シーズ技術の発掘から実用化

に至るまで、民間団体等から幅広く公募を行い、需要側の課題を克服し得る省エ

ネルギー技術開発を戦略的に行う。 

②技術目標及び達成時期 

中長期的視点に立った省エネルギー技術戦略を構築し、技術開発の相互連携に

よりシナジー効果が発揮され技術開発が促進されるよう、超燃焼システム技術、

時空を超えたエネルギー利用技術、省エネ型情報生活空間創生技術、先進交通社

会確立技術、次世代省エネデバイス技術の技術群に重点化して、省エネルギー技

術戦略に沿った技術開発を戦略的に推進する。 

③研究開発時期 

２００３年度～２０１０年度 

 

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金） 

①概要 

産業界や社会のニーズに応える省エネルギー技術のシーズの発掘とその育成、

並びに、省エネルギー技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目

的のため、産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立

行政法人の研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって省

エネルギー効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人

を特定して助成金を交付する。 

②技術的目標及び達成時期 

独創性のある研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する競争

的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用化が

有望な革新的省エネルギー技術の研究開発を促進する。本事業では革新的省エネ

ルギー技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率

を１００％とすることを目標とするとともに、省エネルギー技術に関する次世代

の研究リーダーの育成を図る。 

③研究開発期間 

２０００年度～ 

 

（３）研究開発型中小企業挑戦支援事業（スタートアップ支援事業） 

①概要 

省エネルギー対策に資する中小企業の優れた技術シーズ、ビジネスアイデアの

事業化による創業・新事業展開を促進するため、実用化研究開発に要する経費（原

材料費、直接人件費、機械装置費、知的財産取得費等）の一部を補助するととも

に、補助事業を行う中小・ベンチャー企業等に対して中小企業基盤整備機構によ

るビジネスプランの具体化・実用化に向けたコンサルティング等を一体的に実施
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する。 

②技術的目標及び達成時期 

中小企業の技術開発を推進し、産業におけるエネルギー使用合理化技術の利用

を図り、もって、中小企業の振興と経営の安定を促進する。 

補助事業期間終了後２年後の採択企業の研究開発成果の事業化率５０％を目標

とするとともに、省エネルギー技術開発の高度化を戦略的に推進する。 

③研究開発期間 

２００４年度～ 

 

（４）地域イノベーション創出エネルギー研究開発 

①概要 

地域において新産業の創出に貢献し得るような最先端の技術シーズを基に、企

業、公設試、大学等の研究開発資源を最適に組み合わせて形成された共同研究体

が行うエネルギー使用の合理化並びに非化石エネルギーの開発及び利用に寄与す

る実用化研究開発の実施。 

②技術的目標及び達成時期 

研究開発終了後３年後における成果の事業化達成率３０％以上を目標とする。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（５）イノベーション実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（６）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅱ．超燃焼システム技術 

（１）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭

素（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を

行う。 

②技術的目標及び達成時期 

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減

することを目指し、２０５０年までに実用化する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１７年度 

 

（２）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金） 

①概要 

プラズマ等による高温を利用し瞬時にガラス原料をガラス化することにより、

極めて効率的にガラスを気中で溶融（インフライトメルティング法）し省エネに

資する革新的ガラス溶融プロセス技術を開発する。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１２年度までに、インフライトメルティング法により原料を溶解する技術、
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カレットをガラス原料として利用するため高効率で加熱する技術、カレット融液

とインフライトメルティング法による原料融液とを高速で混合する技術を開発す

る。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（３）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、マイクロリアク

ター、ナノ空孔などの精密反応場を利用し、反応分子の自由な運動を活性種レベ

ルで制御した革新的な化学反応プロセスと新機能材料創成技術の確立を目指す。

さらに、マイクロリアクターとナノ空孔反応場の組み合わせ、各反応場とマイク

ロ波等のエネルギー供給手段との組み合わせにより協奏的反応場を構成し、さら

なる高効率生産等を可能にする基盤技術を開発する。これらの技術の確立により、

反応システムの小型化、多段プロセスの簡略化等を通じた化学産業の製造工程等

の省エネルギー化を図る。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１０年度までに、マイクロリアクター技術、ナノ空孔技術を軸とし、これ

らに更にマイクロ波、超臨界流体等のエネルギー供給手段を組み合わせた協奏的

反応場を構成することにより、これまでにない革新的な化学反応プロセスを確立

し、新機能材料創成技術を実現する。さらに、これらの技術を用いて高性能・高

機能電子材料、医薬中間体などの部材を開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（４）植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発 

i）植物利用エネルギー使用合理化工業原料生産技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、現在の化学工業

プロセスに代わる、植物の有する有用物質生産能を活用した省エネルギー・低環

境負荷型の工業原料生産プロセスへの変換を促進する。具体的には、工業原料の

生産に関わる重要な物質生産プロセスに関する代謝系をゲノム情報に基づき解析

するとともに、有用物質生産制御に必要な一連の代謝遺伝子群の発現を統一的に

制御する技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、工業原料として有望なバイオマスとしてイソプレノイド、

油脂などの有用物質生産に関わる代謝経路とその調節メカニズム及び生産物質の

蓄積・移動に係るメカニズムの解析を行い、関連遺伝子情報を整備するとともに、

統括的発現制御技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００２年度～２００９年度 
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（５）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金） 

①概要 

プラント、構造物や自動車等の革新的な高効率化、省エネルギー化、長寿命化、

安全・安心化を図るため、最新の科学的知見を導入し、鉄鋼材料及び鋼構造体を

超高機能化する基盤的研究開発を行う。具体的には、高強度鋼、高機能鋼の実用

化拡大の基盤となる (１)高級鋼厚板(高強度鋼、極低温用鋼、耐熱鋼)溶接部の信

頼性・寿命を大幅に向上する溶接施工技術（高密度・清浄熱源溶接技術）、及びク

リープ破壊、金属組織制御技術を基本とする溶接材料技術（クリープ破壊及び水

素破壊の機構解明等を踏まえた）の開発、(２)部材の軽量化を図るために強度、

加工性等の最適機能傾斜を付与する機械部品鍛造技術（駆動部材の信頼性確保の

ための耐疲労破壊特性の向上を踏まえた）の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、高級鋼厚板（高強度鋼・極低温用鋼・耐熱鋼）の溶接を

予熱・後熱なしに可能とする溶接技術と材料技術を開発するとともに、傾斜機能

部材の鍛造技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（６）高機能チタン合金創製プロセス技術開発プロジェクト 

①概要 

大量の電力を必要とする従来のバッチ処理方式のチタン製錬法（クロール法）

を、エネルギー効率の高い連続処理方式へ転換する抜本的なプロセス改善のため

の技術を開発する。また、併せて、成形性の高いチタン合金設計技術及び成形プ

ロセス技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに省エネ型チタン新製錬プロセスの基盤技術を開発し、２０

１０年までに実用化を目指す。また、本製錬技術により得られるチタンをベース

として、加工性、強度等をさらに向上させた合金設計・成形プロセス技術を確立

する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００８年度 

 

（７）革新的分離膜技術の開発 

①概要 

河川水等の浄水工程における、微量の有害物質、微生物等の除去に係る水処理

技術のうち、分離膜方式による高効率（省エネ）な分離技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１３年度末までに、現行の分離膜に比較して単位処理水量当たり５０％の

エネルギー削減を図る技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 
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（８）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発 

i）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーか

つ環境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新

的な生産プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既

知遺伝子で構成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高

性能宿主細胞の創製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、

バイオマスを原料として有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファ

イナリー）ための基盤技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞

を創製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反

応の多様化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、

バイオマスを高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産する

バイオプロセス体系を構築する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付

金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー

多消費・廃棄物多排出型であった廃水・廃棄物処理において、微生物群の構成及

び配置等を人為的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上

させ、省エネルギーで廃棄物も少ない高効率型廃水、廃棄物処理の基盤技術を確

立する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人

為的に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水、廃棄

物処理に比べより高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化

に資するための実証可能なテストプラント規模にて評価する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（９）省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業 

①概要 

化学産業はそれ自身が裾野の広い産業というだけでなく、自動車、ＩＴ機器等

の川下製品の部材として産業界・国民生活の様々な分野に深く関連している。従

って化学業界において、省エネポテンシャルの大きい有望な技術シーズがありな

がら民間だけでは十分な研究開発投資が行われていない技術について、戦略的な

研究開発支援を実施することにより、化学産業のみならず、各種最終製品、他産

業においてエネルギー効率の改善を促進する。 
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②技術的目標及び達成時期 

２００７年度までに、化学分野の生産プロセスや、製品等に関する環境に配慮

した省エネルギー技術の革新に向けて、国内・国際市場の創出・拡大も見据えつ

つ、将来の発展が有望な技術に関する研究開発を行うことにより、化学産業のみ

ならず、我が国の省エネルギー対策に一層寄与する。 

③研究開発期間 

２００４年度～２０１０年度 

 

（１０）高効率酸化触媒を用いた環境調和型化学プロセス技術開発プロジェクト 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、Ｎ－オキシ系触

媒等の炭素ラジカル創生触媒を化学反応プロセスに適用し、製造工程の短縮や製

造効率の向上を図ることで、温暖化効果ガスの排出抑制や省エネルギー効果など

総合的なプロセスコストを低減させるため要素技術の開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２００８年度までにカルボン酸、アルコール、ケトンなどの含酸素化合物製造

プロセスに対し、Ｎ－オキシ系触媒を適用していくため、現状の触媒活性・選択

性の向上、触媒の安定性・寿命の改善、触媒分離プロセスの効率化等を開発する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００８年度 

 

（１１）エネルギー使用合理化繊維関連次世代技術開発 

①概要 

製造エネルギーの低減を図ることができる革新的な繊維製品製造技術の開発や、

使用することでエネルギー消費の低減が可能となる新たな繊維製品を開発。 

②技術的目標及び達成時期 

２００９年度までに、以下の開発を行う。 

①炭素繊維製造エネルギー低減技術の研究開発 

②廃棄衣料のリサイクル技術及び高付加価値商品の開発 

③排水処理における余剰汚泥の減容化技術開発 

④次世代資材用繊維の開発 

⑤ポリエチレンテレフタレート製造エネルギー低減技術の開発 

⑥ＶＯＣ含有廃棄物の溶剤回収及び再利用処理技術の開発 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

（１２）無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発（運営費交付金） 

①概要 

所用動力が少なく、汚泥発生も少ない嫌気性処理の利点と、良好な水質が得ら

れる好気性処理の利点の双方の特長を生かし、かつ双方の欠点を克服した、省エ

ネルギー性に優れた廃水処理技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 
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２００８年度までに、既存技術で廃水処理を行った際に発生する汚泥量の７

０％削減を実現し、廃水処理に要するエネルギーの７０％削減を実現する廃水処

理システムを開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（１３）高効率ガスタービン実用化技術開発 

①概要 

省エネルギー及びＣＯ２削減の観点から電力産業用高効率ガスタービンの実用

化を目指し、大容量機（２５万ｋＷ程度（コンバインド出力４０万ｋＷ））の高効

率化（５２％→５６％）のために１７００℃級ガスタービンの実用化に必要な先

端要素技術を適用した各要素モジュールの検証等を実施する。また、小中容量機

（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％→５１％）のために有望とされている高

湿分空気利用ガスタービンの実用化に必要な多段軸流圧縮機、多缶燃焼器等の開

発を行うとともにシステムの信頼性等の検証を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

１７００℃級ガスタービン実用化技術開発：先端要素技術を活用した燃焼器、

タービン、圧縮機等各モジュールの検証等を行い、送電端熱効率５６％以上の達

成が可能なことを確認する。 

高湿分空気利用ガスタービン実用化技術開発：２０１１年までに軸流圧縮機の

３．５％（空気重量比）吸気噴霧冷却技術、低ＮＯx 燃焼技術（運用負荷帯で１

０ｐｐｍ以下）等を開発すると共に、実機に近い条件での要素機器の信頼性・耐

久性を確認する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１１年度 

 

（１４）エネルギー使用合理化高効率パルプ工程技術開発（運営費交付金） 

①概要 

紙パルプ産業では、環境に関する自主行動計画に基づき、２０１０年度までに

製品当り化石エネルギー原単位を１９９０年度比１３％削減し、ＣＯ２排出原単

位を１０％削減することを目指し、紙パルプ工程における省エネルギー対策を着

実に進めているものの、より一層の省エネルギー対策を進めるためには、技術開

発によるブレークスルーが必要となっている。紙パルプ産業は、エネルギー多消

費型産業のひとつであり、紙パルプ工程での省エネルギー対策は波及効果が大き

いことから、紙パルプ工程におけるエネルギー使用合理化に資する技術開発を提

案公募により実施する。 

②技術的目標及び達成時期 

京都議定書の第１約束期間中、又は、第２約束期間中を目途として実用化に至

るような技術開発を行うことで、京都議定書の第１約束期間の目標を着実に達成

するとともに、現在、検討が行われている第２約束期間に向けた省エネルギー対

策の更なる深化を進めていく。 

③研究開発期間 
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２００５年度～２０１０年度 

 

（１５）発電プラント用超高純度金属材料開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（１６）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（４－Ⅴ－ⅳ参照） 

（１７）噴流床石炭ガス化発電プラント開発（４－Ⅴ－ⅳ参照） 

（１８）石油精製高度機能融合技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅲ．時空を超えたエネルギー利用技術 

（１）カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

従来の活性炭電極では不可能な高出力かつ高エネルギー密度の電気二重層キャ

パシタを実現するため、高度に配向した長尺の単層カーボンナノチューブの大量

合成技術を開発するとともに、これを用いたキャパシタ電極の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術及び大量生産

技術を確立するとともに、キャパシタ製造技術を確立することで、２０Ｗｈ/Ｋｇ

の高エネルギー密度と耐久性を有する電気二重層キャパシタを開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（２）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照） 

（３）高温超電導電力ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照） 

（４）固体酸化物形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）新利用形態燃料電池技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（９）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１０）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１１）風力発電電力系統安定化等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（１２）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ

－ⅴ参照） 

（１３）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅳ．省エネ型情報生活空間創生技術 

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展に

より、ネットワークを流れるデータ量が大幅に増加する中で、ＩＴ機器による消

費電力量の大幅な増大に対応し、環境調和型ＩＴ社会の構築を図るため、個別の

デバイスや機器に加え、ネットワーク全体での革新的な省エネルギー技術の開発

を行う。 
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②技術的目標及び達成時期 

２０１２年度までに、ＩＴ機器・システムのエネルギー消費効率を２倍に向上

させる基盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ネットワークで

伝送されるデータ量の爆発的増加に伴い、関連機器の消費エネルギーが増大して

いる中で、ネットワーク全体の消費電力量を抑制することが喫緊の課題であり、

消費エネルギーの低減に大きく貢献するルータ・スイッチの高速化のための研究

開発を実施するとともに、機器そのものの消費エネルギーを低減するための研究

開発を実施する。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、１チャンネルあたり４０Ｇｂｐｓ超の通信速度に対応す

るトラフィック計測・分析・管理技術や４０Ｇｂｐｓのインターフェース、さら

なる通信速度向上（１００Ｇｂｐｓ超）を実現するハードウェア技術、ＳＦＱ（単

一磁束量子）スイッチに関する実現を可能とするための基盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液

晶及び大型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するた

めの研究開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴ

アレイプロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技

術を確立する。また、プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る

技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）有機発光機構を用いた高効率照明の開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、蛍光灯に代わる

高効率照明として有機ＥＬ発光機構を用いるための技術開発課題（発光効率、演

色性、面均一性、生産コスト）等を明らかにし、それをブレークスルーしうる技

術シーズを抽出する。 

②技術目標及び達成時期 
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２００９年までに現在一般に普及している蛍光灯照明に代わる高効率照明とし

ての必要スペックを達成するとともに、次世代照明として同じく期待されている

ＬＥＤとの差別化要素を技術的に達成し、大面積／高スループット／低コストで

量産するプロセス技術を開発する。また、現在蛍光灯の間接・拡散照明が用いら

れている照明機器を代替する有機ＥＬ照明を実用的なコストで製造できる技術を

確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２００９年度 

 

（５）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金） 

①概要 

住宅やビルなどの冷暖房における大幅な省エネを実現する画期的な断熱性能を

示す壁および窓材料を、セラミックスのナノ多孔体構造やナノ羽毛状構造および

セラミックス・ポリマー複合化構造などからなるマルチセラミックス膜アセンブ

リ技術によって開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、熱貫流率（熱の伝わりやすさ）が０．３Ｗ／ｍ2K 以下、

壁厚さ１０ｍｍ程度の超断熱壁材料および熱貫流率が０．４Ｗ／ｍ2K 以下、光（可

視光）透過率が６５％以上（Ｌｏｗ－Ｅガラス使用）、ヘイズ率が１％以下の超断

熱窓材料を実現する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から、製造工程等の省エネルギー化を

実現するために行う。従来、表示デバイスの製造には、真空蒸着と高温下での焼

成と、それに伴う排ガス排水処理が必須であった。これを、ロールｔｏロール方

式に代替することで常圧、常温下での製造を実現し、フレキシブルな薄型ディス

プレイを効率よく製造する。そのために、有機 TFT 材料およびコンタクトプリン

ト技術等を開発する。 

②技術的目標及び達成時期 

２００９年度までに、実用化に向けた実証のための巻き取り方式ディスプレイ

のプロトタイプを試作する。またフレキシブルデバイス材料開発に貢献する部材

ならびに薄膜複合化技術を開発し、これらをパネル化するための実用化技術を確

立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００９年度 

 

（７）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、近接場光の原
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理・効果を応用した低損失オプティカル新機能部材技術を開発し、実用化の目処

を得ることを目的とする。動作原理に近接場光を用いるオプティカル新機能部材

は、従来の材料特性のみに依存した光学部品では不可能な機能・性能を発揮し、

液晶プロジェクター・液晶ディスプレイなど情報家電の省エネルギー、高性能・

高信頼化を図る上でのキーデバイスとなることが期待できる。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、共通基盤技術として、ナノ構造部材の設計・作製・評価

技術を開発するとともに、ナノ構造部材に発現する近接場光の機能を動作原理と

する低損失オプティカル新機能部材を検討し機能を確認する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（８）高環境創造高効率住宅用ＶＯＣセンサ等技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、住宅における換

気負荷を最小化することによって省エネルギーを達成するため、ＶＯＣセンサ及

びモニタリング併用型換気システム等を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ＶＯＣに対して高選択性・高感度性・即応性を有するＶ

ＯＣセンサ及びＶＯＣセンサを用いたモニタリング併用型換気システム等を開発

する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００８年度 

 

（９）革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、我が国鉄鋼業の

約５０％を占める建設市場において、建築物のメインフレームに高強度鋼を用い

ることで、①鉄鋼部材の軽量化（リデュース）とそれに伴う輸送効率の向上、②

高強度化、非溶接化に伴う部材のリユース促進、 ③製造・施工の省エネ・省力化

等を図る。 

同時に、柔剛混合構造（高強度鋼とダンパーの組み合わせ）技術の確立、関連

法規への対応等により、震度７にも耐えうる新構造システム建築物の建設が可能

となり、我が国で大きなリスクである大規模地震災害から国民を守り、安心安全

社会の実現に寄与する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１３年度までに、最大規模の地震（震度７）に対しても倒壊・損壊しない

建築物を高強度鋼（８００Ｎ／ｍｍ２級鋼材）とダンパーの組み合わせによる柔

剛混合構造により実現を図るものであり、国土交通省や民間企業と連携してこの

建築物のメインフレームに必要な高強度鋼部材、接合法等の開発を行う。主な研

究開発目標は以下の通りである。 

・震度７弾性新構造システム開発 
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・高強度部材の製造技術開発 

・超高強度接合部品開発 

・高強度部材の接合技術開発 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（１０）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ガラス材料に関

する精密モールド技術を確立し、機能性の高い光波制御素子を低コストで生産で

きるプロセス技術を開発することで部材の小型化・高機能化を図りつつ、省エネ

を実現する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までにサブ波長レベルの微細構造をガラス表面にモールド成形す

る技術を実現し、実装可能な具体的なデバイスを作製する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

４－Ⅰ－ⅴ．先進交通社会確立技術 

（１）エネルギーＩＴＳ（運営費交付金） 

①概要 

平成１９年５月の「次世代自動車・燃料イニシアティブ」に基づき、運輸部門

のエネルギー消費効率改善のため、自動運転・隊列走行技術、高度交通流制御技

術等の省エネルギーに資するＩＴＳ 技術の開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１２年度までにプローブ情報を利用した信号制御機能の実用化を図るとと

もに、２０２０年代に実用化が見通せる運転制御、隊列走行の基盤技術の確立を

目指す。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 
 

（２）革新的次世代低公害車総合技術開発（運営費交付金） 

①概要 

大気環境・地球温暖化・エネルギー問題の同時解決に向けて、次世代の低公害

車の技術開発を実施する。 

特に、都市間の輸送に用いられる「都市間トラック・バス」を中心とした分野

における要素技術の開発を自動車技術・燃料技術の両面から実施していく。 

②技術目標及び達成時期 

平成２０年度において、都市間の輸送に用いられる「都市間バス・トラック」

を中心とした分野における次世代低公害車の要素技術を確立する。具体的には、

以下のとおり。 

・燃費向上率 
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貨物車 現行基準値に対して１０％ 

乗用車 ２０１５年基準値に対して２０％ 

・排出ガス 

貨物車 ＮＯｘ：ディーゼル重量車のポスト新長期（挑戦目標）規制値 

ＰＭ：ディーゼル重量車のポスト新長期規制値 

乗用車 ＮＯｘ：ガソリン車のポスト新長期規制値 

ＰＭ：ガソリン車のポスト新長期規制値 

③研究開発時期 

２００４年度～２００８年度 
 

（３）サステナブルハイパーコンポジット技術の開発（運営費交付金） 

①概要 

炭素繊維複合材料は、軽量、高強度等の優れた特性を有している。従来の熱硬

化性樹脂を用いた炭素繊維複合材料では成形性・加工性に乏しくリサイクルが困

難であったため、熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維複合材料（ＣＦＲＰ）の開発を

行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、炭素繊維と熱可塑性樹脂との中間基材を開発し、熱可塑

性ＣＦＲＰ加工技術を開発する。 

③研究開発時期 

２００８年度～２０１２年度 

 

（４）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代航空機用） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、航空機、高速車

両等の輸送機器への先進材料の本格導入を加速させるため、先進複合材料及び先

進金属材料について部材開発、設計試作及び評価を実施することで、軽量化によ

りエネルギー使用効率を大幅に向上させる革新的な構造部材の創製・加工技術の

開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、複合材の構造健全性診断技術、チタン合金の創製・加工

技術を確立するとともに、航空機用エンジンへの適用を目指し、耐熱・耐衝撃性

に優れた複合材料を開発する。 

③研究開発期間 

２００３年度～２０１２年度 

 

（５）環境適応型小型航空機用エンジン研究開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、エネルギー使用

効率を大幅に向上し、環境対策にも優れた次世代の小型航空機用エンジンの開発

にとって重要な要素技術の研究開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 
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２０１０年度までに、エネルギー使用効率を大幅に向上する構造設計技術、騒

音、ＮＯｘ等の環境負荷対応に優れた環境対策技術、インテグレーション技術、

高バイパス比化等の高性能化技術といった要素技術の研究開発・実証を行う。 

③研究開発期間 

２００３年度～２０１０年度 

 

（６）省エネ用炭素繊維複合材技術開発 
①概要 

航空機、自動車、鉄道、船舶等の輸送機械等における炭素繊維複合材の適用範

囲を拡大し、省エネルギーの促進を図るため、先進的な炭素繊維複合材成形技術

や、耐雷対策の低コスト化技術等の研究開発・実証を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２０１３年度までに、従来の方法に比べ低コストであり、曲率の大きな部位の

成形も行うことができるＶａＲＴＭ（バータム）法等の炭素繊維複合材成形技術

や、炭素繊維複合材を用いた製品の耐雷性能を低コストで確保する技術の研究開

発・実証を行う。 
③研究開発期間 
２００８年度～２０１３年度 

 

（７）燃料電池システム等実証研究（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅵ．次世代省エネデバイス技術 

（１）パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーを

進めるために、シリコンよりも材料特性に優れたワイドギャップ半導体デバイス

を用いた高効率インバータ等の実用パワーエレクトロニクス機器システムの基盤

技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ワイドギャップ半導体デバイスを用いた高効率インバー

タ等の実用パワーエレクトロニクス技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（２）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発 －うち窒化物系化合物

半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金） 

①概要 

窒化物系化合物半導体は日本が強みを有し、パワーデバイス、高周波デバイス、

発光デバイス等、今後のＩＴ社会を支えとなることを期待されている分野である。

しかし、既存のバルク単結晶基板成長技術やエピタキシャル成長技術では、従来

の半導体では実現できない領域で動作可能なハイパワー、超高効率デバイス性能

を十分に引き出すには至っていない。 
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これを突破するため、大学あるいは研究所を拠点に材料メーカー、デバイスメ

ーカー、装置メーカー等が相互連携して、窒化物半導体の結晶欠陥低減技術やナ

ノ構造作製技術等の革新を図り、これらデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力

削減の実現を図る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製

技術を開発する。 

・ 基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術） 

 口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作
製技術の確立。 

・ エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術） 

 低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技
術の確立。 

 高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現 
 高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、テクノロジーノード（微細化レベル）４５ｎｍ以細の次世代低

消費電力半導体を実現するため、微細加工の基盤技術やマスク（半導体素子製造

過程で用いる原板）の低コスト化・製造時間短縮に必要な基盤技術の開発等を行

う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、マスク設計・描画・検査の各工程に共通的なマスクデー

タ処理技術、繰り返しパターンやパターン重要度を利用した描画・検査高速化技

術等の基本的な開発及びＥＵＶＬマスク基盤技術として、許容欠陥の指標明確化、

ブランクスの位相欠陥検査技術の確立等を完了する。 

③研究開発期間 

２００１年度～２０１０年度 

 

（４）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、情報通信機器、特に、情報家電の低消費電力化を実現できる半

導体アプリケーションチップ技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、情報家電の低消費電力化を実現できるアプリケーション
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チップ技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００３年度～２００９年度 

 

（５）次世代高度部材開発評価基盤の開発（ＣＡＳＭＡＴ２）（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。半導体産業分野

で、集積回路の消費電力低減に必要な配線形成用各種材料等の開発のネックとな

っているナノレベルでの材料間の相互影響を評価可能な統合部材開発支援ツール

を開発する。これにより、集積回路の種類やデザインルールに応じて、配線形成

用各種材料とプロセスの最適な組み合わせの提案技術（統合的材料ソリューショ

ン提案技術）を確立する。 

②技術的目標及び達成時期 

２００８年度までに、半導体材料開発に貢献する材料評価基盤を構築するとと

もに、上記の統合的材料ソリューション提案技術を確立する。また、本プロジェ

クトを通して得られた基礎データ等については、プロジェクト実施期間中にデー

タを体系的に整理し、幅広く社会に提供を図る。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（６）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、テクノロジーノード４５ｎｍ以降の半導体に対応するＳｏＣ(Ｓ

ｙｓｔｅｍ ｏｎ Ｃｈｉｐ)設計技術を開発する。具体的には、テクノロジーノー

ド４５ｎｍ以細の半導体の共通設計基盤技術開発として、ＤＦＭ（Ｄｅｓｉｇｎ 

Ｆｏｒ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ）基盤技術を中核とした設計及び製造の全体

最適を確保する全く新しいＳｏＣ製造フローを開発する。 

②技術目標及び達成時期 

テクノロジーノード４５ｎｍ以細のＳｏＣ開発において製造性を考慮した共

通設計基盤技術を確立し、システムＬＳＩデバイスの省エネルギーを実現すると

ともに、設計生産性を従来予想に比べ２倍にすることを目標とする。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

４－Ⅰ－ⅶ．その他 

（１）希少金属等高効率回収システム開発 

①概要 

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、

ニッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された

後は、非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されている
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ため、多大なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に

限定されており、その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。この

ため、湿式製錬技術を活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の

省エネルギー及び希少金属等の回収率向上を図る。 

②技術目標及び達成時期 

・ 従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現（省

エネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減） 

・ 廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上（イ

ンジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％タンタ

ル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース ０％→８０％） 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１０年度 

 

（２）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代衛星基盤） 

①概要 

国際商業市場における我が国衛星メーカーの競争力を強化するべく、次世代の

衛星技術として期待されている、準天頂衛星システム※（移動中の利用者等に対

し、米国が運用するＧＰＳとの補完による高精度な位置情報等の提供を可能にす

る新システム）の構築に不可欠な基盤技術（産業競争力強化にも直結する衛星の

軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を行う。本プロジェクトの一部につい

ては、他部門と比較して需要増加の割合が高い運輸部門のエネルギー消費を抑制

すべく、航空機、自動車、高速車両等の輸送機器の軽量化・効率化にも資する複

合材料製造設計のための基盤技術を確立するためのものであり、エネルギー需給

構造の高度化を図る観点から行うものである。 

※ 静止軌道と一定の角度をなす傾斜軌道に複数の衛星を配置し、見かけ上、常

に天頂付近に最低１つの衛星を位置させるシステム。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１０年度までに、準天頂衛星システムの構築に不可欠な基盤技術（産業競

争力強化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を行う。 

③研究開発期間 

２００３年度～２０１０年度 

 

（３）高効率重金属処理剤研究開発 

①概要 

重金属等によって汚染された土壌、飛灰、ばいじん、排水・廃液等を安全かつ

経済的に処理する技術開発として、少量の使用で重金属等を安定的かつ効率的に

捕捉できる複合金属汚染土壌のオンサイト処理に適した高性能の無機系重金属等

処理剤及び自然環境への負荷が少ない新規有機系処理剤を開発する。 

②技術的目標及び達成時期 

２００８年度までに、飛灰における金属選択性が高く安価な重金属等処理・回

収剤及び排水中における亜鉛や６価セレンなどを処理できる重金属等処理剤を開

発する。 
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③研究開発期間 

２００３年度～２００８年度 

 

４－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

４－Ⅱ－ⅰ．共通 

（１）イノベーション実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

４－Ⅱ－ⅱ．バイオマス由来燃料 

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（２）Ｅ３地域流通スタンダードモデル（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（３）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（４）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参

照） 

４－Ⅱ－ⅲ．ＧＴＬ等の合成液体燃料 

（１）革新的次世代低公害車総合技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ－ⅳ参照） 

（２）天然ガス未普及地域供給基盤確立実証試験（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

（３）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参

照） 

４－Ⅱ－ⅳ．燃料電池自動車および水素関連技術 

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（３）新利用形態燃料電池技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ参照） 

（４）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）燃料電池システム等実証研究（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

４－Ⅱ－ⅴ．電気自動車 

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

４－Ⅲ－ⅰ．共通 

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金） 

① 概要 
新エネルギーの自立的普及に向けて、太陽光、風力、バイオマスなど新エネル

ギー分野でのイノベーションを促進すべく、高効率かつ低コストを目指した先進

的技術開発を実施する。具体的には以下の研究開発を実施する。 

Ａ．革新的な太陽電池の開発を実施する研究拠点を形成し、海外との研究協力等を

行いながら、超長期の視野に立って、飛躍的な性能向上を目指した太陽光発電技

術の開発を推進する。（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業） 

Ｂ．中長期的に、より一層の高効率化と低コスト化を目指して、革新的な材料、構

造等を採用した太陽光発電技術の開発を推進する。（太陽光発電システム未来技

術研究開発） 
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Ｃ．２０２０年の目標発電コスト１４円／ｋＷｈおよび太陽光発電システムの大幅

な効率向上を実現すべく、未来技術研究開発などで得られた要素技術開発の成果

の内、実用化が期待できる太陽電池作製に係る技術について課題を設定し早期実

用化を助成する。（太陽光発電システム実用化促進技術開発） 

Ｄ．電力供給源としての太陽光発電の信頼性を確立し、今後の太陽光発電システム

の円滑な普及促進を図るため、太陽光発電システムの大量普及時に不可欠な性能

評価技術やリサイクル・リユース技術等システムの共通基盤技術に係る研究等を

実施する。（太陽光発電システム共通基盤技術研究開発） 

Ｅ．ＰＶシステムの普及拡大のため、「集中連系型太陽光発電システム実証研究」

の設備を有効利用しながら、認証制度にも資する複数台連系に係わる試験方法を

確立する。（単独運転検出装置の複数台連系試験技術開発研究） 

Ｆ．風力発電技術の国際的な動向を把握しつつ、我が国の複雑地形における風力発

電利用上の各種課題を克服するための基礎から応用までの技術について研究開

発を行う。具体的には我が国の厳しい風特性を反映した風特性モデルの確立及び

高々度風況観測を簡便に行うためのリモートセンシング技術の精度検証・評価を

行う。 

また、全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測による雷特性の把握、落雷特

性・落雷保護対策と被害実態との相関把握、上記を踏まえた効果的な落雷保護対

策の検討及び実機規模での実雷による保護対策検証等を実施し、高精度落雷リス

クマップを作成するとともに、風力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対

策を策定する。（次世代風力発電技術研究開発事業） 

Ｇ．我が国特有の海上特性や気象・海象条件を把握し、これらの自然条件に適した

洋上風況観測法や風力発電システムに関する技術開発とその実証を行なうと共

に、環境影響評価システム手法を確立する。（洋上風力発電技術研究開発） 

Ｈ．バイオマスのエネルギー利用の促進を図るためには、発生地域が分散し、形状・

性状が多種多様にわたるバイオマス資源を利用しやすい形態の有用エネルギー

へ効率的に転換できる技術を開発する。（バイオマスエネルギー等高効率転換技

術開発） 

Ｉ．世界的にもベンチャー企業による太陽光発電、新型風力発電、燃料電池、バイ

オ燃料分野におけるイノベーション活動が活発化していることを踏まえ、詳細目

標設定・多段階選抜形の米国ＳＢＩＲ制度を参考に特定のキーテクノロジーに対

するベンチャーのチャレンジを強力に支援する。（新エネルギーベンチャー技術

革新事業） 

② 技術目標及び達成時期 
Ａ．２０５０年までに「変換効率が４０％超」かつ「発電コストが汎用電力料金並

み（７円/ｋＷｈ）」の太陽電池を実用化することを目指した研究開発の中で、変

換効率４０％超の実現に向けた技術の基礎・探索研究段階と位置づけて研究開発

を実施する。 

Ｂ．２０２０年頃に業務用電力料金並の発電コスト（１４円／ｋＷｈ、モジュール

製造原価として７５円／Ｗ程度）、２０３０年頃に火力発電の発電コスト（７円

／ｋＷｈ、モジュール製造原価として５０円／Ｗ程度）の実現に向けた中・長期

的な技術開発を行う。 

エネルギーイノベーションプログラム基本計画 - 22



Ｃ．２０１５年に向けて市場競争力を備えた本格生産・商用化を目指す。 

Ｄ．２０２０年度の技術開発目標である発電コスト１４円／ｋＷｈを目指し、中期

的な視点での太陽光発電の普及拡大に資する。 

Ｅ．２００９年度末までに、電力系統側が受け入れ可能な、導入台数の制限のない

能動型単独運転検出装置の試験方法を確立する。 

Ｆ．２０１２年度までに、風力発電の基礎から応用までの技術について、国際的な

動向を把握しつつ、我が国特有の気象・地形に起因する各種問題（風車耐久性等）

を克服するための研究開発を行って、我が国の風車産業の振興に資するとともに、

ＩＥＡ ＲＤ＆Ｄ ＷＩＮＤなどの最先端の国際的風力発電共同研究に研究成果

を反映させる。 

また、２０１２年度までに、高精度落雷リスクマップを作成するとともに、風

力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対策を策定する。 

Ｇ．２０１３年度までに、我が国の海象・気象条件に適した、洋上風況観測システ

ム、洋上風力発電システム及び環境影響評価の手法等の技術を確立する。 

Ｈ．２００４年度より、バイオマスエネルギー転換プロセスにおける各工程のボト

ルネックを抽出し、２００８年度までに開発が完了するよう、それぞれのボトル

ネックをブレークスルーする要素技術開発を提案公募方式により実施する。更に、

２００５年度より２００９年度まで、バイオマスのエネルギー転換・利用技術等

の分野において２０３０年の普及を目指した新規な革新的技術を発掘するため

の先導技術研究開発を提案公募方式により実施する。 

Ｉ．潜在的なオプションの顕在化や関連産業分野の技術開発による技術革新により、

新エネルギー導入促進技術オプションの多様化と経済性の向上に寄与する。 

③ 研究開発期間 
２００７年度～２０１１年度 

 

（２）新エネルギー技術フィールドテスト事業（運営費交付金） 

① 概要 
２０１０年度の新エネルギー導入目標達成に向け、新技術を活用した太陽光発

電及び太陽熱利用システムの有効性の検証、バイオマス熱利用システムの性能・

経済性等の検証、風車立地に必要な高所の風況データの収集・解析など総合的な

新エネルギーフィールドテストを実施する。具体的には以下のフィールドテスト

を実施する。 

Ａ．新技術を活用した太陽光発電システム等を設置し、出力特性等の情報収集及び

分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガイドラインの策定等によ

り広く情報発信を行う。（太陽光発電新技術等フィールドテスト事業） 

Ｂ．新利用形態の太陽熱利用システムや未利用分野においてシステムを設置し、出

力特性等の情報収集及び分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガ

イドラインの策定等により広く情報発信を行う。（太陽熱高度利用システムフィ

ールドテスト事業） 

Ｃ．広く薄く賦存するバイオマスを、民間企業や研究機関等において研究開発が終

了段階をむかえた高効率に熱利用できるシステムを設置し、設置場所の熱需要に

合わせたフィールドテストを実施することにより、実運転におけるバイオマス熱
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利用転換システムとしての課題抽出、解決を行い、早期実用化を図り、バイオマ

スエネルギーの導入促進を行う。（地域バイオマス熱利用フィールドテスト事

業） 

Ｄ．風力発電の導入目標（２０１０年度３００万ｋＷ）を達成するため、共同研究

事業者と大型風車の導入普及に必要な高所の風況データの収集・解析・評価を行

い、公開する。（風力発電フィールドテスト事業）  

② 技術目標及び達成時期 
Ａ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度、

２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。 

Ｂ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度

に改訂する。また、２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。 

Ｃ．一定レベルまで確立されたバイオマス熱利用技術について、性能や経済性等の

状況・データを収集・分析し、熱利用システムの有効性を実証するとともに、こ

れらの結果を公表することで汎用性の高い熱利用システムの確立し、２０１０年

度のバイオマス熱利用の導入目標（３０８万ＫＬ）達成を目指す 

Ｄ．２０１０年度までに、高所の風況データの解析・評価を行い、導入普及に有用

な資料の取りまとめを行い、これらの結果を風力発電事業者、研究機関や風力発

電事業を計画している各種団体等に公開することにより、風力発電導入の素地を

形成し、風力発電の導入を拡大する。  

③ 研究開発期間 
２００７年度～２０１１年度 

 

（３）イノベーション実用化補助金（運営費交付金） 

① 概要 
科学技術基本計画における戦略的技術領域・課題にかかる技術課題等で石油代

替エネルギーの製造・生成・利用に資する実用化開発を行う民間企業に対し助成

支援する。  

② 技術目標及び達成時期 
助成事業終了後３年以上を経過した時点で２５％の実用化達成率。加えて、知

的資産経営の方針に対する審査時の評価を通じて、「技術等の知的資産を活かす

経営の下で収益拡大を図る（技術を経営、収益につなげる）」意識を普及させる。 

③ 研究開発期間 
２０００年度～ 

 

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金） 

① 概要 
産業界や社会のニーズに応える石油代替技術のシーズの発掘とその育成、並び

に、石油代替技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目的のため、

産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立行政法人の

若手研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって石油代替

効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人を特定して

助成金を交付する。  
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② 技術目標及び達成時期 
独創性のある若手研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する

競争的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用

化が有望な革新的石油代替技術の研究開発を促進する。本事業では革新的石油代

替技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率を１

００％とすることを目標とするとともに、石油代替技術に関する次世代の研究リ

ーダーの育成を図る。  

③ 研究開発期間 
２０００年度～ 

 

４－Ⅲ－ⅱ．太陽・風力 

（１）太陽光発電無線送受電技術の研究開発 

① 概要 
新たな電力供給方式として地上において様々な用途への応用が見込まれ、また、

長期的には将来の新エネルギーシステムとして期待される宇宙太陽光発電システ

ムの中核的技術として応用可能な太陽光発電無線送受電技術を確立するため、安

全性等を確保しつつ、太陽エネルギーを効率良く伝送するための要素技術等につ

いて研究開発を行う。 

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに高効率半導体増幅回路の開発、複数フェーズドアレイパネ

ルの統合による精密ビーム制御技術の開発、高効率受電整流回路の開発を目指す

ことにより、無線送受電技術の高効率化を図る。 

③ 研究開発期間 
２００８年度～２０１０年度 

 

４－Ⅲ－ⅲ．電力系統制御・電力貯蔵 

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（２）風力発電電力系統安定化等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（３）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ－

ⅴ参照） 

 

４－Ⅲ－ⅳ．バイオマス・廃棄物・地熱等 

（１）Ｅ３地域流通スタンダードモデル創成事業（運営費交付金） 

① 概要 
離島(全域)におけるエタノール３％混合ガソリン（Ｅ３）の製造から給油まで

の大規模なフィールドテストを通じ、Ｅ３利用に関する社会システムモデルの構

築と一般社会へ適用する際の技術課題の抽出を行う。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年の｢京都議定書目標達成計画｣の導入目標（５０万ｋｌ）に資するた

め、２００９年度にＥ３利用の社会モデルを構築し、２０１１年度までにその検

証を行う。  

③ 研究開発期間 
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２００７年度～２０１１年度 

 

（２）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金） 

① 概要 
地域に賦存する未活用な資源であるバイオマスをエネルギーとして有効活用す

るため、溶融ガス化等熱化学的変換技術による燃料化システムやメタンガス等生

物化学的変換技術による燃料化システム等の実証試験事業、事業可能性調査等を

実施し、利用ノウハウ等を蓄積、本格的なバイオマス等エネルギーの導入を推進

する。 

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、バイオマス等の種別やエネルギー変換手法、更には地域

特性を加味した一連のエネルギー転換システム毎のフィージビリティスタディや

試験設備の設置により、バイオマス等の運搬・収集、エネルギー転換及びエネル

ギー利用に係るデータの収集、分析、評価を実施し、その結果をフィードバック

することによって本格的なバイオマス等エネルギーの導入を目指す。  

③ 研究開発期間 
２００１年度～２００９年度 

 

（３）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金） 

① 概要 
バイオマスエネルギーの資源収集・運搬、転換、残渣処理、利用までの一連の

利活用システムについての、各要素の連携の最適化を図るための実証を実施する

ことによって、地域特性に適合した地域主導によるバイオマスの地産地消・地域

循環型の先導的モデルシステムを構築することによりバイオマスエネルギーの導

入を促進する。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、国内バイオマス資源の安定的かつ経済的な供給システム、

最適なエネルギー転換技術、エネルギー転換後に発生する残渣の処理等の一連の

地産地消型エネルギー転換システムについて、ノウハウ蓄積、課題抽出及びその

対策方法の策定、技術確立を行う。また、ここで確立されたバイオマスエネルギ

ーシステムは他地域への波及を先導する事例となることを目標とする。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

４－Ⅲ－ⅴ．燃料電池 

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金） 

① 概要 
自動車用、家庭・業務用等に利用される固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）の

実用化・普及に向け、要素技術、システム化技術及び次世代技術等の開発を行う

とともに、共通的な課題解決に向けた研究開発の体制の構築を図る。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、固体高分子形燃料電池の経済性・耐久性の向上や高性能
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化のための技術開発を行い、燃料電池の普及段階へ向けて必要な基本的技術を確

立する。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金） 

① 概要 
燃料電池の基本的反応メカニズムについての根本的な理解を深めるために、高

度な科学的知見を要する現象解析及びそのための研究体制の整備を行い、現状の

技術開発における壁を打破するための知見を蓄積する。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、燃料電池内における反応機構を電気化学（電極触媒反応、

イオン移動、分子移動等）及び材料化学（溶解・腐食反応、錯形成反応、ラジカ

ル反応、固相内拡散等）の観点から解明する。また、燃料電池新技術の性能を適

切に評価・実証するための基本システムを構築する。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

（３）新利用形態燃料電池技術開発（運営費交付金） 

① 概要 
ユビキタス社会に対応する燃料電池の実用化・普及拡大を図るため、小型可搬

電源となり得る小出力燃料電池等の安全性確保等を目的とする基準・標準化研究

開発及び燃料電池の用途開拓のための技術開発を行う。  

 

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年までに、燃料電池の新利用形態、使用環境の拡がり等を考慮した高

出力特性等の性能特性向上によって必要となる燃料容器等の周辺機器を含めたシ

ステムの安全・環境基準の設定・標準化、規制緩和に資する試験データの取得、

試験方法の開発及びこれらの規格・標準化に準じた新利用携帯用燃料電池技術を

開発する。  

③ 研究開発期間 
２００６年度～２０１０年度 

 

（４）高耐久性メンブレン型ＬＰガス改質装置の開発（運営費交付金） 

① 概要 
高耐久性の水素透過型メンブレン（膜）を開発し、家庭用ＬＰガス供給システ

ムから高純度の水素を供給可能な高効率ＬＰガス改質装置を開発する。  

② 技術目標及び達成時期 
２００８年度までに、家庭用ＬＰガス供給システムから燃料電池へ高純度の水

素を供給する高効率かつ低コストでコンパクトなメンブレン型ＬＰガス改質装置

を開発する。  

③ 研究開発期間 
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２００６年度～２００８年度 

 

（５）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金） 

① 概要 
固体酸化物形燃料電池(ＳＯＦＣ)は発電効率が高く、分散型電源として期待さ

れるが、実用化・普及のためには耐久性・信頼性向上、低コスト化等の課題を解

決することが必要であり、材料開発や劣化要因解明など基盤的な要素技術の研究

を行う。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１２年度までに、①耐久性・信頼性の向上のための劣化要因解明等の基礎

研究、②低コスト化のための材料等や高出力セルスタックの開発、③起動停止対

応等の実用性向上のための技術開発を実施する。 

③ 研究開発期間 
２００８年度～２０１２年度 

 

（６）セラミックリアクター開発（運営費交付金） 

① 概要 
電気化学的に物質やエネルギーを高効率で変換する次世代型セラミックリアク

ターの実現のため、低温作動と急速作動停止を可能とする材料の開発とミクロセ

ルの集積構造化技術等の開発を行う。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、新電解質材料の適用や電極反応の高効率化等による、低

温作動時(６５０℃以下)での出力性能を向上させる材料技術と共に、ミクロセル

の集積構造化や精緻なインターフェース構築のための製造プロセス技術を開発。

そして、これらの技術を統合することにより、次世代型セラミックリアクターと

してのプロトタイプモジュール実証（出力性能２ｋＷ／㍑等）を行う。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

（７）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金） 

① 概要 
水素の製造･輸送・貯蔵等に係る機器やシステムについて、性能・信頼性･耐久

性の向上や低コスト化を目指す水素利用技術の研究開発を行い、水素社会の実現

に必要な基盤技術の確立を図る｡  

② 技術目標及び達成時期 
２０１２年度までに、水素製造・貯蔵・輸送・充填に関する機器やシステムの

信頼性・耐久性向上、低コスト化、性能向上等実用化検証や要素技術開発、及び

当該技術を飛躍的に進展させることができる革新的技術開発や調査研究などを行

い、その成果を産業界に提供することにより、水素エネルギー初期導入間近の関

連機器製造・普及技術として完成させ、水素社会の真の実現に必要な基盤技術の

確立を図る。  

③ 研究開発期間 
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２００８年度～２０１２年度 

 

（８）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金） 

① 概要 
世界トップ水準の優れた研究者を中核に、国内外の研究機関・企業のバーチャ

ルな連携の下、高圧水素貯蔵に比べよりコンパクトかつ効率的な水素貯蔵を可能

とする水素貯蔵材料の性能向上に必要な条件等を明らかにすることにより、燃料

電池自動車の航続距離の飛躍的向上を図る。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１１年度までに、水素貯蔵材料の基本原理、さらには水素貯蔵能力の革新

的向上に必要な条件を明らかにすることにより、水素をより安全・簡便・効率的

かつ低コストに輸送・貯蔵するための技術基盤を確立する。  

③ 研究開発期間 
２００７年度～２０１１年度 

 

（９）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金） 

① 概要 
水素の輸送や貯蔵に必須な材料に関し、水素脆化等の基本原理の解明及び対策

の検討を中心とした高度な科学的知見を要する先端的研究を、国内外の研究者を

結集し行うことにより、水素をより安全・簡便に利用するための技術基盤を確立

する。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１２年度までに、水素脆化、水素トライボロジーの基本原理の解明及び対

策の検討等を行い、水素をより安全・簡便に利用するための技術指針を産業界に

提供する。  

③ 研究開発期間 
２００６年度～２０１２年度 

 

（１０）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金） 

① 概要 
燃料電池の導入・普及に資する基盤整備のため、製品性能の試験・評価手法及

び国内外の基準・標準の確立を図る。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度を目途に、安全性等に係るデータを取得し、そのデータを基に試

験・評価手法の確立、国際標準の確立、規制の再点検を三位一体で進める。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

（１１）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金） 

① 概要 
発電効率が高く、分散型電源として期待される固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦ

Ｃ）の研究開発・実用化の促進のため、耐久性を始めとしたデータの取得・課題
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抽出等のための実証を実施する。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに、ＳＯＦＣシステムの実証試験を数十～数百台規模で実施

し、蓄積が不足している耐久性を始めとした実証データの取得・課題抽出等を行

い、ＳＯＦＣ技術開発等へのフィードバックを行う。  

③ 研究開発期間 
２００７年度～２０１０年度 

 

（１２）定置用燃料電池大規模実証事業（運営費交付金） 

① 概要 
定置用燃料電池コージェネレーションシステムの実用化開発を支援するため、

量産技術の確立と実用段階に必要なデータ収集を行う大規模実証を実施する。  

② 技術目標及び達成時期 
２００８年度までに、定置用燃料電池を大規模かつ広域的に設置し、実使用条

件下における耐久性等の運転データを取得・分析、コストダウンに向けた課題抽

出を行い、製品改良へのフィードバックを行う。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００８年度 

 

（１３）燃料電池システム等実証研究 

① 概要 
実条件に近い中での燃料電池自動車等の実証走行や、高圧水素貯蔵システム、

多角的な燃料供給システムの検証を進め、水素エネルギー社会における水素利用

の課題等を抽出するとともに、燃料電池・水素に対する国民的理解の醸成を図る。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに、実使用条件下における技術的課題を抽出するとともに、

環境特性、エネルギー総合効率、安全性、耐久性等に関する基準・標準に資する

データを取得し、燃料電池自動車、水素ステーションの研究開発等へのフィード

バックを行う。  

③ 研究開発期間 
２００６年度～２０１０年度 

 

４－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

４－Ⅳ－ⅰ．軽水炉・軽水炉核燃料サイクル 

＜新型軽水炉＞ 

（１）次世代軽水炉等技術開発 

①概要 
２０３０年前後に見込まれる大規模な代替炉建設需要に対応するため、安全

性・経済性、信頼性等に優れ、世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の技術開発を

行 
②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、次世代軽水炉の実現に必要となる要素技術開発等及びプ
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ラント概念の成立性について見通しを得るための概念設計検討を行う。 

③研究開発期間 
２００８年度～２０１０年度（見直し） 

 
＜プルサーマルの推進＞ 
（２）全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発 

①概要 

プルサーマルが当面のプルトニウム利用策として期待されていることを踏まえ、

既存の軽水炉に比べ約３倍のプルトニウムを装荷することができる全炉心混合酸

化物燃料原子炉に必要な技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、原子炉の開発に必要な設計、解析、試験等を行い、全炉

心混合酸化物燃料原子炉技術を確立する。 

③研究開発期間 

１９９６年度～２０１１年度 

 
＜軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの円滑な移行のための技術開発＞ 
（３）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発 
①概要 

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携し、

「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。そのなかで、次世代再処理工場

から発生する高線量回収ウラン等を既存軽水炉燃料製造施設で取扱可能とする、次

世代再処理工場と調和可能な回収ウラン等の除染技術について、調査・基礎試験等を

行い、商業的に利用可能な除染技術候補の検討等を実施する。選定された技術につ

いては、プロセス試験等を実施する。 

②技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに、回収ウラン等の除染プロセスの候補技術の洗い出し及び

候補プロセス技術の基礎試験を終了し、次世代再処理技術との適合性の検証を行

い、プロセス試験を実施すべき除染プロセス技術を選定する。 
また、２０１５年までに、選定した除染プロセス技術について工学化規模での

プロセス試験を行い、商業的に利用可能な転換前高除染技術としての実効性を検

証する。 
③研究開発期間 
２００７年度～２０１５年度 

 
＜ウラン濃縮技術の高度化＞ 
（４）遠心法ウラン濃縮技術開発 
①概要 

我が国におけるウラン濃縮技術や生産能力の維持・向上のため、世界最高水準

の性能を有するなど国際的に比肩し得る経済性と性能を有する新型遠心分離機を

開発する。 
②技術目標及び達成時期 
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２００９年度までに、国際役務価格＄１００／ｋｇＳＷＵ相当を目指して、現

在実用化している金属胴遠心分離機の約５倍という高い分離性能や同遠心分離器

を上回る寿命など国際的に比肩し得る技術レベルを有する新型遠心分離機の開発

を目指すとともに、最終仕様の新型遠心分離機を多数台用いたカスケード試験の

実施により商用プラントとしての信頼性を確立し、運転要領の策定を行う。 

③研究開発期間 
２００２年度～２００９年度 

 
＜回収ウラン＞ 
（５）回収ウラン利用技術開発 
①概要 

六ヶ所再処理工場で回収される回収ウランを再濃縮し、再び軽水炉で利用する

ため、濃縮施設等既存施設への影響等を把握し、転換プロセスを中心とした回収

ウラン利用技術を開発する。併せて劣化ウラン酸化固形化についても検討を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２０１２年頃までに、劣化ウランの取扱・管理の容易さや貯蔵効率を向上させ

るための劣化ウラン酸化固形化（再転換を含む）技術の研究開発を行い、同技術

に係る基礎プロセスを確立する。２０１５年度頃までに、再処理により回収され

る回収ウランの濃縮が可能な商用遠心分離機の設計を確定する。 
③研究開発期間 
２００８年度～２０１５年度 

 
＜共通基盤技術開発＞ 
（６）革新的実用原子力技術開発費 
①概要 

原子力発電及び核燃料サイクルに関する革新的かつ基盤的技術であって実用化

につながる研究開発テーマを競争的環境の下で広く提案公募方式により募集し、

将来の原子力技術の発展及び技術の多様化につながる研究開発を行う。 
なお、実施に当たっては、研究開発の特性に応じて既存技術分野、基盤技術分

野、国際協力技術分野の３分野を設け事業を実施する。 
②技術目標及び達成時期 

２０１２年まで、既存技術分野、基盤技術分野、国際協力技術分野において個

別テーマ毎に研究開発を実施する。 

なお、既存技術分野は２００８年度で終了となる。 

③研究開発期間 

２０００年～２０１０年（見直し） 
 

４－Ⅳ－ⅱ．高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル 

（１）発電用新型炉等技術開発 

①概要 

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携

し、「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。具体的には、実証炉に必
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要な要素技術のうち、設計・建設段階において必要となる実プラント技術として、

格納容器設計技術、耐震性評価技術、高温材料設計技術、保守技術の試験等を実

施する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、実証炉の概念設計へ反映しうる設計基準データ等の技術

的根拠を得る。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１０年度 

 

（２）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発（４－Ⅳ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅳ－ⅲ．放射性廃棄物処理処分 

（１）地層処分技術開発 
①概要 
ⅰ）地層処分共通技術開発 
高レベル放射性廃棄物等の地層処分における共通的技術として、今後段階的

に進められる処分地選定の際に重要となる地質等調査技術の高度化開発を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発 
高レベル放射性廃棄物処分に係る基盤技術として、人工バリア等の長期性能

評価技術、処分場操業の際のオーバーパック溶接や搬送・定置等の遠隔操作技

術の開発を行う。 
ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発 
ＴＲＵ廃棄物の地層処分に係る基盤技術として、高レベル放射性廃棄物との

併置処分の可能性も念頭に、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれる核種の閉じ込め技

術や人工バリア等の長期性能評価技術の開発を行う。 
②技術目標及び達成時期 
ⅰ）地層処分共通技術開発 
２０１１年度までに、処分地選定の初期段階で必要となる地上からの調査技

術のうち、特に沿岸域の環境や高精度での地下水評価等に係る調査評価技術の

高度化・確証を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発 
２０１１年度までに、人工バリア等の長期性能評価技術や遠隔操作等の工学

技術について高度化を図り、幅広い地質環境に対応可能な技術選択肢と成立性

を提示する。 
ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発 
２０１１年度までに、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれるヨウ素１２９や炭素１

４の閉じ込め、高アルカリ環境下での人工バリアの性能評価等に関し、幅広い

地質環境に対応可能なデータ・モデルの整備と技術選択肢の提示を行う。 
③研究開発期間 
１９９８年度～２０１１年度 

 
（２）管理型処分技術開発 
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ⅰ）地下空洞型処分施設性能確証試験 
①概要 

ＴＲＵ廃棄物や発電所廃棄物等の余裕深度処分において検討されている「地下

空洞型処分施設」の成立性確認のため、実規模大の空洞を利用した総合的な確証

試験を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、実規模大の空洞内にコンクリートピット等からなる地下

空洞型処分施設を構築し、施工性や初期性能の総合的な確証を行う。 
③研究開発期間 
２００６年度～２０１１年 

 
（３）放射性廃棄物共通技術開発 
①概要 
ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 

放射性廃棄物処分に係る国内外の最新知見の収集・分析、重要かつ基礎的な

課題の抽出並びに研究を実施し、長期に及ぶ処分事業等を支える技術基盤の拡

充を図る。 
ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査 

放射性廃棄物処分の安全評価に共通的な基盤情報として、生物圏における核

種移行プロセスを評価するため、日本の風土を反映した核種移行パラメータ・

モデルを整備する。 
②技術目標及び達成時期 
ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 

２０１１年度までに、放射性廃棄物処分に共通的な重要基礎技術として、地

質環境の長期安定性評価、人工バリアや岩盤の長期挙動評価等に係る知見を整

備する。 
ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査 

２０１１年度までに、沿岸域の環境も含めたわが国表層環境への適用とＴＲ

Ｕ廃棄物に固有の核種等を考慮した、生物圏核種移行のモデルとデータベース

を構築する。 
③研究開発期間 
２００１年度～２０１１年度 

 
４－Ⅳ－ⅳ．原子力利用推進に資する電力系統技術 
（１）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金） 

①概要 

世界的にも我が国が最先端の技術力を有する次世代高温超電導線材を活用し、

経済社会の基盤となる電力の安定的かつ効率的な供給システムを実現するため、

系統を適正に制御し、電力供給を安定化させるための技術及び発電電力を無駄な

く輸送するための高効率な送電技術の確立を目指す。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥＳ、電力ケー
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ブル、変圧器実現のための重要な技術開発を行い、各機器の成立性を実証する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（２）高温超電導ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

革新的な超電導送電技術を確立するため、工業生産プロセスで実用化レベルに

達している高温超電導線材を活用し、実用化のための実証試験及び評価を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、２００ＭＶＡ級の中間接続部を有した三心一括型高温超

電導ケーブルを、冷却装置や保護装置などの付帯設備とともに６６ＫＶ実系統に

接続して、１２ヶ月以上の長期連系試験を行うことによって総合的な安全性や信

頼性を実証する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 
 

４－Ⅳ－ⅴ．その他電力供給安定化技術 

（１）風力発電電力系統安定化等技術開発（運営費交付金） 

①概要 

大規模風力発電所等の普及拡大時において懸念される周波数変動等系統上の問

題対策として、蓄電システムの併設による出力安定化技術を開発し、実態に応じ

たシステム稼働データの抽出や当該システムの有効性の検証を行う。  

②技術目標及び達成時期 

長期実証運転を強いられた大容量システムの耐久性や信頼性を評価するため解

体分析調査を行うことにより、当該技術の有効性を検証するとともに、そのシス

テムを確立する。  

③研究開発期間 

２００３年度～２００８年度 

 

（２）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金） 

①概要 

大規模太陽光発電を電力系統に連系した場合に課題となる系統安定化対策やピ

ーク対策のための技術等を開発するとともに、その有効性を実証する。 

また、国内外の先進的な次世代技術の価格性能を比較することを通じて技術開

発を加速する。  

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、下記の実証研究を行い、その有効性を確認する。 

（イ） 蓄電池等を組み合わせた出力変動抑制システムの有効性。 

（ロ） 発電出力のピーク制御（午後のピーク帯へのシフト）の有効性。 

（ハ） 大型インバータによる高調波抑制システムの有効性。 

（ニ） 国内外メーカーの太陽電池モジュールの特性比較を行い、性能、経済性等

を比較・検証。  
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③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（３）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金） 

①概要 

蓄電池技術は、新エネルギーの出力安定化や燃料電池自動車（ＦＣＶ）・ハイブ

リッド自動車（ＨＥＶ）・電気自動車（ＥＶ）等の高効率次世代自動車に共通する

重要なコア技術である。そこで、高性能蓄電システムに係る要素技術開発、新材

料開発及び基盤技術の開発を行う。 

Ａ．系統連系円滑化蓄電システム技術開発 

Ｂ．次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発 

②技術目標及び達成時期 

Ａ．２０１０年度末において、寿命１０年、コスト４万円／ｋＷｈ、１ＭＷ規模

のシステムおよび要素技術の確立と２０３０年において寿命２０年、コスト１．

５万円／ｋＷｈ、２０～３０ＭＷ規模の蓄電システムを見通せる技術開発。ま

た、新エネルギー対応の充放電パターン等、基礎データの整備、大型化に伴う

安全性や寿命等の評価手法の確立。 

Ｂ．２０１１年度末において、電池開発では、０．３ｋＷｈモジュールを作製し、

重量エネルギー密度１００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２０００Ｗ／ｋｇ、寿命１０

年、コスト４万円／ｋＷｈを達成すること（条件：３ｋＷｈの組電池、１００

万台生産ベース）。電池構成材料及び電池反応制御技術の開発では重量エネル

ギー密度２００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２５００Ｗ／ｋｇ、コスト３万円／ｋＷ

ｈを小型単電池で達成すること（上記と同条件）。たま、電池周辺機器開発で

は、格段の高性能化、コンパクト化、低コスト化を達成すること。さらに、重

量エネルギー密度５００Ｗｈ／ｋｇを見通せる新規概念・構造の蓄電池基礎開

発の他、劣化・寿命診断法、安全性評価などの各種試験法等の開発およびそれ

ら共通基盤技術の基準・標準化。  

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）発電プラント用超高純度金属材料の開発（運営費交付金） 
①概要 

従来の金属材料と比べ耐食性、耐久性、加工性などの飛躍的な向上が期待できる超

高純度金属材料の発電プラント部材としての実用化を目指し、低コスト・量産化製造

プロセス、及び加工・溶接技術等の開発を行い、部材としての実用特性の評価・検証

を行う。 
また、実用化に向けたフィージビリティー調査を行い経済性の評価等を実施すると

ともに、材料特性に関するデータベースの整備及びそれに必要な試験研究を行う。 
②技術目標及び達成時 

２００９年までに、不純物総量１００ｐｐｍ未満、溶解量数１００ｋｇ以上で

の低コスト・量産化技術製造技術を開発するとともに、製造された超高純度材料

が発電プラントの各種機器に適用でき、本材料の持つ優れた特性を長期に亘って
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発揮できることを確認する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

４－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

４－Ⅴ－ⅰ．石油・天然ガス・石炭の探鉱・開発・生産技術 

（１）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金） 

①概要 

石油及び可燃性天然ガス資源の開発に係る技術の振興を図る観点から、大水深、

複雑な地層といった悪条件化が進む石油・天然ガスの探鉱・開発技術、利用拡大

が見込まれる天然ガス田の開発促進に資する天然ガス有効利用技術等について、

短期間で実用化が期待され、民間ニーズに直結した研究開発を提案公募により実

施する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、我が国の石油・天然ガスの探鉱・開発技術力の向上、及

び天然ガスの利用の促進に向けた天然ガスの有効利用技術の開発を行う。 

③研究開発期間 

２００１年度～２０１２年度 

 

（２）石炭生産技術開発（クリーン・コール・テクノロジーの研究開発の一部） 

①概要 

石油代替エネルギーである石炭の安定供給を図るため、低品位炭の有効利用、

石炭生産性の向上のための研究開発等を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、インドネシアにおいて低品位炭の有効利用を図ることを

目標に、低品位炭の発熱量を高め、自然発火性を抑制する低品位炭改質技術を確

立する。 

③研究開発期間 

２００１年度～２００９年度 

 

（３）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金） 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質

によるリスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、ｉｎｖ

ｉｔｒｏ培養系技術等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いたｉｎｖｉｔｒｏ

系簡易有害性予測手法、また、トキシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果

と相関する遺伝子発現データセットを開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等

を適用した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免

疫毒性を予測評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動

物試験に適用し、２８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセット
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を完成させる。また、標準的な試験プロトコルを策定する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（４）石油資源遠隔探知技術の研究開発 

①概要 

我が国が開発・運用する多様な地球観測センサ（ＡＳＴＥＲ、ＰＡＬＳＡＲ等）

の地球観測データを用いて、石油・天然ガス等の安定供給確保のため、資源開発・

探査、環境観測等に有効なデータの処理解析手法の研究開発を行う。また、地球

観測データのような大容量のデータを容易に扱えるシステムの研究開発を実施す

ることで資源開発・探査、環境観測を含む多様な分野でのリモートセンシングの

利用拡大を図る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、資源開発・探査、環境観測等の分野における地球観測デ

ータ処理・解析技術の向上及び地球観測データの利用の拡大を図る。 

③研究開発期間 

１９８１年度～２０１０年度 

 

（５）ハイパースペクトルセンサ等の研究開発（運営費交付金） 

①概要 

資源開発に有効な岩石・鉱物や地質構造解析の高次元解析を可能とするハイパ

ースペクトルセンサの開発を行うとともに、軌道上におけるデータ取得の実証を

行い、センサ技術の確立を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までにスペクトル分解能２００バンド前後のハイパースペクトル

センサを開発し、地表面のスペクトル情報を取得して資源開発に有効なセンサ技

術の実証を行う。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（６）次世代合成開口レーダ等の研究開発 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した合成開口レ

ーダである次世代合成開口レーダ（ＰＡＬＳＡＲ）の健全性評価やセンサを維持

することにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知

を行う技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

ＰＡＬＳＡＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年

度までに、レーダ技術の高度化（アンテナ指向の電子制御化、分解能の向上、多

偏波観測等）を図る。 

③研究開発期間 
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１９９３年度～２０１０年度 

 

（７）極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システムの研究開発 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した光学センサ

である資源探査用将来型センサ（ＡＳＴＥＲ）の健全性評価やセンサを維持する

ことにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行

う技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

ＡＳＴＥＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年度

までに、センサ技術の高度化（ポインティング機能の追加、分解能の向上、熱セ

ンサの搭載等）を図る。 

③研究開発期間 

１９８７年度～２０１０年度 

 

４－Ⅴ－ⅱ．石油・天然ガスの有効利用技術 

（１）石油燃料次世代環境対策技術開発 

①概要 

バイオマス燃料から製造した石油製品が自動車排出ガスに及ぼす影響、新たな

自動車燃焼技術（自着火燃焼（着火までに燃料と空気を十分に混合し、その混合

気体を点火プラグの使用なしで圧縮することにより着火させる燃焼法でＮＯｘ排

出低減、熱効率が高い等の利点がある））に適応した燃料に関する技術開発を実施

する。 

また、建設機械、発電機等のオフロードエンジンの排ガスによる環境負荷低減

や石油燃焼機器の効率的な利用を進めるための技術開発を実施する。 

②技術目標及び達成時期 

バイオマス燃料の利用時における、燃料と自動車エンジン技術の両面の影響評

価を進め、技術的課題を解決し、運輸部門における燃料多様化を目指す。 

また、オフロードエンジンの規制は欧米が先行していることから、２０１２年

頃、欧米において規制強化が予定されている排ガス規制に対応した技術を確立し、

我が国における規制強化に対応可能な燃焼技術を実現することを目指す。 

③研究開発期間 

２００２年度～２０１１年度 

 

（２）石油精製高度機能融合技術開発 

①概要 

石油精製業を中心とする石油コンビナート全体の横断的かつ高度な運営機能の

融合を図り、単独企業のみでは達成困難なコンビナート域内の省資源、省エネル

ギーの向上を進めるため、異業種異企業間における限りある貴重なエネルギー資

源の利用効率の高い生産技術に関し技術の開発・実証を行う。 

②技術目標及び達成時期 
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２００９年度までに、我が国における他のコンビナートへの波及効果を含め、

ＣＯ２排出量を６３万トン／年削減可能とする技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００９年度 

 

（３）将来型燃料高度利用技術開発 

①概要 

省エネ、二酸化炭素削減効果が見込まれる燃料電池自動車の燃料である高純度

（９９．９９％以上）水素を安定的かつ経済的に供給することは重要である。石

油は、その長所として豊富な水素供給余力と安価な水素製造技術及び全国に展開

した災害に強いガソリンスタンドを保有している。これら石油の長所を活かした

水素供給システムの確立により、水素社会の早期実現に貢献するものである。本

事業では、製油所からの高純度水素供給技術開発とガソリンスタンドを拠点とす

る高純度水素製造技術開発を行う。     

②技術目標及び達成時期 

コスト低減のため製油所におけるナフサから高効率（８０％以上）な高純度水

素製造を可能とする新たな技術を開発する。また、供給地のガソリンスタンドに

おいて有機ハイドライドから高純度の水素を高効率（８０％）に取り出すための

水素発生装置を開発する。また、脱硫後の灯油硫黄分を検出限界以下の１０ｐｐ

ｂ以下とする脱硫剤の開発を行うとともに、貴金属使用量を２－３ｗｔ％から０．

５ｗｔ％以下まで低減しても、従来と同等の高い性能が維持できる改質触媒を開

発する。さらに、膜分離型反応器を用いた９９．９９％高純度水素の製造効率を

８０％、４万時間の耐久性が期待できる水素製造システムを開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１０年度 

 

（４）革新的次世代石油精製等技術開発 

①概要 

原油価格の高騰・高止まりや原油の重質化と製品需要構造変化等の石油を巡る

大きな環境変化のなか、連産品である石油製品を今後とも長期的に安定化かつ効

率的に供給するためには、製油所の更なる高度化に向けた技術の開発実用化が必

要である。このため、非在来型原油を含めた重質油を原料として、製油所におけ

るボトムレス化、余剰となる分解留分の高付加価値等のためのプロセスや触媒技

術等の開発を行う。また、次世代の技術シーズ創出のため、これまでの技術とは

異なる発想により我が国唯一の革新的な新規触媒研究、新規膜分技術研究、新規

製造プロセス研究等を産官学の連携等により実施する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに重質油対応型高過酷度接触流動分解技術（ＨＳ－ＦＣＣ）

については、３千ＢＤ規模（商業レベルの１／１０規模）の実証研究を通じ、プ

ロピレン収率２０％以上（既存技術４％程度）、将来不足が予想される高オクタン

価ガソリン基材（ＲＯＮ９８（既存技術９２程度））の製造を可能とする技術を確

立する。 
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③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（５）次世代高信頼性ガスセンサー技術開発 

①概要 

一酸化炭素中毒やガス漏れなどのガス事故を限りなくゼロに近づけるため、セ

ンサ素子のナノレベルでのメカニズム解析及び開発設計を行い、コードレスで高

信頼性を有する次世代高信頼性ガスセンサー（ＣＯセンサー・メタンセンサー）

を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、最先端のナノテクノロジーおよびＭＥＭＳ技術を導入し、

電池駆動で５年以上の長寿命、高信頼性（数百ＰＰＭ 以下の故障率）、低コスト

なＣＯとメタンのセンサを開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１１年度 

 

（６）天然ガス未普及地域供給基盤確立実証試験（運営費交付金） 

①概要 

天然ガスの供給手段が存在せず（パイプラインはもとよりサテライト供給でも

採算が合わないため）石油等の燃料に依存している地方都市部の中小規模の天然

ガス需要に対し、天然ガスハイドレートを利用した、新たな輸送技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

従来のＬＮＧチェーンによる供給に係る投資コストに対し、そのコストを約１

／４に低減する事が可能な天然ガスハイドレート（ＮＧＨ）供給システムを２０

０８年度までに確立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（７）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金） 

①概要 

硫黄等を含まず排出ガスがクリーン、着火性が高いという特徴を有することか

ら石油系燃料代替として期待されるＧＴＬについて、天然ガス中に含まれるＣＯ

２を除去せず、原料として積極的に活用することから、従来利用が困難であった

ＣＯ２を多く含むガス田からの天然ガスが利用可能、ＣＯ２除去装置が不要であ

ることによる生産設備コストの低減が可能、といった強みを有する我が国独自の

ＧＴＬ製造技術の確立を図る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、実証プラントによる運転研究（５００バレル／日）を行

い、商業規模でのＧＴＬ製造技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 
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（８）高耐久性メンブレン型ＬＰガス改質装置の開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参

照） 

（９）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅰ

参照） 

（１０）高効率ガスタービン実用化技術開発（４－Ⅰ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅲ．オイルサンド等非在来化石資源の利用技術 

（１）メタンハイドレート開発促進委託費 

①概要 

日本周辺海域に相当量の賦存が見込まれ、国産のクリーンなエネルギー資源と

して有望なメタンハイドレートを利用可能とするため、資源量評価手法、生産手

法及び環境影響評価手法等の確立のための技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１６年度までに、商業的産出のための技術を整備することを目指し、日本

周辺海域におけるメタンハイドレートの賦存状況と特性の明確化、有望賦存海域

からのメタンハイドレート資源フィールドの選択及び現場産出試験等による生産

手法の確立等を推進する。 

③研究開発期間 

２００１年度～２０１６年度 

 

（２）革新的次世代石油精製等技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅳ．石炭クリーン利用技術 

（１）革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト 

①概要 

石炭の高効率な利用を図るために、 

ⅰ．酸素吹きによる石炭ガス化発電（ＩＧＦＣ）の開発実証 

ⅱ．化学吸収法によるＣＯ２の分離・回収技術の実証 

ⅲ．ＣＯ２を輸送するための船舶の設計 

ⅳ．ＣＯ２を貯留するための発生源近傍における貯留ポテンシャルやコストの

評価 

ⅴ．石炭ガス化から CCS まで一貫したトータルシステムの設計等を行う。 

②技術目標及び達成時期 

石炭ガス化については、２００９年度までに、パイロットプラントにおいて、

高圧の石炭ガスからＣＯ２の分離・回収技術の確立及びガス化炉の信頼性向上へ

向けて、３炭種以上の適応炭種拡大試験を実施する。また、ＣＣＳについては、

２０１６年度頃からＣＯ２地中貯留の実証試験に着手する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１２年度 

 

（２）国際革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト補助金 

①概要 
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石炭火力発電から排出されるＣＯ２の削減技術について諸外国との実証普及事

業等を実施し、当該技術の普及基盤を整備することにより、エネルギー供給に対

する環境上の制約を取り除き、もって我が国エネルギー需給構造の安定化を図る。 

②技術目標及び達成時期 

石炭ガス化技術等実証普及事業では、ゼロエミッション型石炭火力発電の実証

プロジェクト（ＦｕｔｕｒｅＧｅｎプロジェクト）への参画を通じた石炭ガス化・

発電技術、ＣＯ２分離回収技術、ＣＯ２輸送貯留技術等に関する情報収集や関連

する技術調査の実施等により、我が国におけるゼロエミッション型石炭火力発電

の実用化開発に資する技術・知見を得る。また、将来のＣＯ２の地中貯留に際し

ては、国民の正しい理解が不可欠であり、これを念頭においたゼロエミッション

型石炭火力発電に係る普及啓蒙活動を積極的に実施する。 

酸素燃焼国際共同実証事業では、既存の微粉炭火力発電の改造による酸素燃焼

方式のゼロエミッション型石炭火力発電プラントの実用化を目標とするものであ

り、既存のプラントの改造により対応可能であること、酸素燃焼を行うことによ

り、燃焼ガスからＣＯ２を分離する装置が不要であることから、比較的低コスト

で極めて大きなＣＯ２削減効果が期待できる。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１６年度 

 

（３）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金 

①概要 

従来の超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は、蒸気温度の最高温度は６３０℃程度

が限界で、送電端熱効率も４２～４３％が原理的限界といわれてきた。しかしな

がら、近年の材料技術の進歩により、７００℃以上の蒸気温度を達成できる可能

性が見えてきたことから、これらの材料を活用した先進超々臨界圧火力発電技術

（Ａ－ＵＳＣ）の開発を行うものである。Ａ－ＵＳＣ は、蒸気温度７００℃級で

４６％、７５０℃級で４８％の高い送電端熱効率の達成が可能な技術であり、２

０２０年以降増大する経年石炭火力発電のリプレース需要に対応するため、早急

に技術開発を進める必要がある。そのため、ボイラーメーカー、タービンメーカ

ー及び材料メーカーが共同でＡ－ＵＳＣ の技術開発に取り組む。 

②技術目標及び達成時期 

平成２２年度までにシステム基本設計を完了し、シミュレーションにより送電

端熱効率４６％～４８％の達成が可能なことを確認する。平成２４年度までにボ

イラー、タービン部材等が７００℃以上の蒸気温度に耐えられるかどうかを試作、

評価し、経済性を含めたシステム成立性への見通しを得る。平成２７年～平成２

８年度に実缶試験、回転試験を実施し、蒸気温度７００℃以上の条件下でボイラ

ー、タービンの信頼性を確認する。また、ボイラー、タービン部材について３万

～７万時間の長期信頼性試験を実施し材料特性を検証する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１６年度 

 

（４）石炭利用技術開発（一部、運営費交付金）（クリーン・コール・テクノロジーの
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研究開発の一部） 

①概要 

環境適合的な石炭利用の拡大を図るため、石炭ガス化、無灰化技術による転換

効率向上に資する技術や石炭からの水素製造技術等、クリーン・コール・テクノ

ロジーの開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、 

・ 石炭から合成ガスや軽質オイルを併産する高効率な石炭部分水素化プロセス

技術を２０ｔ／日のパイロットプラント規模で確立する（石炭部分水素化熱

分解技術の開発）。 

２００９年度までに、 

・ 化学原料等に利用可能な合成用ガスを石炭乾留ガスから無触媒で製造する技

術をパイロットプラントで確立する（無触媒石炭乾留ガス改質技術開発）。 

２０１１年度までに、 

・ 石炭利用プロセスにおいて、環境分析技術の高精度化、環境影響成分の挙動

解析のためのモデルの構築等により、環境への影響低減手法を開発する（戦

略的石炭ガス化・燃焼技術開発）。 

③研究開発期間 

１９９５年度～２００８年度（２００８年度見直し） 

・戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 ２００７年度～２０１１年度 

・無触媒石炭乾留ガス改質技術開発 ２００６年度～２００９年度 

・石炭部分水素化熱分解技術 ２００３年度～２００８年度 

 

（５）噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金 

①概要 

供給安定性に優れた石炭の高効率かつ低環境負荷での利用を図るため、石炭を

ガス化して燃料とし、コンバインドサイクル（ガスタービンと蒸気タービンの組

合せ）を駆動する高効率発電技術（石炭ガス化複合発電技術（ＩＧＣＣ：Ｉｎｔ

ｅｇｒａｔｅｄ ｃｏａｌ Ｇａｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ Ｃｏｍｂｉｎｅｄ Ｃｙｃ

ｌｅ）の実証試験を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、２５万ｋＷの実証機を用いた実証試験により、熱効率４０．

５％（送電端、高位発熱量ベース）を目指す。この目標は５０万ｋＷの商用機にお

ける熱効率４６～４８％に相当する。本技術は実証試験終了後の２０１０年度より

商用化が可能である。 

③研究開発期間 

１９９９年度～２００９年度 

 

（６）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅴ．その他共通 

（１）イノベーション実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 
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（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（３）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（４）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）新利用形態燃料電池技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）高耐久メンブレン型ＬＰガス改質装置の開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（９）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１０）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１１）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１２）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１３）定置用燃料電池大規模実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１４）燃料電池システム等実証研究（４－Ⅲ－ⅴ参照） 
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５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

 事業者単位の規制体系の導入 
 住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化 
 セクター別ベンチマークアプローチの導入と初期需要創出（高効率機器の導入補助等） 
 トップランナー基準の対象機器の拡充等 
 アジアにおける省エネルギー対策の推進を通じた我が国の国際競争力の向上 
 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組 

５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

 公共的車両への積極的導入 
 燃費基準の策定・改定 
 アジアにおける新エネルギー協力 
 国際標準化による国際競争力向上 

５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

 事業者支援補助金等による初期需要創出 
 新エネルギーベンチャービジネスに対する支援の拡大 
 新エネルギー産業構造の形成 
 電気事業制度・ガス事業制度の在り方の検討 

５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保 

 電力自由化環境下での原子力発電の新・増設の実現 
 資源確保戦略の展開 
 次世代を支える人材育成 
 中小型炉の海外市場への展開、我が国原子力産業の国際展開支援 
 原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的枠組み作りへの積極的関与 
 国と地域の信頼強化 

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

 資源国等との総合的な関係強化（研究開発の推進・協力、人材育成・技術移転、経
済関係強化など） 

 化石燃料のクリーンな利用の開拓 
 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付

金の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテ

ーマを記載したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、

実施されるものである。 
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７．改訂履歴 

（１）平成１６年７月７日付け、省エネルギー技術開発プログラム基本計画、新エネルギ

ー技術開発プログラム基本計画、燃料技術開発プログラム基本計画、電力技術開発プ

ログラム基本計画、原子力技術開発プログラム基本計画制定。固体高分子形燃料電池

／水素エネルギー利用プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第６号）は、

新エネルギー技術開発プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（２）平成１７年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１６・０６・０４産局第８号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１６・

０６・０４産局第１０号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４

産局第１２号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１１

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１３号）は、

廃止。 

（３）平成１８年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１７・０３・２５産局第１４号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第９号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２

５産局第１７号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１

２号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１３号）は、

廃止。また、次世代低公害車技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２９産

局第２号）は、省エネルギー技術開発プログラム基本計画及び燃料技術開発プログラ

ム基本計画に統合することとし、廃止。 

（４）平成１９年４月２日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・３１産局第１９号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第１５号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１

産局第１８号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１７

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１６号）は、

廃止。 

（５）平成２０年４月１日付け、エネルギーイノベーションプログラム基本計画制定。省

エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２６産局第１号）、新エネ

ルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第４号）、燃料技術開

発プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第７号）、電力技術開発プログラム

基本計画（平成１９・０３・１６産局第３号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平

成１９・０３・２３産局第２号）は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃

止。 
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（エネルギーイノベーションプログラム） 

｢固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発／ 

劣化機構解析とナノテクノロジーを融合した高性能セルのための基礎的材料研究｣ 

基本計画  

 

燃料電池・水素技術開発部 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー

技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に

取り組んでいくことが不可欠である。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向

性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和され、

官民において長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となることを目指し「エネルギーイ

ノベーションプログラム」が制定された。本事業は、その「エネルギーイノベーションプログラム」

の一環として実施する。 

燃料電池の本格的普及には、コストの低減並びに性能、耐久性及び信頼性の向上という多

様な要素を満たす革新的なブレークスルーが産業界より待望されており、そのためには、サイ

エンスに立ち戻った研究開発が必要である。平成１７年度から実施している「固体高分子形燃

料電池実用化戦略的技術開発」では、固体高分子形燃料電池の高効率化・高信頼性化・低コ

スト化に向けて燃料電池セル・スタックの反応・劣化メカニズムの解明を実施してきたところで

ある。 

昨今、国内ではCool Earth－エネルギー革新技術計画において、定置用燃料電池及び燃料

電池自動車が重点的に取り組むべきエネルギー革新技術として選定されるなど、政策的重要

性が平成１７年度時点より一段と増している。一方、欧米において当該分野の研究開発予算

増大等があり、国際的な研究開発の競争が激化している。 

従って、これまでに得られた知見に基づいて固体高分子形燃料電池の最も重要な要素であ

る触媒、電解質膜及びＭＥＡ（膜・電極接合体）の材料研究を実施して高性能・高信頼性・低コ

ストを同時に実現可能な高性能セルのための基礎的技術を確立することが喫緊の課題であ

る。 

本事業では、反応・劣化メカニズムに係る知見並びにナノテクノロジー等の最先端技術の融

合により、触媒・電解質膜・ＭＥＡ等の新材料研究を実施し、高性能・高信頼性・低コストを同時

に実現可能な高性能セルのための基礎的技術を確立することで固体高分子形燃料電池の本

格普及に資することを目的とする。 

 

（２）研究開発の目標 

＜最終目標（平成２６年度末）＞ 

－３０℃で起動し、最高１００℃での作動が３０％ＲＨ（相対湿度）で可能なＭＥＡを開発する。

Ｐ０８００２ 

別添２ 
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なお、自動車用を想定した燃料電池セルとして、電極触媒の白金使用量は現状の１／１０とす

るとともに、効率は定格２５％で６４％ＬＨＶ、耐久性は５，０００時間作動及び６万回の起動停止

が見通せるものとする。 

＜中間目標①（平成２１年度末）＞ 

広温度領域（室温～１００℃）での高精度な電極触媒の劣化解析試験法及び高温低加湿下

での炭化水素系電解質膜の劣化加速試験法を確立するとともに、材料作製、耐久試験及び解

析を一体的に実施し得るクリーンな研究開発環境を整備し、各試験機器の精度を確認する。 

＜中間目標②（平成２４年度末）＞ 

開発した試験法及び整備した研究開発環境を活用し、電解質膜の開発については低温下

（－３０℃）及び高温低加湿下(１００℃、３０％ＲＨ)での作動確認、ＭＥＡの開発については電極

触媒の白金使用量が１／１０での発電確認を行う。 

なお、研究開発項目毎の詳細な開発目標については、採択が決定した後、独立行政法人新

エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ技術開発機構」という。）、プロジェクトリー

ダー及び委託先との間で協議の上、定めるものとする。 

 

（３）研究開発の内容 

上記の目標を達成するため、以下の研究開発項目について、研究開発を実施する。 

［委託事業］ 

研究開発項目① 劣化機構解析 

各種劣化モードにおける加速試験法を開発するとともに、劣化機構解析結果を新材料開発

にフィードバックするために、電極触媒の負荷変動及び不純物による劣化速度と機構の解析、

炭化水素系電解質膜の高温・低加湿下における劣化速度・機構の解析並びに電池内反応分

布と劣化機構の解明等を実施する。 

研究開発項目② 高活性・高耐久性の触媒開発 

高活性と高負荷変動耐性を両立させるために、劣化機構解析等で得られた知見に基づき、

高活性・低溶解性白金合金触媒及び高電位安定性担体・担持触媒並びに高活性・高耐久性・

低Ｓ／Ｃ（水蒸気／炭素比）燃料改質系触媒等の開発と評価を実施する。 

研究開発項目③ 広温度範囲・低加湿対応の電解質膜開発 

自動車用燃料電池で想定される広温度範囲、低加湿条件に対応するために、高プロトン導

電率・高形状安定性炭化水素系電解質膜及び高酸化・高加水分解耐性炭化水素系電解質膜

の開発と評価並びに高温低加湿及び低温での特性改善等を実施する。 

研究開発項目④ 自動車用ＭＥＡの高性能・高信頼化研究 

自動車用燃料電池において想定される作動条件に対応した、高触媒利用率炭化水素系Ｍ

ＥＡ並びに温度サイクル・負荷変動安定炭化水素系ＭＥＡ等の開発と評価を行う。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制  

本研究開発は、ＮＥＤＯ技術開発機構が、公募によって選定する本邦の企業、研究組合、公

益法人、大学、公益研究機関等の研究機関（原則、国内に研究開発拠点を有していること。た

だし、研究機関の特別な研究開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点か



 3

らの国外研究機関との連携が必要な場合はこの限りではない。）が、ＮＥＤＯ技術開発機構が

プロジェクトリーダーとして委嘱する、国立大学法人山梨大学 教授 渡辺政廣氏の下で、委託

により実施する。また、研究開発の効率的推進及び技術情報の管理等の観点から、プロジェク

トリーダーの下に研究者を可能な限り結集して研究開発を実施する。  

 

（２）研究開発の運営管理  

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、経済産業省及びプロ

ジェクトリーダーと密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標並びに本研究開発の

目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて、  ＮＥＤＯ

技術開発機構に設置する技術検討委員会等において、外部有識者の意見を運営管理に反映

させる他、四半期に一回程度、プロジェクトの進捗について報告を受けるなどを行う。  

 

３．研究開発の実施期間  

本研究開発の期間は、平成２０年度から平成２６年度までの７年間とする。  

 

４．評価に関する事項  

ＮＥＤＯ技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成

果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の

中間評価を平成２１年度末及び平成２４年度に、事後評価を平成２７年度に実施する。 また、

中間評価結果を踏まえ必要に応じてプロジェクトの加速・縮小・中止等の見直しを迅速に行う。

なお、評価の時期については、当該研究開発に係わる国内外の技術動向、政策動向や当該

研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他の重要事項  

（１）研究開発成果の取扱い  

①成果の普及  

得られた研究開発の成果については、ＮＥＤＯ技術開発機構、実施者とも普及に努めるもの

とする。  

 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携  

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備事業または標準化等との連携を図る

ため、データベースへのデータの提供、標準情報（ＴＲ）制度への提案等を行う。  

 

③知的財産権の帰属  

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則とし

て、すべて委託先に帰属させることとする。  

 

（２）基本計画の変更  

ＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内



 4

外の研究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の確保状

況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、

基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。  

 

（３）根拠法  

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第一項

第一号ハ及び第七号に基づき実施する。  

 

（４）その他 

本事業により得られた成果を普及・定着させるとともに、燃料電池技術分野を今後確実に大

きな産業に発展させるため、近い将来を担う若手研究者等の人材育成活動を行うことにより、

当該分野の基礎・基盤技術の底上げを図る。 

 

６．基本計画の改訂履歴  

（１）平成２０年１月、制定。 

（２）平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、｢（1）研究開発の目的｣の

記載を改訂。 

（３）平成２１年３月、人材育成活動に関する事項を明記して改訂。 



発電効率 ＬHV (ＨHV)
ＰＥＦＣ(自動車用)技術開発の展開

燃料電池技術開発ロードマップ概要版（２００６） 別添３

5000時間5000時間3000時間2000時間

発電効率：ＬHV (ＨHV)

２０２０～３０年頃
（次世代車本格普及）

耐久性

50% (42%**) 50% (42%**) ＜約50% (42%**)車両効率 60% (51%**) 60% (51%**)

２０１５年頃
（初期車普及・次世代車実証）

２０１０年頃
（初期車限定導入）

２００７年頃
（初期車実証）現在

約1000時間 5000時間5000時間3000時間2000時間

-40℃～100-120℃＜

耐久性

製造価格

作動温度*
（始動温度含む）

数十万円/kW数十万円/kW

-20℃～約80℃ -30℃～約90℃

5～6万円/kW
(想定10万台/年）
5～6万円/kW

(想定10万台/年）

-30℃～90-100℃＜

約1万円/kW
(想定100万台/年）

約1万円/kW
(想定100万台/年）

約4000円/kW未満
(約100万台/年）

約4000円/kW未満
(約100万台/年）

約1000時間

約80℃

備 考

「発電効率」「耐久性」「製
造原価」は同時に達成が
期待される指標。ただし、
互いにトレードオフの関係

劣化・反応機構解明
スタック耐久性・信頼性向上策

スタックコンパクト化のための
最適化・高性能化

スタック高耐久化
（起動停止対応等）

次世代技術を基盤とする
スタック高性能･高効率化

長期的課題の解決による
高性能化（コスト増無）

次世代スタック部材最適化
スタック・部材低コスト化 高性能スタック部材の大量

生産技術確立→コスト低減 互いにトレードオフの関係
にある。

*「作動温度」は始動温度を

含む。作動温度はスタック
イメージを表すものであり、
上記３指標を満たすことが
最優先。

補機ロス低減

高温・低加湿対応
（ＭＥＡ等）

貴金属低減

次世代周辺機器最適化
次世代周辺機器

低コスト化（性能を維持）
量産化対応（スタック・MEA）

スタック高耐久化技術最適
化（高温化対応）

次世代スタック
低コスト化・高耐久化周辺機器の部品点数削減・

低コスト材料化→コスト低減

生産技術確立 コスト低減

スタック高効率化

長期的課題の反映
（性能・コスト確保が前提）高温･低加湿対応技術に

次世代技術

高温 低加湿対応技術開発 高温 低加湿対応技術コスト低減

**HHV数値は参考値
補機ロス低減

セル・スタック評価解析手法確立

量産化対応（スタック MEA）

スタック量産技術確立
→コスト低減セル・スタック評価解析手法確立

（性能・コスト確保が前提）高温･低加湿対応技術に
目処（単セルレベル）
対応温度約90-100℃（＜約30%RH）
耐久性3000時間
（低コスト化が見込めること）

高温･低加湿対応技術開発
高温･低加湿対応MEA開発
（電解質膜、触媒を含む）
高温対応セパレータ
損失の少ない加圧系

高温･低加湿対応技術コスト低減・
高耐久化（スタックレベル）
対応温度100-120℃（加湿器レス）
耐久性5000時間
（低コスト化が見込めること）

長期的課題解決技術
無加湿MEA、白金代替 ・低酸素過電圧触媒等

長期的課題解決技術
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別添５ 

特許論文リスト 

H20 H21 計 
研究発表・講演（論文発表、査読付き） 6 7 13 件 

研究発表・講演（海外講演） 16 30 46 件 

研究発表・講演（国内講演） 28 20 48 件 

特許等 11 7 18 件 

受賞実績 1 ― 1 件 

成果普及の努力（プレス発表等） ― 2 2 件 

新聞・雑誌等への掲載 ― 25 25 件 

 
 
 

１．研究発表・講演 
（論文発表） 

発表   

年月日 
発表媒体 発表タイトル 発表者 

H20.10 Electrochem. 
Solid-State Lett.,11 
(No. 10), 
B190-B192 

Influence of Decomposition 
Products from 
Perfluorosulfonic Acid 
Membrane on Fuel Cell 
Performance 

A. Kabasawa,  
H. Uchida,  
M. Watanabe 

H20.12 Eur. Polym. J., 44 
(No.12), 4054-4062 

Poly(arylene ether) Ionomers 
Containing Sulfofluorenyl 
Groups: Effect of 
Electron-withdrawing Groups 
on the Properties 

T. Shimura,  
K. Miyatake, 
M. Watanabe 

H21.1 Electrochim. Acta, 
54 (No.3), 
1076-1082 

Durability of a Novel 
Sulfonated Polyimide 
Membrane in Polymer 
Electrolyte Fuel Cell Operation

A. Kabasawa,  
J. Saito, H. Yano,  
K. Miyatake,  
H. Uchida,  
M. Watanabe 

H21.1 Langmuir, 25
（No.4）,1897-1900
 

Identification and 
Quantification of Oxygen 
Species Adsorbed on Pt(111) 
Single Crystal and 
Polycrystalline Pt Electrodes 

M. Wakisaka, 
H. Suzuki, 
S. Mitsui, 
H. Uchida, 
M. Watanabe 



2 

by Photoelectron Spectroscopy  

H21.2 Macromolecules, 42 
(No.6), 1873-1880 
2) 
 

Effect of the Hydrophobic 
Component on the Properties of 
Sulfonated Poly(arylene ether 
sulfone)s 

B. Bae, K. Miyatake,  
M. Watanabe  
 

H21.3 Electrochim. Acta, 
54 (No.18), 
4328-4333 

Gas Ddiffusion Electrodes 
Containing Sulfonated poly 
(arylene ether) Ionomer for 
PEFCs Part 1. Effect of 
Hhumidity on the Cathode 
Performance 
 
 

T. Yoda, T. Shimura, 
B. Bae, K. Miyatake,
M. Uchida,  
H. Uchida,  
M. Watanabe 

H21.4 Electrochim. Acta, 
54 (No. 10), 
2754-2760 

Effects of the Decomposition 
Pproducts of Sulfonated 
Polyimide and Nafion 
Membranes on the 
Degradation and Recovery of 
Electrode Performance in 
PEFCs 

A. Kabasawa,  
J. Saito,  
K. Miyatake,  
H. Uchida,  
M. Watanabe 

H21.4 J. Phys. Chem. C, 
113, (No.18), 
7772-7778 

Oxygen Reduction at the 
Pt/Carbon Black-Polyimide 
Ionomer Interface 
 

K. Miyatake,  
T. Omata, D. A. Tryk, 
H. Uchida,  
M. Watanabe 

H21.6 ACS Appl. Mater. 
Interfaces, 1, 
(No.6), 1279-1286  

Synthesis and Properties of 
Sulfonated Block Copolymers 
Having Fluorenyl Groups for 
Fuel-Cell Applications 
 

B. Bae, K. Miyatake,  
M. Watanabe 

H21.7 
 

Macromol. Chem. 
Phys., 210, (No.15), 
1230-1234  

Luminescent Multi-Layered 
Polymer Coating for the 
Simultaneous Detection of 
Oxygen Pressure and 
Temperature 

T. Hyakutake,  
H. Taguchi, J. Kato, 
H. Nishide,  
M. Watanabe 

H21.8 
 
 

Catalysis 
Communications,1
0、1952-1955 
 
 

High Temperature Water-Gas 
Shift Reaction over Hollow 
Ni-Fe-Al Oxide nano-composite 
catalysts Prepared by the 
Solution-Spray Plasma 

K. Watanabe, T. 
Miyao, K. 
Higashiyama, H. 
Yamashita, M. 
Watanabe 
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Technique 
H21.9 Applied Catalysis 

A: General, 
accepted 

H2O-Tolerant Monolithic 
Catalysts for Preferential 
Ooxidation of Carbon Monoxide 
in the Presence of Hydrogen 

N.Maeda, 
T.Matsushima, 
M.Kotobuki, 
T.Miyao, 
H.Uchida, 
H.Yamashita, 
M.Watanabe 

H21.8 Imaging and 
Microscopy, 11 (No. 
3), 34-38 

STEM Imaging Analysis Using 
LAT Imaging Processing: Study 
on Pt3Co/C catalyst Prepared 
by nanocapsule Method  

P. Bele, U. Stimming, 
H. Yano, H. Uchida, 
M. Watanabe  

 
（海外講演） 

発表   

年月日 
発表媒体 発表タイトル 発表者 

H20.5.13 ACE2008 6th Asian 
Conference on 
Electrochemistry 
in Taipei(I0260) 

Polyimide Ionomer Membranes 
for Fuel Cell Applications 
(招待講演) 

K. Miyatake, 
M. Watanabe 

H20.5.13 ACE2008 6th Asian 
Conference on 
Electrochemistry 
in Taipei(I0619) 

Space & Time Resolved 
Visualization of O２ 

Distribution in PEFCs & 
DMFCs 
(招待講演) 

M. Watanabe 

H20.7.8-12 Kyoto 2008 
ICC14Pre-Symposi
um 50th 
Anniversary of the 
Catalysis Society of 
Japan (OA301) 
 

Analysis of Oxygen Reduction 
Reaction at Pt-Based 
Electrocatalysts by Using 
EC-XPS 

M. Watanabe,  
M. Wakisaka, 
H. Uchida 

H20.9.7-12 The 59th Annual 
Meeting of the 
International 
Society of 
Electrochemistry 

Activity & Stability of 
PtXCo/CB Prepared by 
Nanocapsule Methodfor 
Oxygen Reduction 
(招待講演) 

M. Watanabe,  
H. Uchida,  
H. Yano 
 
 

H20.9.9-11 LANL-AIST/NEDO 
3rd Workshop  

Multi-Analyses of CO 
Adsorption and Oxidation at 

H. Uchida, 
M. Watanabe, 
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Pt-Alloy Electrodes 
H20.9.21-24 Progress First   

CARISMA 

International 
Conference 2008 
MEA (p.3) 

Space & Time Resolved 
Visualization of O2 Distribution 
in PEFCs & DMFCs Used for 
the Improvement of their 
Performance and Durability 
(招待講演) 

M. Watanabe 
 
 
 
 
 

H20.10.12-17 Pacific Rim 
Meeting on 
Electrochemical 
and Solid-State 
Science 2008, 
214th Meeting of 
The 
Electrochemical 
Society,（778） 

Analysis of Oxygen Reduction 
Reaction at Pt-Based 
Electrocatalysts 
(基調講演) 

M. Watanabe ,  
M. Wakisaka,  
H. Yano,  
H. Uchida 

H20.10.12-17 Pacific Rim 
Meeting on 
Electrochemical 
and Solid-State 
Science 2008, 
214th Meeting of 
The 
Electrochemical 
Society,（894） 

Temperature Dependence of 
Oxygen Reduction Activity at 
Carbon-Supported Pt Alloy 
Catalysts Prepared by the 
Nanocapsule Method 

H. Yano,J. 
Sakamoto、 
K. Okaya, 
M. Uchida  
H. Uchida,  
M. Watanabe 

H20.10.12-17 Pacific Rim 
Meeting on 
Electrochemical 
and Solid-State 
Science 2008, 
214th Meeting of 
The 
Electrochemical 
Society,（2859） 

Analyses of Oxygen Species 
Relating to Oxygen Reduction 
Reaction at Pt(111) and 
Polycrystalline Pt Electrodes by 
EC-XPS 

M. Wakisaka,   
H. Suzuki,  
H. Uchida,  
M. Watanabe 

H20.10.12-17 Pacific Rim 
Meeting on 
Electrochemical 
and Solid-State 
Science 2008, 

Time/Space Distributions of O2 
in Running Fuel Cells 

K. Takada, 
Y. Ishigami,  
K. Miyatake,   
J. Inukai,   
H. Nishide (Waseda 
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214th Meeting of 
The 
Electrochemical 
Society,（61） 
 
 
 
 
 

University),  
Y. Nagumo 
(Shimadzu),  
M. Aoki (Fuji 
Electric Advansed 
Technology Co., 
Ltd.),  
A. Tanaka (Hitachi) , 
M. Watanabe 

H20.10.12-17 Pacific Rim 
Meeting on 
Electrochemical 
and Solid-State 
Science 2008, 
214th Meeting of 
The 
Electrochemical 
Society,（181） 

Gas Diffusion Electrodes Using 
Sulfonated Poly(arylene ether) 
(SPE) Binder for PEFCs 

T. Yoda, T. Shimura, 
K. Miyatake,  
H. Uchida,  
M. Watanabe 

H20.10.12-17 Pacific Rim 
Meeting on 
Electrochemical 
and Solid-State 
Science 2008, 
214th Meeting of 
The 
Electrochemical 
Society,（940） 

Visualization of Oxygen Partial 
Pressure in Operating PEFC 
and DMFC 

J. Inukai,  
K. Miyatake,   
K. Takada,  
Y. Ishigami,  
H. Nishide (Waseda 
University),  
Y. Nagumo 
(Shimadzu),  
M. Aoki (Fuji 
Electric Advansed 
Technology Co., 
Ltd.),  
A. Tanaka (Hitachi), 
M. Watanabe 

H20.10.12-17 Pacific Rim 
Meeting on 
Electrochemical 
and Solid-State 
Science 2008, 
214th Meeting of 
The 

Durability of Novel Sulfonated 
Polyimide Membrane in 
Polymer Electrolyte Fuel Cell 
Operation 

A. Kabasawa (Fuji 
Electric Advanced 
Technology Co., 
Ltd.),  
J. Saito,  
K. Miyatake,  
H. Uchida,  
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Electrochemical 
Society,（1059） 

M. Watanabe 

H20.11.10-14 
 

3rd Asian 
Conference on 
Electrochemical 
Power Sources 
(IF-01) 

Development of 
Electrocatalysts for PEFCs and 
the Electrocatalyses 
(招待講演) 

M. Watanabe 

H20.11.10-14 
 

3rd Asian 
Conference on 
Electrochemical 
Power Sources 
(OF-01)  
 

Effect of Hydrophobic 
Components on the Properties 
of Sulfonated Polyether 
Ionomers 

B. Bae,  
K. Miyatake,  
M. Watanabe 

H21.3.18-19 
 

International 
Symposium for 
Environmental 
Innovation Driven 
by Chemistry and 
Catalytic Science 

Development of Pt-Based 
Electrocatalysts for the 
Practical Applications to Fuel 
Cells and the Discussion on the 
Catalytic Mechanisms by using 
EC-XPS etc. 
(招待講演) 

M. Watanabe 

H21.7.12-16 
 

Workshop on 
Modeling of Fuel 
Cell 
Electrocatalysts  

Design of Highly Active 
Electroatalysts for PEFCs and 
the Mechanisms 
(基調講演) 

M. Watanabe 

H21.7.12-16 Workshop on 
Modeling of Fuel 
Cell 
Electrocatalysts(P
P-03) 

Degradation of the Cathode of 
PEMFCs Studied by 
Visualization of Oxygen Partial 
Pressures at the Anode 

Y. Ishigami 

H21.7.12-16 Workshop on 
Modeling of Fuel 
Cell 
Electrocatalysts 
(PP-09) 

Analyses of Oxygen Species 
Adsorbed on Pt(111) Single 
Crystal Electrode by Xray 
Photoelectron Spectroscopy and 
Scanning Tunneling 
Microscopy 

M. Wakisaka 

H21.8.3-6 4th International 
Conference on 
Polymer Batteries 
and Fuel Cells 

Design of Highly Active and 
Stable Electrocatalysts for ORR 
in PEFCs 
（キーノート講演） 

M. Watanabe 
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H21.8.16-21 The 60ｔｈ Annual 

Meeting of the 
International 
Society of 
Electrochemistry 
 
 

Nanoscopic Processes in Fuel 
Cells 
（チュートリアル特別講演） 

M. Watanabe 

H21.8.16-21 The 60ｔｈ Annual 
Meeting of the 
International 
Society of 
Electrochemistry 

Challenge to the Development 
of new Materials for the next 
Generation Pefcs 
（キーノート講演） 

M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(374) 

Research and Development on 
Nanomaterials for High 
Performance Fuel Cells : 
~ Hiper-FC Project ~ 
(招待講演) 

University of 
Yamanashi, Kaneka 
Corp., Toray 
Research Center, 
Inc., Fuji Electric 
Advanced 
Technology Co., Ltd., 
Tanaka Kikinzoku 
Kogyo K. K., 
Shimazu Corp., 
Panasonic Co., Ltd., 
University of Tokyo,  
Waseda University 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(376) 

High Durability of 
Pt/Graphitized Carbon 
Catalysts Prepared by the 
Nanocapsule Method 

T. Akiyama, H. Yano, 
H. Uchida,  
M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(378) 

Degradation of Carbon 
Supports in the Cathode of 
PEFC Cathodes Studied by 
Visualization of Oxygen 

Y. Ishigami, K. 
Takada, J. Inukai,  
Y. Nagumo,  
H. Nishide,   
M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(384) 

EC-XPS Analysis of Oxygen 
Species Adsorbed on Pt Single 
Crystal Electrodes During the 
Oxygen Reduction Reaction 

Y. Udagawa,  
M. Wakisaka,  
H. Uchida,  
M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 

In-Situ ATR-FTIRAS Study of 
Oxygen Reduction Reaction at 
Pt/Nafion Interface 

K. Kunimatsu, 
T. Yoda, H. Uchida,  
M. Watanabe 
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(IFCW2009)(387) 
H21.8.23-24 5th International 

Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(389) 

Control of Particle Size of Pt 
and Pt Alloy Catalysts 
Supported on Carbon by the 
Nanocapsule Method 

K. Okaya, H. Yano, 
H. Uchida,  
M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(391) 

High Temperature Water-Gas 
Shift Reaction over Ni-Fe-Ce 
Nano-Composites Prepared by 
Solution-Spray Plasma 
Technique 

K. Watanabe, 
T. Miyao,  
K. Higashiyama,  
H. Yamashita,  
M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(393) 

Selective CO Methanation In 
Hydrogen-Rich Gases over 
Ru/Nial2o4 Catalyst Prepared 
by the Solution-Spray Plasma 
Technique 

T. Miyao,  
M. Kimura, A. Chen, 
K. Higashiyama,  
H. Yamashita,  
H. Uchida,  
M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(395) 

Compact Fuel Processor 
Employing Monolithic Type 
Catalysts For Hydrogen 
Production and Purification 
 

S. Komori,  
M. Kimura,  
K. Watanabe,  
T. Takazoe, T. Naoi, 
H. Yamashita,  
H. Uchida, 
M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(397) 

Synthesis and Characterization 
of Sulfonated Block Copolymer 
Membranes Containing 
Fluorenyl Groups 

B. Bae, 
K. Miyatake,   
M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(399) 

Poly(Arylene Ether)s 
Containing Superacid Groups 

T. Mikami,  
T. Shimura,  
K. Miyatake,  
M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(401) 

Synthesis and Properties of 
Novel Polyimide Ionomers 
Containing Mobile Hydrogen 

J. Saito, M. Tanaka, 
K. Miyatake, 
M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(404) 

Analysis of Degradation 
Mechanism of Sulfonated 
Polyimide Membrane in the 
Mixed-Gas Exposure Method 

N. Sato,  
Y. Sakiyama,  
H. Hasegawa,  
K. Tanabe,  
M. Takasaki,  
K. Ookubo,  
H. Furuya, T. Ida,  
K. Miyatake,  
H. Uchida, 
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M. Watanabe 
H21.8.23-24 5th International 

Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009)(405) 
 
 

New Quantitative Treatment of 
the Oxygen Reduction Reaction 
on Ionomer Film-Covered 
Platinum-Carbon Catalysts on 
a Rotating Disk Electrode 

D. A. Tryk,  
K. Miyatake,  
T. Omata, H. Uchida,  
M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009) 
Poster 
Presentation 

New Evaluation Method for the 
Effectiveness of 
Electrocatalysts under PEFC 
Operating Conditions 

M. S. Lee,  
M. Uchida, H. Yano, 
T. Yoda, H. Uchida, 
and M. Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009) 
Poster 
Presentation 
 

Improvement of Performance of 
Cathode Catalyst Layer  
Containing Sulfonated Poly 
(Arylene Ether) Binder for 
PEFC 

T. Yoda, T. Shimura, 
B. Bae, K. Miyatake, 
M. Uchida, H. 
Uchida, and M. 
Watanabe 

H21.8.23-24 5th International 
Fuel Cell 
Workshop 
(IFCW2009) 
Poster 
Presentation 

Preparation and Evaluation of 
the Electrocatalyst Layer Using 
Polyimide Ionomer 

T.Omata, M. Tanaka, 
K. Miyatake, M. 
Uchida, H. Uchida 
and M. Watanabe 

H21.9.22-23 International 
Workshop on 
Energy,Environme
nt,Water and 
Sustainability 
(EEWS) 2009 
（Teijun,Korea） 

Overcoming Cost and 
Durability Problem in Polymer 
Electrolyte Fuel Cell 
(基調講演) 

M. Watanabe 

H21.9.24-25 2009 International 
Fuel Cell 
Symposium 
(Taipei, Taiwan) 

Research and Development of  
Electrocatalysts for PEFCs:  
Multi-Analyses of FC-Catalysis 
and Preparation of 
Monodispersed Nanocatalysts 
(招待講演) 

H. Uchida 
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H21.9.28-29 
 

f-cell 2009 
The fuel cell | 9th 
Forum for 
Producers and 
Users 
(Stuttgart 
Germany) 

R&D activities on fuel cells 
(招待講演) 

M. Uchida 

H21.10.4-9 
 

216th Meeting of 
The 
Electrochemical 
Society 
Vienna, Austria 

New Evaluation Method for 
Effectiveness of 
Electrocatalysts under PEFC 
Operation Conditions 

M. Uchida, M. S. 
Lee, H. Yano, T. 
Yoda, H. Uchida,  
M. Watanabe 

H21.10.4-9 216th Meeting of 
The 
Electrochemical 
Society 
Vienna, Austria 

Poly(arylene ether) Block 
Copolymer Membranes: 
Synthesis, Properties and 
Durability 
（招待講演） 

Kenji Miyatake, 
Byungchan Bae, 
Takeshi Yoda,  
Hiroyuki Uchida,  
M. Watanabe 

H21.10.19-22 
 

5th IUPAC 
International 
Symposium on 
Novel Materials 
and Synthesis 
(NMS-V) & 19th 
International 
Symposium on 
Fine Chemistry 
and Functional 
Polymers 
(FCFP-XIX)
（Shanhai） 

Mechanism of the Enhanced 
Oxygen Reduction Reaction at 
Pt-Based Electrocatalysts 
（キーノート講演） 

M. Watanabe ,  
M. Wakisaka,  
H. Uchida 

H21.11.30-12.
5 
 
 
 
 
 
 

2009 MRS Fall 
meeting 

High Methanation Activation of 
Carbon Monoxide on 
Mesoporous Nickel-Alumina 

A. Chen, T. Miyao, K. 
Higashiyama, H. 
Yamashita, M. 
Watanabe 
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（国内講演） 

発表   

年月日  発表媒体 発表タイトル 発表者 

H20.9.2 第 43 回応用物理学

会スクール 省エ

ネルギー・低環境負

荷技術の最前線と

将来展望 

（p27-39） 

燃料電池開発の現状と課題 内田裕之 

H20.9.23-26 第102回触媒討論会

（3G27） 
プラズマ法による Ni/Al2O3ハニ

カム触媒のメタン水蒸気改質反

応における耐久性 

木村正枝、宮尾敏広,
東山和寿、山下寿生,
内田裕之、渡辺政廣 

H20.9.23-26 第102回触媒討論会

（3G26） 
噴霧プラズマ合成法による

Ni-Fe/CeO2触媒の構造と CO シ

フト反応に対する触媒活性 

渡辺圭太、宮尾敏広、

東山和寿、山下寿生、

内田裕之、渡辺政廣 
H20.11.5-7 第 49 回電池討論会

（3A04） 
スルホン酸化ポリエーテル電解

質を用いたガス拡散電極の特性

評価 

依田丈志、志村拓哉、

宮武健治、内田誠、 
内田裕之、渡辺政廣 

H20.11.5-7 第 49 回電池討論会

（1G10） 
Effect of Hydrophobic 
Components on the Properties 
of Sulfonated Polyether 
Ionomer Membranes 

B. Bae、宮武健治、

渡辺政廣 

H20.11.5-7 第 49 回電池討論会 
(1A28) 

混合ガス曝露試験法を用いたフ

ッ素系電解質膜・触媒層の劣化機

構解析 

佐藤信之、依田丈志、

大久保賢治、高崎万

里、崎山庸子、田邉健

二、青木靖仁、上野義

弘、増田昭博、中川善

嗣、宮武健治、内田裕

之、渡辺政廣 
H20.11.5-7 第 49 回電池討論会

（2A14） 
色素試薬を用いた固体高分子形

燃料電池内の酸素分布可視化研

究 

石上隆太、高田健司、

宮武健治、犬飼潤治、

百武壮、西出裕之、渡

辺正幸、南雲雄三、高

野洋、青木信、田中明、

渡辺政廣 
H20.11.5-7 第 49 回電池討論会

（1D08） 
トリアゾール基を含むスルホン

酸化ポリイミド膜の電解質特性 
齊藤隼平、宮武健治、

渡辺政廣 
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H20.12.8 
 

日本化学会関東支

部山梨地区講演会 
固体高分子形燃料電池の開発と

実用化の現状 
 

内田誠 

H21.3.16-18 
 

第 119 回講演大会

（p.390-395） 

燃料電池と表面 渡辺政廣 

H21.3.27-30 日本化学会第８９

春 季 年 会 2009

（4C2-35 A） 

ポリ（ジフェニルアセチレン）/

ポリ（塩化ビニリデン）膜の作製

と温度分布可視化への応用 

樋口雄也，加藤潤二，

西出宏之，犬飼潤治，

渡辺政廣 

H21.3.29-31 
 

電気化学会第 76 回

大会(3Q07) 
 

Catalyst utilization of various 
MEAs under PEFC operation 
conditions 
 

李明錫、内田誠、内田

裕之、矢野啓、 
渡辺政廣 

H21.3.29-31 
 

電気化学会第 76 回

大会(3Q08) 
 

PFFC 実作動条件での電極触媒

の利用率評価法の提案 
内田誠、李明錫、内田

裕之、矢野啓、 
渡辺政廣 

H21.3.29-31 
 

電気化学会第 76 回

大会 
 

スルホン酸化ポリエーテルバイ

ンダーを用いたガス拡散電極の

高性能化 

依田丈志、志村拓哉、

宮武健治、内田誠、 
内田裕之、渡辺政廣 

H21.3.29-31 
 

電気化学会第 76 回

大会(3Q17) 
 

気孔率の異なるガス拡散層を用

いた PEFC カソードの耐フラッ

ディング特性 

平方聡樹、内田裕之、

内田誠、渡辺政廣 

H21.3.29-31 
 

電気化学会第 76 回

大会(3Q26) 
 

起動停止サイクルによる劣化機

構解明のためのアノード酸素分

圧可視化 

石上雄太、高田健司、

宮武健治、犬飼潤治、

西出宏之、南雲雄三、

渡辺政廣 
H21.3.29-31 
 

電気化学会第 76 回

大会(PFC01) 
 

低加湿作動 PEFC 用 SiO2担持フ

ッ素系電解質膜の性能と微細構

造 

井上直樹、内田裕之、

内田誠、渡辺政廣 

H21.3.29-31 電気化学会第 76 回

大会 
（1J04） 

高分散 Pt/C 触媒上でのメタノー

ル 及 び 溶 存 CO 酸 化 過 程 の

ATR-FTIR 解析 

花輪洋宇，國松敬二，

内田裕之，渡辺政廣 

H21.3.29-31 電気化学会第 76 回

大会（1J05） 
粒子サイズの異なる高分散 Pt/C

触媒上の CO 吸着・酸化過程の

ATR-FTIR 解析 

原正則，國松敬二，矢

野啓，岡谷一輝，内田

裕之，渡辺政廣 

H21.3.29-31 電気化学会第 76 回

大会（1J10） 

電気化学一光電子分光複合装置

によるPt(111)単結晶電極上にお

ける酸素還元反応中間体の解析 

宇田川悠，鈴木宏和，

脇坂暢，内田裕之，渡

辺政廣 
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H21.3.29-31 電気化学会第 76 回

大会（1Q02） 

ナノカプセル法による高分散電

極触媒の合成と粒径制御 

岡谷一輝，矢野啓，内

田裕之，渡辺政廣 

H21.3.29-31 電気化学会第 76 回

大会（1Q06） 

白金－Nafion 界面における酸素

還元反応の in-situ ATR-FTIR 解

析 

國松敬二，依田丈志，

内田裕之，渡辺政廣 

H21.3.29-31 電気化学会第 76 回

大会（1Q26） 

ナノカプセル法によって合成し

たPt/黒鉛化カーボンブラック高

分散触媒の耐久性評価 

秋山朋弘，矢野啓，内

田裕之，渡辺政廣 

 

H21.3.29-31 電気化学会第 76 回

大会（2Q03） 

部分フッ素化ポリエーテル電解

質膜の合成と物性 

志村拓哉，三神武文，

宮武健治，渡辺政廣 

H21.3.29-31 電気化学会第 76 回

大会（2Q04） 

フルオレニル基を有するスルホ

ン酸化ポリエーテルブロック共

重合体膜の合成と物性 

裵柄贊，依田丈志，宮

武健治，内田裕之，渡

辺政廣 

H21.3.29-31 電気化学会第 76 回

大会（3Q05） 

Evaluation of the Quantitative 

Accuracy of Digital vs.Analog 

Sweep Voltammetry for the 

Measurement of Pt 

Electrochemical Surface Areas

D. A. Tryk, T. Yoda, 

H. Uchida, M. 

Watanabe 

H21.3.29-31 電気化学会第 76 回

大会（3Q06） 

PEFC 実作動条件での電極触媒の

利用率評価法の提案 

内田誠，李明錫，内田

裕之，矢野啓，渡辺政

廣 

H21.3.31 第103回触媒討論会

（触媒討論会 B） 
噴霧プラズマ法による新規な高

活性高選択性水素製造・精製触媒

の開発 

宮尾敏広、渡辺圭太、

木村正枝、東山和寿、

山下壽生、内田裕之、

渡辺政廣 
H21.5.12-13 第 16 回燃料電池シ

ンポジウム(A22) 
PEFC 用ハニカム型水素製造・精

製触媒 
東山和寿、渡辺圭太、

小森信吾、陳愛華、宮

尾敏広、山下壽生、内

田裕之、渡辺政廣 
H21.5.12-13 第 16 回燃料電池シ

ンポジウム(A21) 
ナノカプセル法による高分散触

媒の粒径制御と耐久性評価 
矢野啓，岡谷一輝，秋

山朋弘，内田誠，内田

裕之，渡辺政廣 
H21.5.12-13 第 16 回燃料電池シ

ンポジウム（A23） 
高温低加湿運転を目指した炭化

水素系電解質膜の開発 

宮 武 健 治 ， Bae 

Byungchan，志村拓哉，

三神武文，渡辺政廣 

H21.5.27 （社）発明協会山梨

県支部題 58 回通常

総会 

燃料電池における産学官連系と

これからの山梨 
内田 誠 

H21.8.28 札幌第262回触媒化 燃料電池用電極触媒の開発と機 内田裕之 
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学研究センター談

話会 
能評価 

H21.9.1 第105回燃料電池研

究会セミナー（電気

化学会） 

HiPer-FC プロジェクト「劣化機

構解析とナノテクノロジーを融

合した高性能セルのための基礎

的材料研究」での電極触媒と

MEA 開発 
 

内田 誠 

H21.9.10-11 第 48 回電気化学秋

季大会（2G02） 
混合ガス曝露法を用いたスルホ

ン酸化ポリイミド電解質膜の劣

化機構解析 

 

崎山康子，田辺健二，

高崎万理，大久保賢

治，青木靖仁，佐藤信

之，古屋宏，依田丈志，

宮武健治，内田裕之，

渡辺政廣 
H21.9.10-11 第 48 回電気化学秋

季大会（1I06） 

電気化学‐光電子分光複合装置

を用いたPt(110)単結晶電極上に

おける吸着酸素種の解析 

宇田川悠，脇坂暢，内

田裕之，渡辺政廣 

 

H21.9.10-11 第 48 回電気化学秋

季大会（特 1I09） 

白金系電極上の酸素還元反応の

複合解析 

内田裕之，宇田川悠，

脇坂暢，國松敬二，渡

辺政廣 

H21.9.10-11 第 48 回電気化学秋

季大会（1I24） 
重水置換法による Pt 電極

/Nafion 界面の水の状態観測 
国松敬二，内田裕之，

渡辺政廣 
H21.9.10-11 第 48 回電気化学秋

季大会（2I10） 

電気化学‐走査型トンネル顕微

鏡を用いたPt(111)単結晶電極の

表面酸化過程の解析 

脇坂暢，芦澤修一，内

田裕之，渡辺政廣 

 

H21.9.10-11 第 48 回電気化学秋

季大会（2I27） 

高分散 Pt/C 触媒上でのメタノー

ル吸着・酸化過程の ATR-FTIR 解

析 

花輪洋宇，國松敬二，

八木清，内田裕之，渡

辺政廣 

H21.9.27-30 104 回触媒討論会 CO 選択メタン化触媒の開発 
(その 1)－Ru 添加 Ni－Al 酸化物

系触媒上における反応機構－ 

宮尾敏弘、木村正枝、

陳愛華、東山和寿、山

下壽生、渡辺政廣 
H21.9.27-30 104 回触媒討論会 CO 選択メタン化触媒の開発 

(その 2) ―メソポーラス体の適

用による高活性化― 

陳愛華、宮尾敏広、東

山和寿、山下壽生、 

渡辺政廣 
H21.9.27-30 104 回触媒討論会 CO 選択メタン化触媒の開発 

(その 3) ―メタルハニカム触媒

の実機適用性― 

小森信吾、陳愛華、宮

尾敏広、東山和寿、 

山下壽生、渡辺政廣 
H21.9.27-30 104 回触媒討論会 ハードテンプレート法によるメ

ソポーラス Ni-Fe/CeO2-ZrO2触

渡辺圭太、宮尾敏広、

東山和寿、山下寿生、
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２．特許等 

平成20年6月3日 特願

2008-145881 

高分子電解質 株式会社カネカ 

平成20年6月9日 特願

2008-150671 

高分子電解質、高分子電解質膜、

高分子電解質バインダー、および

その利用 

株式会社カネカ 

平成20年6月11日 特願

2008-157952 

高分子電解質、高分子電解質膜、

およびその利用 

株式会社カネカ 

平成20年6月20日 特願

2008-162178 

低分子量ポリエーテルの製造方

法 

株式会社カネカ 

平成20年6月20日 特願

2008-162169 

高分子電解質 株式会社カネカ 

平成20年7月1日 PCT/JP2008/0

61895 

高分子電解質、高分子電解質膜、

燃料電池用触媒層バインダーお

よびその利用 

株式会社カネカ 

平成20年8月21日 特願

2009-192116 

燃料電池セルおよび燃料電池反

応計測装置 

山梨大学 

早稲田大学 

平成20年9月19日 特願

2008-240112 

燃料電池用触媒層、燃料電池用触

媒層転写シート、燃料電池用ガス

拡散電極、燃料電池用膜電極接合

株式会社カネカ 

媒の CO シフト反応活性 
 

渡辺政廣 

H21.10.2 日本材料学会第 159
回 X 線材料強度部

会講演 

固体高分子形燃料電池向け水素

製造・精製触媒の開発 
東山和寿、宮尾敏弘、

陳愛華、山下壽生、渡

辺政廣 
H21.10.14-16 12th Japan-Korea 

Symposium on 
Catalysis 

Ni-Fe-Ce Nano-Composites for 
Water Gas Shift Reaction 
Prepared by the Solution-Splay 
Plasma Technique 

K. Watanabe,  
T. Miyao,  
K. Higashiyama,  
H. Yamashita,  
M. Watanabe 

H21.10.16 2009年度燃料電池

材料研究会講座（高

分子学会） 

炭化水素系電解質の電極バイン

ダーへの適応と MEA の新しい評

価方法 

内田 誠 
 
 

H21.10.16 日本高分子学会・燃

料電池材料研究会

講座 

カネカにおける燃料電池用炭化

水素系電解質膜の開発 
黒松秀寿(株式会社カ

ネカ・先端材料開発研

究所) 

出願日 受付番号 出願に係る特許等の標題 出願人 
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体、および燃料電池 

 

平成20年11月28日 特願

2008-301175 

高分子電解質、高分子電解質膜、

およびその利用 

株式会社カネカ 

平成21年3月27日 特願

2009-80158 

ブロック共重合体、およびその利

用 

山梨大学 

株式会社カネカ 

平成21年3月27日 特願

2009-80159 

超強酸基を有する芳香族高分子

電解質、及びその利用 

山梨大学 

株式会社カネカ 

平成21年4月24日 

 

特願 

2009-106938 

一酸化炭素の選択的メタン化触

媒とその製造方法及びそれを用

いた装置 

山梨大学 

 

平成21年5月19日 特願 

2009-121269 

固体高分子形燃料電池用安定担

体および電極触媒 

山梨大学 

平成21年9月17日 特願

2009-216279 

高分子電解質およびその利用 株式会社カネカ 

平成21年9月17日 特願

2009-216280 

高分子電解質、高分子電解質膜、

およびその利用 

株式会社カネカ 

平成21年11月中旬 出願予定 高分子電解質、および該電解質を

含む燃料電池用電解質(予) 

山梨大学 

株式会社カネカ 

平成21年11月中旬 出願予定 高分子電解質、および該電解質を

用いた触媒層形成材料(予) 

山梨大学 

株式会社カネカ 

平成21年12月末日 

 

(出願予定) 一酸化炭素の選択的メタン化触

媒 

山梨大学 

 
3. 受賞実績 

受賞日 受賞 タイトル 受賞者 
H20.10.14 

 

2008 年電気化学日米

合同大会 電気化学 

科学・技術分野 栄

誉賞 

稼動中燃料電池内部の O2 の時

間/空間分布）」 
高田健司 

 
４．成果普及 
（プレス発表） 

日時 成果普及 タイトル 発表者 

H21.6.26 プレス発表 家庭用燃料電池システムのコストダウンと小型化に貢献 

燃料処理装置用の高性能触媒を開発 

山梨大学、

NEDO 

H21.8.19 プレス発表 山梨大学燃料電池ナノ材料研究センター（８／２５）お

よび第五回国際燃料電池ワークショプ２００９（８／２

山梨大学、

NEDO 
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３，８／２４）の開催について 

 
 （新聞への記事掲載） 
  ＜触媒開発＞ 

掲載内容 掲載新聞・掲載日 
山梨大  
「エネファーム」向け高性能触媒 小型化、製造コスト減に貢献 

平成 21 年 6 月 27 日 

フジサンケイビジネスアイ・８面

山梨大  
家庭用燃料電池向け触媒 使用量５分の１に 

平成 21 年 6 月 29 日 

日刊工業新聞 ・ 21 面 
山梨大  
家庭用燃料電池 処理装置２割安く 山梨大が新触媒開発   

平成 21 年 6 月 29 日 

日経産業新聞 ・ 11 面 

山梨大  
家庭用燃料電池 ニッケル系新触媒 残留ＣＯを完全除去 

平成 21 年 6 月 29 日 

化学工業日報 ・ 1 面 
山梨大  
家庭用燃料電池向け新触媒 コスト２０％削減 

平成 21 年 6 月 30 日 

電気新聞 ・ 3 面 

山梨大  
家庭用燃料電池向システムを低コストで小型に 

平成 21 年 7 月 1 日 

環境新聞 ・ 2 面 

＜研究拠点の整備＞ 

山梨大  
山梨大と燃料電池研究 NEDO 25 日から拠点運用 

平成 21 年 8 月 20 日 

日経産業新聞 ・ 12 面 

山梨大  
研究拠点が稼動 燃料電池普及めざす 

平成 21 年 8 月 20 日 

日刊産業 ・ 11 面 

山梨大  
燃料電池 低コスト化へ材料研究 NEDO と山梨大など 
センター本格稼動 

平成 21 年 8 月 20 日 

日刊工業新聞  

山梨大  
山梨に国際研究拠点 車載向け PEFC NEDO 主導で開設 

平成 21 年 8 月 20 日 

化学工業日報 ・ 8 面 

山梨大  
燃料電池車の拠点開設 NEDO25 日に 2015 年開始目指す 

平成 21 年 8 月 20 日 

東京新聞 ・ 6 面  

山梨大  
山梨に国際研究拠点 25 日開所 コスト低減技術開発  

平成 21 年 8 月 20 日 

電気新聞 ・ 3 面 

山梨大  
ＮＥＤＯなど 材料研究センター 燃料電池コスト 100 分の１目標 

平成 21 年 8 月 20 日 

FujiSankeiBusinessi・ 7 面 

山梨大  
燃料電池の国際セミナー 甲府で２３～２４日 搭載車の試乗も * 

平成 21 年 8 月 20 日 

日本経済新聞 ・ 35 面 

山梨大  
山梨大の施設開業 燃料電池研究、世界有数に 

平成 21 年 8 月 26 日 

日本経済新聞 ・ 35 面 

山梨大  平成 21 年 8 月 26 日 
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「燃料電池研究センター」開所 甲府で山梨大 
 

毎日新聞 ・ 27 面 

山梨大  
燃料電池開発拠点が開所 山梨大・研究センター 

平成 21 年 8 月 26 日 

読売新聞 ・ 34 面 

山梨大  
燃料電池普及へ拠点 

平成 21 年 8 月 26 日 

山梨日日新聞 ・ 1 面 

山梨大  
山梨を「燃料電池バレー」に 渡辺政広センター長に聞く 

平成 21 年 8 月 26 日 

山梨日日新聞 ・ 24 面 

山梨大  
山梨大燃料電池センターが完成 耐久性、低コスト化探る 

平成 21 年 8 月 26 日 

山梨日日新聞 ・ 24 面 

山梨大  
大燃料電池研究センター完成 

平成 21 年 8 月 26 日 

朝日新聞 ・ 35 面 

山梨大  
燃料電池開発拠点が完成 耐久性や低コスト化研究  

平成 21 年 8 月 28 日 

山梨日日新聞 ・ 11 面 

山梨大  
ＮＥＤＯ国際共同研究拠点 山梨大の研究センターが本格稼動 

平成 21 年 8 月 28 日 

科学新聞 

山梨大  
「燃料電池ナノ材料研究センター」の開所式を挙行  

平成 21 年 8 月 31 日 

文教ニュース ・ 27 面 

山梨大  燃料電池の一大拠点に 
知事が率先して推進会議／世界レベルの山梨大学を核に 
山梨大学燃料電池ナノ材料研究センター／高性能セルを開発 

平成 21 年 8 月 1 日 

ｶﾞｽｴﾈﾙｷﾞｰ新聞 ・ 4 面 

 

* 「第 5 回国際燃料電池ワークショップ 2009」を含む 
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